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は じ め に

14 3 177 10北陸管内の無線局数は 平成 年 月末には 万局と 平成元年に比べ、 、

倍を超えていますが、その内訳では、携帯電話が装置の低廉化、小型・軽量化

、 、やネットワーク接続などから爆発的に普及し 無線局全体の 割を超える一方9
国、公共団体、民間企業や商店などが自身の事業運営や業務の効率化のために

開設・運用している自営無線は減少傾向にあります。これは、携帯電話の利便

性の高さを反映しているものと考えられますが、非常災害時における通信の輻

輳等の問題を考慮すると、無線通信の利用が携帯電話に過度に集中することは

情報通信基盤の脆弱性につながりかねないとの懸念もあります。

このため、本研究会では、自営無線の高度化と利便性の向上を実現し、一層

の発展を図るため、通信プロトコルの方式にインターネット等で広く普及して

いるインターネットプロトコル 方式を使用する「汎用 無線通信システ(IP) IP
」 、 、ム の導入に向け 自営無線におけるIP通信の有用性を明らかにするとともに

適用無線通信技術の検討を踏まえた実証実験などにより実用化に向けた課題と

方策について明らかし、報告書として取りまとめました。

平成 年度に北陸総合通信局が開催した「北陸における電波利用の促進に13
関する研究会」が実施した自営無線利用者の利用者ニーズに対するアンケート

調査では、本来の優れた音声通信に加え高速データ伝送のニーズが ％を超60
え、またシステム構築の観点では、構築費用の低廉化や他ネットワークとの親

和性の向上を期待する声が多く寄せられています。研究会では、利用用途に応

じた使い分けを可能とするため、適用する技術に応じて汎用 無線通信シスIP
テムを第１世代から第３世代に分類し、それぞれの特徴に応じて想定される利

用例についても検討を行ってきました。

、 、本研究会で示された課題と方策は 実用化に向けては通信速度等の向上など

新たな無線通信技術の確立や現行の規則等の整備が待たれる項目も多く見受け

られますが、今後これらの課題解決に向け、引き続き研究が進められ、自営無

線の高度化と低廉化、ひいては電波の有効利用の促進が、北陸から全国あるい

は世界に広まることを期待して、研究会のまとめとさせていただきました。

最後に、昨年 月から開催してきた研究会において、熱心な論議をいただ10
いた委員の皆様をはじめ、実証実験に協力をしていただいた方々など、関係各

位のご尽力に心から感謝申し上げます。

平成 年 月15 3
汎用 無線通信システムに関する研究会座長IP

金沢工業大学教授 大洞 喜正
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第１章 自営無線の現状と利用者ニーズ

１．１ 自営無線の範囲

自営無線は、国、公共団体、一般企業や商店などが自身の事業運営や業務の効率化の

ために開設・運用している無線通信システムで、電気通信事業者が提供する携帯電話、

、無線アクセス等の無線通信サービスと区分されるものである。PHS
また、その通信の形態から「固定系 「移動系 「衛星系」等に分類され、本研究」、 」、

会が高度化等に取り組むのは、移動系の自営用陸上移動無線通信（以下 「自営無線」、

という ）に分類されるものである。。

この自営無線は、更に、警察、行政、消防・救急、電力・ガス、水道、バス、鉄道な

どの分野で行政機関や公共・公益の事業者等が使用する「公共業務用」と製造・販売、

物流、運輸、報道、サービスなどの分野で民間企業、商店や個人などが使用する「一般

業務用」に区分され、タクシー無線や 無線は、一般業務用に分類される。MCA

汎用ＩＰ無線通信システムの適用範囲

１．２ 自営無線の現状と課題

( ) 自営無線の減少と利用の低迷1

平成 年度に北陸総合通信局が開催した「北陸における電波利用の促進に関する13
研究会 （以下 「電波利用促進研究会」という ）の調査・研究によると、端末機売」 、 。

り切り制度が導入された平成 年度以降、インターネット接続サービスなどの高機6
能化と装置の小型・軽量化や低廉化の進展が相まって、携帯電話等（ を含む）PHS
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が爆発的に普及し、平成 年度末現在で 万局に達しており、これは無線局全12 6,273
体の ％を占めている。94.2
、 （ 。） 、一方 携帯電話等以外の自営用を含むその他の無線局 アマチュア局を除く は

携帯電話の普及とともに減少傾向が顕著になっており、平成 年度末に 万局あ7 356.7
ったものが、平成 年度末には 万局と、この 年間で約 ％減少している。12 294.6 5 20
これは無線局全体の ％弱を占めるに過ぎない。4.4
特に、公共業務用（－ 万局、－ ％ 、各種業務用（－ 万局、－ ％）16 20 22.6 32）

及び簡易無線（－ 万局、－ ％）の減少傾向が顕著であり、これら無線局（図43.7 37
１ ２では「その他の無線局 ）の著しい減少傾向は今も続いている。. 」

なお、アマチュア局も同様にこの 年間で約 万局、約 ％の大幅な減少傾5 45.2 33.5
向を示している。

図１．２ 無線局数の推移

( ) 携帯電話の爆発的普及と通信の一極集中2

社会の進展と携帯電話の普及は、移動体通信の需要を爆発的に増大させ、そのIT
通信が携帯電話に一極集中する状況を招き、地震などの非常災害時において、被災地

への安否確認などの通信の輻輳などから、防災行政機関、公共機関や一般企業などが

行う被災状況の把握、ライフラインの復旧活動や救急・救援活動などに必要な通信が

できなくなる事態が懸念されている。

( ) 進まないデジタル化3

警察無線や市町村の防災行政無線など一部の分野でデジタル化の進展が見られるも

のの、自営無線の大半は、従来のアナログ方式の無線システムを使用しており、この
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デジタル化が進まない現状が自営無線の高度化・高機能化や利用拡大の妨げの要因で

あるとともに、我が国の周波数事情の逼迫の遠因にもなっている。

( ) 社会の進展と周波数需要の増大4 IT

社会の進展に伴い、今後、無線 等の広帯域で高速な移動体通信の一層の拡IT LAN
大が予想されるとともに、第 世代の移動通信システムや情報家電、電波タグなど4
新たな電波利用システムが実用化されることが予想されている。これらの膨大な周波

数需要は、現在でも逼迫している我が国の周波数事情を一層、深刻なものにすること

が懸念されており、周波数利用効率の向上と電波の有効利用の促進が喫緊の課題にな

っている。

( ) 情報通信基盤の脆弱化が懸念5

自営無線の低迷と通信が携帯電話に過度に集中する現状は、大都市圏に比べ通信手

段が限られる地域の情報通信基盤の脆弱化につながることが懸念されており、自営無

線の利用を促進・拡大することにより、地域における携帯電話と自営無線の均衡ある

発展を図り、非常災害時等における情報通信基盤の多様性の確保と信頼性の向上が望

まれている。

( ) （インターネットプロトコル）ネットワークが普及6 IP

社会の進展とともに、インターネットやイントラネット等のインターネットプIT
ロトコル（ ）を使用する、いわゆる ネットワークが社会の隅々まで普及しつつIP IP
あり、近い将来、我が国の情報通信基盤として重要な位置を占めることが予想されて

いる。

このことから、 社会に対応した自営無線システムの高度化と利便性の向上の実IT
現において、 ネットワークへのモバイルアクセスは必要不可欠な機能となっていIP
る。

( ) 利用者ニーズが多様化・高度化7

社会の進展に伴い、写真等の動画像の伝送、 等の位置情報データの伝送、IT GPS
電子ファイルや電子メールの交換などマルチメディア通信への利用者ニーズが高まっ

ている。

また、インターネットやイントラネット等と接続して、タクシー等の営業用車両か

らカード会社の決済システムにアクセスしての料金等のカード決済や自営無線に接続

したパソコンから自社又は汎用のホームページやデータベースにアクセスして、必要

な情報検索・収集を行うなど、その利用者ニーズは高度化している。
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１．３ 利用者ニーズ

平成 年度に「電波利用促進研究会」が北陸管内の自営無線の利用者を対象に実施13
した自営無線のメリット、自営無線に対する不満及び利用者ニーズに関するアンケート

調査の結果は、次のとおりであった。

( ) 自営無線のメリット1

自営無線のメリットとして、多くの利用

者が 「移動体との通信が可能 「非常災、 」、

害時でも通信が可能 「一斉呼出しが可」、

能（同報性 」など、移動体無線通信が本）

来持っている、優れた音声通信機能を挙げ

ている。

また、自由回答において 「通信操作が、

簡単」なことをメリットとして挙げる者が

少なからずあったことが注目される。

ア 移動体との通信が可能（ ％）59

移動体との通信が可能であることは、自営無線に限らず携帯電話も含め、有線に

はない無線のメリットであり、今後もＩＴ社会の様々な場面で移動体通信のニーズ

は一層高まるものと考えられ、移動体通信が社会活動の利便性の向上に必要不可欠

なものとなっていることを顕著に示している。

イ 非常災害時でも通信可能（ ％）56

過半数の者が「非常災害時でも通信が可能」を自営無線のメリットとしており、

また、自由回答でも「非常災害時における信頼度の高い情報伝達手段として、無線

に替わるものは無い 「緊急報道、非常災害時での連絡手投として有効」といっ」、

た同様の意見が多く出されている。

このことは、携帯電話はそのシステムの性質上、非常災害時等において他者の通

信が輻輳することにより、必要な通信ができなくなることは避けられないことであ

り、自営無線の方が携帯電話に比べて非常災害時等の通信の確保に有効であること

を、自営無線の利用者が十分に認識していることを示している。

ウ 一斉呼出しが可能（ ％）53

自営無線は様々な分野で利用されており、その用途によっては１対１ではなく、

一カ所から複数の相手を一斉に呼び出す１対Ｎの通信が有効な場合がある。

携帯電話は基本的に１対１の通信を目的としたシステムであるため一斉呼出しは

困難であるが、基地局と複数の移動局から構成される自営無線では容易に一斉呼出

(1) 自営無線のメリット

① 移動体との通信が可能

② 非常災害時でも通信が可能

③ 一斉呼出しが可能（同報性）

④ 通話料金が不要

⑤ 遠隔地との通信が可能

⑥ ＡＶＭ等付加機能が利用可能

※ 通信操作が簡単
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しやグループ通信、同報通信が可能であることから、携帯電話にはない利便性とし

てこれをメリットに挙げたものと推察される。

エ 通話料金が不要（ ％）51

携帯電話など電気通信事業者が提供する通信サービスを利用するには通信料金が

必要となるが、利用者自らが無線設備等を設置・運用する自営無線は基本的に通信

料金が不要である。このことが自営無線利用者から見て、携帯電話等との比較にお

いて最も優位性の高いメリットと考えられる。

オ 遠隔地との通信が可能（ ％）24

遠隔地との通信は、相手側が移動体でない場合には有線を利用することでも可能

であるが、一般に無線は有線に比べて山間部であっても柔軟に回線設定が可能であ

り、 ％の利用者が無線のメリットとして挙げている。24

カ 等付加機能（ ％）AVM 5

付加機能をメリットとして挙げている利用者は ％にとどまっている。これは5
現在利用されている無線システムに ( ：AVM Automatic Vehicle Monitoring System
車両位置自動表示システム)等の機能が付加されているものが少ないためと考えら

れる。

( ) 自営無線に対する不満2

自営無線に対する不満として 「設置、

等費用が高額 「通信エリアが狭い 、」、 」

「機器が大きい」など携帯電話の経済性

や利便性を意識したと思われる事項が上

位を占めるとともに 「パソコンやネッ、

トワークとの親和性が低い 「周辺機」、

器による機能が貧弱」など自営無線の高

度化の観点からの不満がそれらに続いて

いる。

ア 設置等費用が高額（ ％）59

自営無線は、設置・維持の両方のコストとも極めて「高い」と回答している。

自由回答においても、多くの利用者が、システムの構築・導入に多額の経費と労

力がかかる上に、システムの機能拡張や修繕等の維持コストも極めて高く付くこと

が、導入を躊躇させる最大の要因としている。

このことから、機器の汎用性を高めるなどにより、無線装置の低廉化を図ると

ともに、モバイルインターネットアクセスなど高度化・高機能化を図ることによ

(2) 自営無線に対する不満

① 設置等費用が高額

② 通話エリアが狭い

③ 交互通話の単信方式である

④ 機器が大きい

⑤ パソコン等との親和性が低い

⑥ 周辺機器による機能が貧弱

⑦ 秘話性（セキュリティ性）が低い
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り、自営無線のトータルなコスト・パフォーマンスの向上が強く望まれている。

イ 通話エリアが狭い（ ％）43

携帯電話や は、膨大な数の基地局を設置して、広いサービスエリアを確保PHS
している。

これに対して自営無線は、一つの基地局の通信エリアは携帯電話基地局に比べ広

いものが多いものの、多数の基地局を設置することは経済的な面から困難であり、

必要最小限の通信エリアとなっている。このことが北陸３県や全県域など広い地域

を事業エリアとする利用者にとって大きな障害となっている。

なお、防災行政用や水防道路用等に利用する無線は、山間・僻地を含む事業エリ

ア全域をくまなくカバーする必要から、山頂等に中継局を設置することにより広い

通信エリアを確保している。

ウ 交互通話の単信方式である（ ％）30

携帯電話などでは双方の通話者が同時に話すことができる複信方式となっている

が、自営無線では交互に通話をする単信（プレストーク）方式が一般的であり、こ

れを操作性、利便性に対する不満として挙げている。

一方、メリットに関するアンケートでは、多くものが単信方式の特徴である一

斉呼出しやグループ通信・同報通信ができることを自営無線のメリットとして挙

げており、このことから利用者は用途によって単信方式と複信方式の使い分けが

可能な自営無線システムを望んでいるものと思われる。

エ 機器が大きい（ ％）21

技術革新の進展により無線機器は従来のものに比べて小さくなってきているが、

携帯電話や の端末が極めて小型・軽量であるのに比べると、自営無線の機器PHS
はまだまだ大きく、これが利用者の不満となっている。

、 、自営無線の端末は 携帯電話や と比べて一般に送信出力が大きいことからPHS
小型・軽量化には不利となる面もある。

オ パソコンやネットワークとの親和性が低い（ ％）11

自営無線は音声通信又は専用システムとしてのデータ通信に活用されてきたが、

今日の （情報通信技術）の急速な発展を考えると、自営無線を ネットワークIT IP
へのモバイルアクセスツールとして活用したいとのニーズが一層高まってくるもの

と思われる。

カ 周辺機器による機能が貧弱（ ％）8

GPS Global Positioning最近の携帯電話等は、インターネット接続、写真伝送や (

、 、System：全世界測位システム)などの付加機能の高度化・高機能化が著しく また
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周辺機器等の接続によって様々な用途への利用を可能にする優れた拡張性を有する

ようになっている。今後、自営無線においても同様の拡張性が求められるものと思

われる。

キ 秘話性（セキュリティ性）が低い

アンケート調査の自由回答において、自営無線の秘話性及びセキュリティ性に対

する不満が多く挙げられている。

デジタル方式の携帯電話は、一般の受信機で電波を受信しても音声として聞くこ

とができないため、非常に秘話性に優れている。一方、自営無線は、市町村の防災

行政用無線等デジタル化されたものを除けば比較的簡単に受信可能であることか

ら、携帯電話に比べて秘話性、セキュリティ性に劣るものが多い。

( ) 利用者ニーズ（要求機能）3

これからの自営無線に新たに付加

する又は拡充・強化することが望ま

れる機能として、画像情報、位置情

報及び遠隔監視・制御など高速デー

タ伝送に関する機能を挙げる者が利

用者の ％以上と最も多く、インタ60
ーネット等へのモバイルアクセスに

関する機能の拡充・強化に関する要

望がそれに続いている。

また、防災・防犯の観点から、防

災、警察及び消防・救急等の周波数

が異なる無線システムとの直接の通

信を望む声や工事現場、工場・集荷場の建物内などの特定のエリア（小ゾーン）にお

ける作業、売上、在庫等の遠隔監視、遠隔管理に応用が可能な安価な無線システムを

望む声が少なからずあったことが注目される。

ア 画像伝送に関する機能

緊急報道の現場等からの写真伝送など出先の作業現場等から本社等へ簡単に高品

質の映像や画像を送りたいとのニーズが多くあり、自営無線にこれらのニーズに対

応した機能を付加することが望まれている。

併せて、市販の安価なムービーカメラやデジタルカメラ等の周辺機器を簡単に接

続できるシステムが望まれている。

イ 位置情報に関する機能

カーナビゲーションや携帯電話等による の普及を受け、車両等の位置情報GPS

(3) 利用者ニーズ（要求機能）

① 画像伝送に関する機能

・工事や報道の現場からの画像伝送

② 位置情報に関する機能

・車両等の位置情報データの伝送

③ 無線アクセスに関する機能

・ネットワークへのモバイルアクセス

④ 他機関との連携に関する機能

・警察、消防等機関への緊急連絡

⑤ 監視制御に関する機能

・テレメータ、テレメートリング
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を元にした動態監視など、 を活用した情報システムの構築に関するアイディGPS
アや要望が多く出されている。

また、位置情報システムの超小型化を図り、野鳥観察、徘徊老人の探索、山岳遭

難者の救助等に利用ができるようになれば、新たなニーズの開拓にもつながるとの

意見も出されている。

ウ 無線アクセスに関する機能

インターネット時代を迎えて、携帯電話等のネットワークを利用したデータ通信

は、山間地等のサービスエリア確保の自由度が低く、通信料等の維持経費が高いな

どの問題があることから、インターネット等の ネットワークに簡単に無線アクIP
セスでき、自由度（柔軟性）の高いネットワーク構築を可能にする自営無線システ

ム（ 無線）の必要性に関する要望が出されている。また、 無線用の周波数帯IP IP
の確保に関する要望も出されている。

その他、無線 の拡大や空中線電力の増力の要望がある。LAN

エ 他機関との連携に関する機能

、 、 、現在 タクシー等の営業車両が事故や火災等の緊急事態に遭遇したときは 一旦

無線で自社基地局のオペレーターに連絡し、オペレーターが警察等関係機関に電話

連絡する体制となっているため、スピーディで正確な情報伝達ができないケースが

発生している。このような状況を改善するため、自動化された通信操作により関係

機関に直接、通報・連絡できる機能への要望が多く出されている。

また、仕事等において緊密な関係にある取引先や系列会社等の無線システム等と

、 。の通信や情報交換など いわゆる異免許人間の通信を望む声も多く寄せられている

オ 監視・制御に関する機能

中継局等の無人施設の監視・制御を行う場合は、山上まで有線を敷設したりマイ

クロ無線回線等を設置する必要があったが、これに替わる低廉なシステムの要望が

ある。

１．４ 汎用ＩＰ無線通信システムの提案

( ) 提案の背景1

自営無線の利用者は、自営無線が持つ一斉呼出しやグループ通信が可能、通話料金

が不要など優れた機能や利便性を認識しつつも、携帯電話や サービスに比較しPHS
てシステムの設置等経費が高額、通信エリアが狭い、ネットワークとの親和性に欠け

るなどの現在の自営無線に対する不満から、携帯電話や に切り替えており、こPHS
のため自営無線は著しい減少傾向にある。
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また、携帯電話の爆発的普及は、非常災害時等における通信の携帯電話への一極集

中を招き、通信の輻輳等から携帯電話では、被災状況の把握、復旧活動や救急活動に

必要な通信ができなくなるなどの事態が懸念されている。

さらに、 社会の進展に伴って移動体通信用の周波数需要が爆発的に増大するとIT
予想されており、既に逼迫している周波数事情の一層の深刻化が懸念されている。

このような要因から、我が国の 社会を支える情報通信基盤全体の脆弱化につなIT
がることが懸念されている。

一方、我が国の 社会を支える重要な情報通信基盤として、インターネットやイIT
ントラネット等の高速通信ネットワークが社会生活や企業活動の隅々にまで普及しつ

つあることから、インターネット等との接続が可能であることが今後の無線通信の重

要な要件となっており、これらモバイルアクセスが可能な無線ＬＡＮ等の利用ニーズ

が急速に高まっている。

なお、これら無線 等の移動通信システムでは、多元接続（マルチアクセス）LAN
方式としてパケット通信方式が、通信プロトコルとしてインターネットプロトコル

（ ）方式（以下「 通信」という ）が広く普及している。IP IP 。

図１．４ 汎用ＩＰ無線通信システムの実用化が望まれる背景

ＩＴ社会の進展
と無線利用の拡大

携帯電話の爆発的普及
と自営無線の低迷

ＩＴ革命の推進のための
周波数需要が拡大
⇒　Ｖ・ＵＨＦ帯の周波数
事情が逼迫

①無線利用が携帯電話へ一極集中
②自営無線の利用者が減少
⇒　非常災害時等における通信が
輻輳

ＩＴ社会を支える情報通信基盤の脆弱化が懸念

＜ＩＰ無線の導入メリット＞
◆高速データ通信が実現
◆ＩＰネットワーク等と容易に接続が可能
◆複数、音声・データ同時通信が実現
◆汎用性の向上と無線装置の低廉化が期待

汎用ＩＰ無線通信システムの実現 自営無線の利用が拡大

① 設置等費用が高額
② 通話エリアが狭い
③ 交互通話の単信方式である
④ 機器が大きい
⑤ パソコン等との親和性が低い
⑥ 周辺機器による機能が貧弱
※ 秘話性（セキュリティ）が低い

自営無線のＩＰ（インターネットプロトコル）化

ＩＴ社会の進展と
無線利用の拡大

携帯電話の爆発的普及と
自営無線の低迷

ＩＴ革命の推進のための
　　周波数需要が拡大

⇒ 周波数が逼迫

①無線利用が携帯電話に一極集中
②自営無線の利用者が減少

⇒ 非常災害時等に通信が輻輳

ＩＴ社会を支える情報通信基盤の脆弱化が懸念

汎用ＩＰ無線通信システムの実現

＜ＩＰ化のメリット＞
◆高速データ通信が実現
◆ＩＰネットワーク等と容易に接続が可能
◆汎用性の向上と無線装置の低廉化が期待
◆マルチキャリアアクセスが実現
　　　　　　　　　（周波数利用効率が向上）

【時代背景】ネットワークのＩＰ化

◆情報通信基盤の多様性の確保と信頼
　性の向上
◆携帯電話と自営無線の均衡ある発展
◆電波の有効利用の促進

既存の自営無線に対する利用者の不満 ＩＴ社会の進展
と無線利用の拡大

携帯電話の爆発的普及
と自営無線の低迷

ＩＴ革命の推進のための
周波数需要が拡大
⇒　Ｖ・ＵＨＦ帯の周波数
事情が逼迫

①無線利用が携帯電話へ一極集中
②自営無線の利用者が減少
⇒　非常災害時等における通信が
輻輳

ＩＴ社会を支える情報通信基盤の脆弱化が懸念

＜ＩＰ無線の導入メリット＞
◆高速データ通信が実現
◆ＩＰネットワーク等と容易に接続が可能
◆複数、音声・データ同時通信が実現
◆汎用性の向上と無線装置の低廉化が期待

汎用ＩＰ無線通信システムの実現 自営無線の利用が拡大

① 設置等費用が高額
② 通話エリアが狭い
③ 交互通話の単信方式である
④ 機器が大きい
⑤ パソコン等との親和性が低い
⑥ 周辺機器による機能が貧弱
※ 秘話性（セキュリティ）が低い

自営無線のＩＰ（インターネットプロトコル）化

ＩＴ社会の進展と
無線利用の拡大

携帯電話の爆発的普及と
自営無線の低迷

ＩＴ革命の推進のための
　　周波数需要が拡大

⇒ 周波数が逼迫

①無線利用が携帯電話に一極集中
②自営無線の利用者が減少

⇒ 非常災害時等に通信が輻輳

ＩＴ社会を支える情報通信基盤の脆弱化が懸念

汎用ＩＰ無線通信システムの実現

＜ＩＰ化のメリット＞
◆高速データ通信が実現
◆ＩＰネットワーク等と容易に接続が可能
◆汎用性の向上と無線装置の低廉化が期待
◆マルチキャリアアクセスが実現
　　　　　　　　　（周波数利用効率が向上）

【時代背景】ネットワークのＩＰ化

◆情報通信基盤の多様性の確保と信頼
　性の向上
◆携帯電話と自営無線の均衡ある発展
◆電波の有効利用の促進

既存の自営無線に対する利用者の不満
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( ) 汎用 無線通信システムの提案2 IP

「電波利用促進研究会」はその研究成果として、自営無線の利用の拡大と一層の発

展を図るには、高速データ通信や ネットワークへのモバイルアクセスが実現し、IP
無線装置の低廉化や周波数利用効率の向上などが期待できる「汎用 無線通信シスIP
テム」の導入が有効であると提案している。

ここでは、昨年度提案されたシステム概要を改めて整理しておく。

なお、以下の昨年度提案されたシステム概要は、大まかなシステム要件であったこ

とから、本研究会においては、第２章で自営無線における 通信の有用性を明らかIP
にした上で、第３章で汎用 無線通信システムを適用ニーズ毎に世代構成を分類しIP
て基本的な技術要件を改めて整理する。

ア 通信エリア

・ 既存の自営無線システムと同様の通信エリアが確保が望ましい。

・ 大ゾーン方式を基本とするが、用途に応じて小ゾーン方式の使い分けが必要。

イ 周波数帯

・ 帯 ～ 帯以下150MHz 1GHz

ウ 通信速度

・ 、 並みの ～ 程度以上の通信速度が望ましい。PHS ISDN 64kbps 128kbps

エ 通信方式

・ パケット方式等の多元接続方式が望ましい。

オ ネットワークルータ機能

・ ルータ機能を持たせることが望ましい。

カ ネットワーク端子

・ 等の標準的な端子の装備が望ましい。Ethernet
また、無線 又は の装備にも期待。LAN Bluetooth
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第２章 自営無線におけるＩＰ通信の有用性

２．１ 既存の自営無線システムと汎用ＩＰ無線通信システムの比較

現在、実用化されている狭帯域デジタル通信方式の自営無線システムで最も高度なも

のとされる市町村デジタル移動通信システムと汎用 無線通信システム（以下 「汎IP 、

用 無線」という ）の性能・機能等について、次表に比較する。IP 。

表２．１ 既存システムとの機能比較

(注)世代構成については、第３章で記述。

２．２ ＩＰ通信の有用性

２．２．１ 新たな通信サービスの実現

( ) 高速データ伝送1

従来のアナログ方式や狭帯域デジタル通信方式では、 程度のデータ伝送速2.4kbps
度が一般的であったが、汎用 無線ではその数倍から数十倍のデータ伝送が可能にIP
なることから、画像、電子ファイルやデータの伝送等マルチメディア通信が可能にな

る。

また、通信速度が高速化することにより、画像等データの伝送時間の短縮が図られ

る。

アプローチ回線としてインターネットが
利用可能＝低廉

固定局又は専用線によるア
プローチ回線が必要＝高価

前進基地局

汎用システム＝低廉専用システム＝高価データ通信システムの構築

可能不可電子メール利用

可能不可Ｗｅｂ利用

可能不可イントラネットへのモバイルア
クセス

インターネットを介して可能制約多い異システム間通信

複数可能狭帯域デジタルで3通話多元接続

高速

第１世代：2.4～9.6kbps

第２世代：20～64kbps程度

第３世代：数百k～数Mbps級

低速

狭帯域システムの場合、
2.4kbps程度

通信速度

第１世代：保証
第２、３世代：ベストエフォート

保証通信品質

第２世代までは不適適している音声通話

IPカメラ等汎用機器＝低廉専用機器＝高価周辺機器

比較項目 汎用IP無線既存の自営無線

アプローチ回線としてインターネットが
利用可能＝低廉

固定局又は専用線によるア
プローチ回線が必要＝高価

前進基地局

汎用システム＝低廉専用システム＝高価データ通信システムの構築

可能不可電子メール利用

可能不可Ｗｅｂ利用

可能不可イントラネットへのモバイルア
クセス

インターネットを介して可能制約多い異システム間通信

複数可能狭帯域デジタルで3通話多元接続

高速

第１世代：2.4～9.6kbps

第２世代：20～64kbps程度

第３世代：数百k～数Mbps級

低速

狭帯域システムの場合、
2.4kbps程度

通信速度

第１世代：保証
第２、３世代：ベストエフォート

保証通信品質

第２世代までは不適適している音声通話

IPカメラ等汎用機器＝低廉専用機器＝高価周辺機器

比較項目 汎用IP無線既存の自営無線
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( ) 電子メール2

これまでの自営無線は、簡単なメッセージ程度の伝送が自社限りのクローズドなシ

ステムの中に限って可能であったが、汎用 無線ではインターネットに接続した全IP
てのシステムとの電子メールの交換が可能になる。

( ) Ｗｅｂアクセス3

これまで自営無線では、Ｗｅｂの利用を想定していなかったが、汎用 無線ではIP
イントラネット（企業内 ）のホームページやデータベースによる情報共有やイLAN
ンターネットのホームページからの情報収集・検索などの利用が可能になる。

( ) モバイルアクセス4

移動中の車両無線からイントラネットやインターネットに直接接続（モバイルアク

セス）して、それに接続されている様々な企業内システムやインターネットの情報シ

ステム等にアクセスすることが可能になる。

２．２．２ 機能上のメリット

( ) 異システム間の相互通信機能1

都道府県自らが整備した行政通信ネットワーク等を介して、都道府県の防災無線と

市町村の防災無線といった免許人や周波数が異なる無線システム間の通信やインター

ネットを介して、タクシー等の営業車両からカード会社の電子決済システムに直接ア

クセスしてカード決済をするなどの通信が可能になる。

図２．２．２－１ 異システム間の相互通信機能

消防・警察

交通機関

医療機関

教育機関

国・地方公共団体

報道機関

インターネット網

運送会社 電力・ガス事業者

消防・警察

交通機関交通機関

医療機関医療機関

教育機関教育機関

国・地方公共団体国・地方公共団体

報道機関報道機関

インターネット網

運送会社運送会社 電力・ガス事業者電力・ガス事業者
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( ) リレー中継（マルチホッピング）機能2

従来の無線通信は、基地局と陸上移動局、陸上移動局と陸上移動局が通信エリアを

IP越えて通信する場合は陸上移動中継局等の中継局を介する必要があったが、汎用

無線においてパケット通信方式とした場合は、移動局から移動局へのいわゆるバケツ

リレー方式での通信が可能になる。

これにより、中継局を不要にするとともに、車両やセンサー設備の小電力・小型化

が図られ、設置・維持コストの低廉化も期待できる。

図２．２．２－２ リレー中継機能

( ) 非常災害時等における通信確保に有効3

自営無線は、非常災害時等であっても携帯電話・ や有線の公衆通信網のようPHS
に通信事業者による発信規制の影響を受けることがない。

また、インターネットは、通信経路の一部が損壊しても迂回ルートを介した通信が

、 、行われるため 阪神・淡路大震災におけるインターネットの活躍にも見られたとおり

局部的な通信障害に比較的強い。

したがって、汎用 無線では、異システム間の相互通信や前進基地局との通信回IP
線にインターネット網を用いた場合、極端にインターネットの通信量が増えれば輻輳

の影響を受けることはあるものの、自営無線であることと合わせ、非常災害時等にお

ける通信確保に有効である。

このため、公衆通信網が混乱している状況にあっても、被災現場から役場の防災担

当者や災害関係機関に被災状況の写真や被災者リストを電子メールで直接送付できる

など、救援や復旧活動の迅速化も期待できる。

２．２．３ システム導入コストの低廉化

( ) 前進基地局の設置が安価で容易1

ア アプローチ回線が不要

これまで通信エリアの確保・拡大のために前進基地局等を設置する場合は、固定

無線回線や専用線によるアプローチ回線が必要であったが、汎用 無線では、イIP
ンターネット網をアプローチ回線として利用することが容易に可能になることか

ら、低廉なコストで前進基地局を設置することができる。

バケツリレー方式で中継

センサー設備 事務所

移動局

バケツリレー方式で中継

センサー設備 事務所

移動局
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図２．２．３－１ アプローチ回線が不要

イ 段階的なエリア拡大等が可能

前進基地局の設置が廉価で容易なことから、システムの導入後に事業の拡大等必

要に応じて段階的に通信エリアの拡大（前進基地局の増設）や機能の拡張を行うこ

とができ、必要最小限の構築コストでシステムの導入が可能になる。

図２．２．３－２ 段階的なエリア拡大が可能
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( ) 通信料金が極めて安価2

汎用 無線の通信料金（回線利用料）は、自前回線である無線区間が無料であるIP
ことに加え、連絡回線等にインターネット網を利用することから、その通信料金（回

線利用料）は極めて安価である。

( ) ソフトの開発のみでシステム構築が可能3

新たな通信システムを構築する場合、システムを構成する個々の装置とそのソフト

を開発する必要があるが、汎用 無線では、各種装置の基本仕様が共通であることIP
からソフトの開発のみで済むことになり、安価にシステムの構築が可能になる。

( ) インターネット接続の専用装置が不要4

従来の無線機では、インターネット等の他システムと接続する際に専用の接続装置

が必要であったが、汎用 無線で汎用インターフェイスを装備した場合は、接続装IP
置が不要となるため、低廉かつ容易にネットワーク接続が可能になる。

図２．２．３－３ インターネット接続装置の専用装置が不要

( ) 無線装置が安価5

汎用 無線でパケット通信（回線制御：キャリアセンス方式）とした場合は、従IP
来のマルチチャンネルアクセス制御や時分割多重制御を行うための装置等が不要にな

り、また、一免許人一周波数が可能になることからローミングを行うための装置等が

不要になるなどから、無線装置の簡素化（部品数や製造工程の削減）と低廉化が可能

になる。併せて、無線装置の基本仕様が共通であることから、量産効果による低廉化

も期待できる。
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( ) 低廉な周辺装置の利用が可能6

これまで監視カメラ等の周辺装置は、簡易な画像情報の収集が目的であっても個々

IPのシステム向けに開発された高価な装置を使用しなければならなかったが、汎用

無線では市販されているインターネットやイントラネット用の低廉な周辺装置等の利

用可能になる。

２．２．４ 電波の有効利用の促進

電波の有効利用を図るためには、周波数利用効率の向上が必要である。

汎用 無線では、次のような点において電波の有効利用の促進が図られる。IP

( ) 複数免許人の周波数共用が可能1

汎用 無線でパケット通信による多元接続方式とした場合は、パケット制御の工IP
夫次第で容易に複数免許人による周波数共用が実現できる。

これにより複数免許人による基地局設備の共同利用も期待できる。

図２．２．４ 複数免許人による周波数共用

( ) 一周波数当たりの収容可能無線局数が増大2

、 、汎用 無線は 従来の自営無線システムに比べて高速通信が可能であることからIP
データの伝送時間を短縮することができる。

また、自律的パケット送出制御とした場合は、例えば車両の動態監視において各車

両は停車中は送信を控え、ある速度以上で必要に応じて信号を送出する方式にできる
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ことから、従来のようなポーリング制御が不要となり、ポーリング周期による一周波

数当たりの収容局数の制限はなくなる。

このため、一周波数当たりの収容可能無線局数の増大が期待できる。

( ) 周波数利用効率の向上3

音声通信においては、できる限り狭い周波数帯域に制限することにより周波数利用

効率を改善できることから、無線局相互の混信・干渉や輻輳を避けつつ、多くの電波

利用者を効率的に収容するためには、周波数の細分化（ナロー化）又は１キャリアの

スロット分割は有効な手段である。

しかし、データ通信においては、周波数又はスロットの細分化によって個々のチャ

ンネルで低速データ伝送を行うよりも、高速で短時間に伝送した方がユーザーメリッ

トが大きい。

汎用 無線は、一定の広さの周波数帯域をフルに使ったバースト伝送を想定してIP
いることから、最大伝送速度の高速化が図られるとともに、 （周波数分割多重FDM
方式）のガードバンドや （時分割多重方式）の冗長信号が不要となることによTDM
って、周波数利用効率の向上が図られる。
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第３章 汎用IP無線通信システムの世代構成と利用例

３．１ 汎用IP無線通信システムの世代構成

第２章で自営無線における 通信の一般的な有用性について整理したところであるIP
が、利用者から見た場合は大きく分けて導入コストの低廉化以外では、① ネットワIP
ークとの親和性が高くなるためインターネット（電子メールや ）が容易に利用でWeb
きるというアプリケーション面でのメリットと、②パケット通信により非常に多数のセ

ンサー局をリレー中継でツリー状あるいはメッシュ状に構成する高度なシステムが実現

できるというハード（通信方式）的なメリットの二つの要素に分類できる。

しかし、実際のニーズとしては、導入済みの無線設備を活用したい、通信速度は遅く

ても良いから音声通信しながら電子メールを使いたい、テレメータ系の用途でブロード

バンドクラスの通信速度は必要ないがシームレスに ネットワークに接続したいなどIP
様々であることが昨年度研究会のアンケート結果からも推察できる。

、 、このため本研究会においては 通信の有用性の二つの要素並びにニーズを踏まえIP
狭帯域デジタル通信方式（無線設備規則第 条の の 、小電力データ通信システム57 3 2）
（無線 ）や地上テレビ放送等で使われ始めた直交波周波数分割多重（ ）等LAN OFDM
の最新のデジタル無線方式を基に、汎用 無線通信システムを下表のとおり３世代構IP
成に分類して、適用技術や適用例を検討していくこととした。

なお、ここで述べる『世代』は、技術革新に応じて次の世代に移り変わるものではな

く、利用用途に応じた形でオーバーラップしながら共存し使い分けられるものである。

表３．１ 汎用IP無線通信システムの世代構成

第１世代
（狭帯域デジタル通信方式）

第２世代
（仮称：高速データ通信システム）

第３世代
（仮称：超高速データ通信システ

ム）

通信速度
2.4kbps（1スロット）
9.6kbps（フルスロット）

20 ～ 64kbps程度 数百k～数Mbps程度

プロトコル IP(PPP接続) IP（拡張） IP（拡張）

周波数間隔
狭帯域
（25kHz）

狭帯域
（25kHz／50kHz／75kHz／
100kHz）

広帯域
（数百kHz程度）

変調方式 π／４シフトQPSK π／4シフトQPSK等 ＯＦＤＭ等

アクセス方式 TDMA パケット通信 パケット通信等

無線方式
複雑

（ハード的に用途が制限される）
簡素

（ソフト的に応用範囲が広い）
高度

（ポテンシャルが高い）

特長 既存無線上でIＰ伝送を実現。

帯域をフルに使った
バースト伝送により高速化。
静的経路選択等による
リレー伝送を実現。

ＯＦＤＭ等を用いて高速化。
動的通信経路選択による
中継を実現。

適用例
メールやWebアプリケーション等

の
テキストベース情報の送受信。

非常に多数のセンサー局で構成さ
れるシステムや画像データの送受

信。

動画やVoIP等の
マルチメディアアプリケーション。
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３．２ 第１世代汎用IP無線通信システム

第１世代の汎用 無線通信システムは、既存資産を活用して 通信を実現する方IP IP
式であり、音声通信が主な用途であるが稀に小容量のデータ通信を行いたい場合に適し

た方式である。

自営無線用で最新の通信方式として、狭帯域デジタル通信方式がある。この方式は、

デジタル変調した狭帯域の一つの電波を時分割によって複数チャンネル（スロット）使

用可能にするもので、アナログ方式に比べ周波数利用効率が良く、音声・データの同時

通信を実現している。

したがって、第１世代に適用する無線通信技術は、最新の通信方式で実用化済みの狭

帯域デジタル通信方式が適当である。

( ) 通信速度1
占有周波数帯域幅が の場合、狭帯域デジタル移動通信方式で規定されてい25kHz
る 値デジタル変調方式では、物理的な通信速度としては の伝送能力を有す4 32kbps
る。

TDMA:Time Divisionただし アクセス方式としてスロット数４の時分割多元接続、 （

）方式を採用した場合、時分割等の制御信号や音声通信に合わせた比Multiple Access
較的強めの誤り訂正符号等があるため、実際のデータ伝送能力は１スロットの場合は

、フルスロット時で となる。2.4kbps 9.6kbps
なお、狭帯域デジタル通信方式には 値デジタル変調も規定されており、この場16
合は倍程度の伝送速度となる。

( ) プロトコル2
既存資産の活用が図られるよう、 ( )接続により回線確保PPP Point-to-Point Protocol
した上で 通信する方式が適当である。IP

、 。したがって 利用形態はアナログ電話のダイヤルアップ接続に類似したものとなる

( ) 占有周波数帯幅3
狭帯域デジタル通信方式の占有周波数帯幅は、無線設備規則において、

6.25kHz 5.8kHz① チャンネル間隔が のものは

12.5kHz 11.5kHz③ チャンネル間隔が のものは

25kHz 24.3kHz③ チャンネル間隔が のものは

と定められており、第１世代の汎用 無線通信システムでは、音声・データ同時通IP
信や通信速度の高速化を考慮すれば、同方式のチャンネル間隔 のものが適当25kHz
であることから、占有周波数帯幅は となる。24.3kHz

( ) 変調方式4
狭帯域デジタル通信方式には、次の二種類の変調方式が規定されている。
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( )① 値デジタル変調：π シフト4 /4 QPSK QPSK:Quadrature Phase Shift Keying

( )② 値デジタル変調：16 16QAM 16 Quadrature Amplitude Modulation

当面、 値デジタル変調の無線設備が実用化済みであることから、この変調方式を4
基本に実証的な研究を進めていくこととする。

( ) アクセス方式5
狭帯域デジタル通信方式ではアクセス方式として、 が規定されており、音TDMA
声・データ同時通信が可能であるメリットも大きいことから、 とすることがTDMA
適当である。

( ) 無線方式6
方式は、時分割の制御が必要となることから、アナログ変調方式に比べてTDMA

複雑な回路構成となる。また、音声通信を前提に、その上でデータ通信を可能として

いることから、音声コーデックやオーディオ回路とデータ通信用回路の両方が必要と

なり、装置全体として見ると複雑な構成になる傾向にある。

( ) 特徴7
ア 長所

① 既にデジタル方式の無線設備を導入したユーザーであっても、既存資産（無線

設備）を生かして 通信を実現。IP
② 方式であるため、音声とデータの同時通信が可能。TDMA
イ 短所

① 通信速度は ～ 程度と低速なため、大容量データ伝送に適さない。2.4 9.6kbps
、 。② 接続動作に時間を要するため 車両の動態監視等のテレメータ用途に適さない

【参考】デジタル変調方式の利点

現行設備規則の定包絡角度変調方式では でしか伝送できないのに対して、狭帯域デ1bit/Hz

ジタル通信方式では、π シフト （四相位相変調）は 、 （ 値直交振/4 QPSK 2bit/Hz 16QAM 16

幅変調）では の変調効率（伝送速度 受信機の等価雑音帯域幅）が得られる。4bit/Hz /

注：受信機の等価雑音帯域幅は、定包絡角度変調方式では一律に占有周波数帯幅、狭帯域デ

4 /ジタル通信方式では隣接チャネル漏洩電力を規定する測定帯域幅の値（ 値変調は伝送速度

２、 値変調は伝送速度 ４）と同一としている。16 /
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( ) 適用例8

ア 電子メール

電子メールで、被害状況や被災者リスト等のテキスト情報を災害現場や避難所等

から災害対策本部や役場の担当者に直接送付することができる。

イ モバイルアクセス

タクシー運賃のカード決済において、タクシーから直接クレジット照会できる。

災害現場

被災現場

市役所

消防本部

市町村デジタル無線

消防デジタル無線

第１世代IP無線の適用例 異システム間通信

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

県庁

IP統合により、異システム間で電子メール等のシームレス通信が実現

電子メール等

電子メール等

被害状況の詳細レポートや
被災者リストの送付など

被災者の安否情報など

県防災無線
又は
県行政ネット

災害情報収集、
安否確認など

インターネット

災害現場災害現場

被災現場被災現場

市役所市役所

消防本部

市町村デジタル無線

消防デジタル無線

第１世代IP無線の適用例 異システム間通信

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

県庁

IP統合により、異システム間で電子メール等のシームレス通信が実現

電子メール等

電子メール等

被害状況の詳細レポートや
被災者リストの送付など

被災者の安否情報など

県防災無線
又は
県行政ネット

災害情報収集、
安否確認など

インターネット

【指令局】

GPSｱﾝﾃﾅ

GPS受信機

操作パネル

データ通信

送受信装置

【移動局】

北陸総合通信局
電波太郎様

IC／ＩＤカード

カードリーダ

金融機関
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３．３ 第２世代汎用IP無線通信システム

第２世代の汎用 無線通信システムは、パケット通信による新たな通信方式を想定IP
したものであり、多数の端末局（移動局）との中容量データ通信に適した方式である。

第２世代では、第１世代における 制御等の冗長信号を省略し、パケット通信TDMA
により占有周波数帯幅をフルに活用したバースト的なデータ伝送によって、伝送速度の

『 』 。高速化と周波数利用効率の向上を図った 高速データ通信システム と位置付けられる

また、通信方法としては、第１世代のように意識的な 接続操作をすることなく、IP
無線 などと同様にシームレスに 通信できることが望ましい。LAN IP

( ) 通信速度1
第１世代は、通信速度的にテキスト情報伝送が適しているが、第２世代では監視カ

メラからの静止画伝送やセンサー局からの情報の高速・短時間伝送などへの導入を見

込んでいるため、通信速度は ～ （ 並み）程度を目標とすること20kbps 64kbps ISDN
が適当である。

( ) プロトコル2
パケットに無線区間固有の情報を付加した方式が適当である。IP
利用形態としては、無線 のように初期設定さえ行っておけば必要な時にパケLAN
ットが自動送受され、操作する者が意識することなく 通信できる状態になることIP
から、常時接続（但し、速度は 程度）に類似したものとなる。ISDN

( ) 占有周波数帯幅3
無線データ通信の通信速度は、大まかに言って、同じ変調方式においては電波の占

有周波数帯幅に比例して速くすることができることから、第２世代の変調方式が第１

世代と同じと仮定するならば、第１世代が の占有周波数帯幅で物理的な通24.3kHz
、 、信速度が であるため 第２世代で 程度の通信速度を達成するためには32kbps ISDN

第１世代の倍以上の占有周波数帯幅が必要になる。

150MHz/260MHz 25kHzまた 現在 自営無線向けの割当周波数ポイントは 帯は、 、 、

間隔、 帯は 間隔で配置されているものが多い。400MHz 12.5kHz
したがって、占有周波数帯幅は、変調方式及び目標とする実効伝送速度を判断要素

として、 、 、 、 の何れかの周波数間隔に収まる値とする25kHz 50kHz 75kHz 100kHz
ことが望ましい。

( ) 変調方式4
4 GMSK Gaussian Filtered第１世代で用いられる 値デジタル変調を基本に、 (

)、 値デジタル変調、 値デジタル変調等について、パケット通信に適したMSK 16 64
方式を検討することが望ましい。
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( ) アクセス方式5
第１世代では、連続的な情報伝送が求められる音声通信を利用主体にしたシステム

であったため、 で自分の通信回線を確保してデータ通信を行う方式であったTDMA
が、データ通信は連続性よりもバースト的に短時間で情報伝送する方が適している事

が多いことから、第２世代では帯域をフルに使うパケット通信が適当である。

したがって、アクセス方式は、パケット通信による多元接続方式が望ましい。

( ) 無線方式6
パケット通信とした場合は、 （周波数分割多元接続方式）の周波数制御やFDMA
のスロット制御等が必要なくなるため、第１世代の無線設備に比べて単純なTDMA

回路構成にすることができる。また、データ通信を前提にしていることから、音声コ

ーデックやオーディオ回路を省略することもでき、全体として簡素な構成にできる。

なお、第２世代において音声通信を行う場合は、 ( )により 通VoIP Voice over IP IP
信のアプリケーションの一つして実現可能である。ただし、電波の受信状況の変動や

同一周波数の混み具合によって音声の途切れが発生してしまうことから、音声通信は

緊急連絡用として捉え音声パケットを優先的に伝送させるなどの工夫が必要になるも

のと考えられる。

( ) 特徴7
ア 長所

① エラー訂正等の機能をネットワークレイヤに任せることで、無線区間の各種制

御を簡素化でき、無線装置の低廉化が期待できる。

② データ専用にすることで、無線装置の小型軽量化と低廉化が期待できる。

③ 占有周波数帯幅を最大限活用した高速通信が可能である。

（データ通信においては、周波数利用効率が良い ）。

④ 第１世代より簡便に 通信が可能である。IP
⑤ 移動局間のリレー中継など高度なシステム構築が可能である。

⑥ 各無線局が自律的に混信回避する。

イ 短所

伝送の多少の遅延が許されるデータ通信には適しているが、時間的連続性が求め

られる音声通信には不向きである。

【参考】ＧＭＳＫ

は、変調指数 の ( )である 変調方式である。GMSK 0.5 CPFSK Continuous Phase FSK MSK
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( ) 適用例8

ア 統合物流システム

本社・工場に加え、配送トラックもネットワーク化することにより、注文管理・

生産管理・在庫管理等の各種データベースの一元的な管理が実現し、的確かつ柔軟

な物流システムを構築することができる。これを実現するためには、本社・工場等

を接続する専用線や高度な無線データ通信システムを導入する必要があった。

第２世代の汎用 無線通信システムの 統合機能を生かせば、インターネッIP IP
トの （仮想プライベートネットワーク）を使って遠隔地の自社工場等を容易VPN
に前進基地化することができるため、事業の拡大に伴って迅速かつ安価に無線エリ

アの拡大が図られるとともに、運用コストの軽減が可能となる。

【想定されるシステムの特長】

・ 遠隔地の基地局をインターネットを使って前進基地化

・ 物流システムのトータル管理が可能

・ 本社・支社等で一元的な車両動態管理が可能

・ 運転手が荷物の集配の際に車から離れても、携帯型の情報端末兼 無線があIP
れば、配送トラックの移動局を中継して基地局と通信可能

第２世代IP無線の適用例１ 統合物流システム

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

工場

Ｖ
Ｐ
Ｎ

２号車

注文商品・地図
情報の伝送

倉庫

本社

顧客に近く、商品を載積している

1号車を自動的に指令！

営業所

インターネットで注文

配送

１号車

GPS

メリット

① 注文管理・生産管理・在庫管理・売上

管理・配送管理・顧客管理等を一元化

② 営業所等が前進基地となり、導入コス

ト・運用コストを削減可能

顧客

第２世代IP無線の適用例１ 統合物流システム

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

工場

Ｖ
Ｐ
Ｎ

２号車２号車

注文商品・地図
情報の伝送
注文商品・地図
情報の伝送

倉庫

本社本社

顧客に近く、商品を載積している

1号車を自動的に指令！
顧客に近く、商品を載積している

1号車を自動的に指令！

営業所

インターネットで注文

配送

１号車１号車

GPS

メリット

① 注文管理・生産管理・在庫管理・売上

管理・配送管理・顧客管理等を一元化

② 営業所等が前進基地となり、導入コス

ト・運用コストを削減可能

メリット

① 注文管理・生産管理・在庫管理・売上

管理・配送管理・顧客管理等を一元化

② 営業所等が前進基地となり、導入コス

ト・運用コストを削減可能

顧客顧客
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イ 電脳郵便ポスト（ ）e - POST
現在の郵便ポストは定期的に集配車が投函を点検しているが、速達を投函しても

設置場所によっては次の点検まで時間があり、取扱の開始自体が遅れる可能性があ

った。これを改善するには、郵便ポストに投函センサーを取り付け、投函情報を最

寄りの集配郵便局に逐次伝える仕組みが必要となる。しかし、有線網又は従来の無

線システムで、全国隈無く設置されている郵便ポストをカバーすることはコスト的

に困難であった。

第２世代の汎用 無線通信システムのリレー中継機能を活用すれば、最寄りのIP
郵便ポストを順次経由して集配郵便局に情報伝達でき、速達郵便の取扱を迅速化す

るなどのサービス向上が期待できる。また、イントラネットを経由して中央郵便局

で情報集約し、投函状況等の郵便ポストの動態把握を行えば、効率的な点検の実施

等コスト削減も期待できる。

【想定されるシステムの特長】

・ 隣接ポストを経由して集配郵便局まで自動リレー中継

・ 隣接郵便ポストまで電波が飛べば良いので、 ～ 程度と小型・小電力0.1W 1W
化が可能

・ 小電力化により太陽電池で駆動可能

・ 携帯電話のカメラ程度の簡易カメラを装着すれば、投函状況を映像で把握可能

・ 一つの周波数チャンネルで全国カバーの可能性

・ 集配車への集配指示データ伝送の中継も可能

第２世代IP無線の適用例２ 電脳郵便ポスト（e - POST）

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

〒

〒〒

第2世代
IP無線機

簡易カメラ
（郵便物確認用)

山 田 花 子 様

山
田
太
郎
様

山
田
花
子
様

イントラネット

中央郵便局

簡易郵便局等

ソーラーパネル

集配の効率化
→ 空ポスト省略によるコスト削減
サービスの向上
→ 速達の取り扱いの迅速化

ポストの状態監視・集配指示

集配車

〒
リレー中継

集配指示
通常時：集配順等のデータ
速達時：割り込み集配先データ

速達を投函

投函扉開閉センサー

イントラネット

通常郵便 速達郵便

導入メリット

バケツリレー機能を活用

第２世代IP無線の適用例２ 電脳郵便ポスト（e - POST）

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

〒〒〒

〒〒〒〒〒

第2世代
IP無線機

簡易カメラ
（郵便物確認用)

山 田 花 子 様山 田 花 子 様

山
田
太
郎
様

山
田
太
郎
様

山
田
花
子
様

山
田
花
子
様

イントラネット

中央郵便局

簡易郵便局等

ソーラーパネル

集配の効率化
→ 空ポスト省略によるコスト削減
サービスの向上
→ 速達の取り扱いの迅速化

ポストの状態監視・集配指示

集配車

〒
リレー中継

集配指示
通常時：集配順等のデータ
速達時：割り込み集配先データ

速達を投函

投函扉開閉センサー

イントラネット

通常郵便 速達郵便

導入メリット

バケツリレー機能を活用
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３．４ 第３世代汎用IP無線通信システム

第３世代の汎用 無線通信システムは、第２世代と同様にパケット通信による新たIP
な通信方式を想定したものであり、動画伝送など大容量・高速データ通信に適した方式

である。

第１世代は音声通信に 通信機能を付加して低速通信を行うシステム、第２世代はIP
音声通信はアプリケーションレベルでの対応と割り切ってデータ通信に特化して高速通

信を行うシステムであったが、第３世代では、動画伝送も可能な『超高速データ通信シ

ステム』で、音声、動画、データの何れも伝送可能なオールマイティ的な位置付けとな

る。

しかし、第３世代では、第１世代や第２世代と比べて格段に広帯域の占有周波数帯幅

が必要となるため、周波数確保に時間を要することが予想され、また、トラフィックま

で考慮した周波数利用効率の観点からすると全ての用途に第３世代を適用するのではな

く、第１世代、第２世代との棲み分けが必要である。

( ) 通信速度1
近年、インターネットでは、動画の圧縮技術の進歩により 並みの動画が数百VHS
、 並みの動画が 程度の通信速度で行えるようになってきた。自営kbps S-VHS 1Mbps

無線における動画伝送は、この程度の品質で一応満足できるものと考えられることか

ら、第３世代の通信速度は、数百 ～ 程度が適当である。kbps 1Mbps
なお、更に高速通信を希望する場合は、 帯では周波数帯域の確保が困難でV,UHF
あることから、マイクロ波帯の無線又は衛星通信の利用を検討すべきである。

( ) プロトコル2
第２世代同様、 パケットに無線区間固有の情報を付加した方式が適当である。IP
利用形態としては、ブロードバンドの常時接続に類似したものとなる。

( ) 占有周波数帯幅3
占有周波数帯幅を無線 等のように超広帯域にした場合は、周波数の有効利用LAN

。 、 、の観点から非常に多くの移動局を収容する必要がある しかし 帯の電波はV,UHF
自由空間伝搬損失が低く、電波伝搬条件が良ければ相当な遠距離まで到達する特性が

あるため、移動局間のパケット衝突が発生する確率が高くなってしまう。

また、周波数帯域自体が低いところで広帯域を確保しようと思っても、移動通信向

けの小型無線装置の高周波回路において良好なフィルター特性を確保することは技術

的に困難である。

したがって、第３世代の汎用 無線通信システムでは、適度な数の移動局の収容IP
と、現実的な装置設計の観点から、さらに、電波の繰り返し利用のためのチャンネル

数を確保するためにも、占有周波数帯幅は 程度の通信速度が実現可能な数百1Mbps
程度とすることが適当と思われる。kHz
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( ) 変調方式4
帯の周波数帯においては、スペクトル拡散方式や位相変調に符号分割多元V,UHF

接続方式（ ）をかけた場合など隣接周波数帯をCDMA:Code Division Multiple Access
使用する無線局に与える影響が大きいことを考慮して、第３世代では を基本OFDM
に検討することが望ましい。

( ) アクセス方式5
第２世代と同様に、パケット通信を基本に検討することが望ましい。

( ) 無線方式6
第２世代同様に全体としては簡素な構成とすることができるが、第２世代と異なり

通信速度が非常に高速なため、より高度な機能を付加できる可能性が高い。

( ) 特徴7
ア 長所

① 画像情報等の大容量データの伝送時間が短縮される。

② 音声や動画像の通信も実現可能。

③ マルチホッピング等の高度なシステム構築が可能。

イ 短所

① 占有周波数帯幅が広いため、周波数確保に時間を要する可能性が高い。

② 高度な機能を付加した場合は、価格が高くなる恐れがある。

【参考】ＯＦＤＭ（直交周波数分割多重）

とは、無線 の や 、地上デジタル放送に採用されているデOFDM LAN IEEE802.11a 802.11g

ジタル変調方式のことである。 方式は、 （周波数分割多重）と同様、複数のサブOFDM FDM

キャリアを周波数軸上に立てて伝送を行うもので、サブキャリアに分割することで個々のキ

ャリア当たりの伝送速度を低くすることによりシンボル長が大きくなるので、耐マルチパス

特性を向上させることができる。

通常の ではサブキャリア間の干渉を避けるためにフィルタリングを行うとともにガーFDM

ドバンドが必要であるのに対し、 ではサブキャリアをボーレート周波数間隔に並べるOFDM

こと（これによりサブキャリア間を直交させることができる ）により、互いに干渉すること。

なくサブキャリア同士の、周波数軸上のスペクトルのオーバーラップを許容している。この

ように、 はサブキャリアを密に並べることで周波数利用効率を向上させている。OFDM

ただし、 では各サブキャリア内では矩形波伝送となっているため、サブキャリア数OFDM

が十分多い場合は周波数利用効率を高くできるが、サブキャリア数が少なくなると、必要帯

域幅に対する両端のサブキャリアの矩形波スペクトルのサイドローブの比率が大きくなるた

め、諸元の選定には十分留意する必要がある。

なお、 は通信方式に分類される の一種なので通信方式とも捉えられるが、全OFDM FDM

サブキャリアを一体的に電波として送出する方式であり、一般的に変調方式に分類されてい

ることから、ここでは変調方式として捉えている。
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( ) 適用例8
ア 動画伝送

動画像を含めたマルチメディア情報の伝送が可能。

イ 高度利用

周波数を共用する他社ネットワークを経由した通信など、高度な利用が可能。

第３世代IP無線の適用例２ 無線システムの相互乗り入れ

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

周波数を共用する他社ネットワークを使い、広範な通信エリアを確保

A社トラック

B社ネット
ワーク

A社営業車

B社 工場

B社 本社

A社 本社

インターネット

A社 支店

A社ネット
ワーク

A社無線エリア

B社無線エリア

第３世代IP無線の適用例２ 無線システムの相互乗り入れ

汎用IP無線通信システムのアプリケーション

周波数を共用する他社ネットワークを使い、広範な通信エリアを確保

A社トラックA社トラック

B社ネット
ワーク

A社営業車

B社 工場

B社 本社B社 本社

A社 本社

インターネット

A社 支店

A社ネット
ワーク

A社無線エリア

B社無線エリア

第３世代 IP無線の適用例１ 動画伝送

第３世代 汎用ＩＰ無線通信システム

災害対策本部
災害現場

固定カメラ河川

可搬カメラ

動画の伝送

動画の伝送

市役所、県庁等

県防災無線
又は
県行政ネット
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３．５ 平成14年度の実証実験対象

３ １において汎用 無線通信システムを 通信の有用性とニーズに基づき、無線. IP IP
通信技術や適用用途等に応じて３世代に分類整理し、３ ２～３ ４において各世代の基. .
本的な適用技術や適用例を検討してきたところであるが、３世代に渡る汎用 無線通IP
信システムを単年度だけで研究することは不可能であり、長期的な取組が必要である。

したがって、平成 年度の研究においては、汎用 無線通信システムに関する研14 IP
究の初年度ということもあり、第１世代に相当する基礎的な実証システムを構築し、自

営無線における 通信の有用性の検証と、第１世代の実用化に向けた課題と方策の整IP
理を行うこととした。



- 30 -

第４章 第１世代汎用IP無線通信システムの変調方式の性能比較

第３章において、 通信の有用性とニーズに基づき汎用 無線通信システムを３世代IP IP
.構成に分類し、それぞれについて適用技術や適用例について検討を行った。その上で３

５項において平成 年度の実証研究対象を第１世代に設定したところである。14
本章では、自営無線で用いられている主要技術を整理した上で、第１世代に適用可能性

のある各種変調方式について、伝送路条件を変動させた場合の実効伝送速度等の性能をシ

ミュレーションにより比較検討した。

４．１ 検討対象の変調方式

( ) アナログ方式1
自営無線で一般的に用いられるアナログ変調方式には、音声信号の振幅によって

搬送波の振幅を変化させる振幅変調方式( )、搬送波の周波AM:Amplitude Modulation
数を変化させる周波数変調方式( )、また、周波数の代わりFM:Frequency Modulation
に位相を変化させる位相変調方式( )の 種類がある。PM:Phase Modulation 3
自営無線用のアナログ無線では、周波数変調方式の音声通信主体（ ）に設計さF3E
れてきたため、フィルタ技術等の向上に応じて狭帯域化が図られ、電波の有効利用

が行われてきたところである。

図４．１ 狭帯域化の歴史

アナログ方式でデータ伝送を行う方法としてはサブキャリア変調方式（ ）があF2D
るが、利用できる帯域幅は音声伝送の帯域幅（ ～ ）に限定されてしまうた0.3 3kHz
め、信頼性を要求される制御信号等の伝送では の 方式、回線品質が安1200bps MSK
定な固定回線でも （ モデム）が限界とされてきた。サブキャリア変調9600bps FAX

1970 1980 1990 2000

陸上移動通信
196７

60MHz帯

150MHz帯

400MHz帯
1982

800MHz帯

1987（MCA）、1988（携帯電
話）

1995

6.5/7.5/12 GHz帯
2000

自営用固定デジタル通信

30KHz⇒15KHz

40KHz⇒20KHz

50KHz⇒25KHz ⇒12.5KHz

25KHz⇒12.5KHz

25KHz/3cｈ ⇒25KHz/6ch
携帯電話ハーフレート化

20MHz⇒
10MHz

（52Mbps)

1999

⇒6.２5KHz

⇒6.２5KHz

196７

196７

1999

1970 1980 1990 2000

陸上移動通信
196７

60MHz帯

150MHz帯

400MHz帯
1982

800MHz帯

1987（MCA）、1988（携帯電
話）

1995

6.5/7.5/12 GHz帯
2000

自営用固定デジタル通信

30KHz⇒15KHz

40KHz⇒20KHz

50KHz⇒25KHz ⇒12.5KHz

25KHz⇒12.5KHz

25KHz/3cｈ ⇒25KHz/6ch
携帯電話ハーフレート化

20MHz⇒
10MHz

（52Mbps)

1999

⇒6.２5KHz

⇒6.２5KHz

196７

196７

1999
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方式で更に高速化を行うためには伝送帯域の広帯域化が必須と思われるが、狭帯域

化による周波数の細分化によって占有周波数帯幅が制限されることから、周波数の

IP逼迫状況に応えつつ高速データ通信ニーズを実現することはできないため、汎用

無線通信システムには適さない方式である。

( ) デジタル方式2
デジタル変調方式は、振幅に変調をかける ( )、周波数ASK Amplitude Shift Keying

FSK Frequency Shift Keying PSK Phaseに変調をかける ( )、位相に変調をかける (

Shift Keying QAM Quadrature Amplitude)、位相と振幅の両方に変調を掛ける (

)が基本的な方式となっており、以下のようなメリットが一般的に言われModulation
ている。

QAM① 周波数利用効率の向上 ：

FSK② 送信電力効率の向上 ：

ASK FSK PSK QAM③ 秘話性の向上 ： 、 、 、

ASK FSK PSK QAM④ データ通信等の高度利用： 、 、 、

現在、標準規格が進んでいる自営無線における主要なデジタル方式として、無線設

備規則において定められている狭帯域デジタル通信方式及び デジタルＭＣ800MHz
Ａ陸上移動通信システムの二つの方式があげられる。この両方式で規定されている変

調方式は、π シフト 、オフセット 、 、 、 、/4 QPSK QPSK MQPSK 16QAM M16QAM
、 がある。64QAM M64QAM

( ) 検討対象の変調方式3
第１世代汎用 無線通信システムは、既存資産を活用した方式と定義しているこIP
とから、その場合の 通信性能を把握するため、表４ １の各変調方式について実現IP .
可能な実効伝送速度等をシミュレーションにより求めることとした。

表４.１ 検討対象の変調方式

項番 変調方式 伝送速度 備 考

１ π シフト 遅延検波/4 QPSK 32kbit/s

２ パイロット同期検波16QAM 64 kbit/s

３ パイロット同期検波64QAM 96 kbit/s

サブキャリア4
M16QAM 64 kbit/s 4.5kHz４ サブキャリア間隔

パイロット同期検波

サブキャリア4
M64QAM 96 kbit/s 4.5kHz５ サブキャリア間隔

パイロット同期検波
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４．２ 検討条件

( ) 誤り訂正方式1
誤り訂正符号は、 で使用されている以下に示す符号を採用する。ARIB STD-T79
復号方式については、標準規格では未定義なので、一般的に使用されていると思わ

れる「軟判定ビタビ復号」で評価する。更に、一部「硬判定ビタビ復号」も併せて評

価する。

ア 符号化方式

① 畳込み符号

符号化率 １ ２/
３ ５

生成多項式 Ｇ１(Ｄ)＝１＋Ｄ＋Ｄ ＋Ｄ

２ ３ ４ ５
Ｇ２(Ｄ)＝１＋Ｄ ＋Ｄ ＋Ｄ ＋Ｄ

テールビット ５ビット

パンクチャ処理 無し

(注)② ビットインタリーブ

２フレーム間インタリーブ

イ 復号方式

① 軟判定ビタビ復号

遅延検波 同期検波出力（アナログ値）データ列をビタビ・アルゴリズムで復/
号する （ユークリッド距離を尤度関数として利用）。

② 硬判定ビタビ復号

復調されたビット列をビタビ・アルゴリズムで復号する （ハミング距離を尤。

度関数として利用）

( ) スロットフォーマットの設計2
検討対象とした多値変調方式のうち、一部は既存の無線システムで使用されている

が、多重数その他の諸元が異なるため、同列に性能比較をすることが困難である。こ

こでは をベースとして各多値変調方式に対応したスロットフォーマARIB STD-T79
ットをシミュレーション用に設計した。

なお、 のスロットフォーマットは上り下り非対称となっているが、ARIB STD-T79
シミュレーションする際には、伝送特性上特段の差異は無いことから、ここでは上り

フォーマットを基本として、他の変調方式に拡張するものとした。

拡張する変調方式は全て 系であることから、 の 方式QAM RCR STD-39 M16QAM
を参考に、同期検波に必要なパイロットシンボルを最大 間隔で配置するもの1msec
とした。また、 、 、 等の付随制御情報領域は、 と同数のシンI CC SA ARIB STD-T79
ボル（ シンボル）を確保するものとした。以下に各変調方式のスロットフォーマ14
ットを示す。

注：ｎフレーム伝送に対して『２フレーム間イ

ンタリーブ』を施すと伝送時間はｎ＋１フレー

ムとなるが、以後の議論における実効伝送速度

の計算に当たっては＋１を省略している
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○ π／４シフトＱＰＳＫ方式

（注１）数字は変調シンボル数（又はシンボル間隔( μｓ)を単位とする時間）62.5
（注２）斜線部はスタートシンボル（プリアンブル）

（注３） ：ランプ時間、 ：データ領域（ 、 ：同期ワード、 ：アイドルビッR D TCH SW I）

ト、 ：カラーコード、 ：低速付随制御チャネル、 ：ガード時間 （以下、CC SA G 。

共通）

○ １６ＱＡＭ ／ ６４ＱＡＭ方式

（注４）数字は変調シンボル数（又はシンボル間隔( μｓ)を単位とする時間）62.5
（注５）斜線部はパイロットシンボル

○ Ｍ１６ＱＡＭ ／ Ｍ６４ＱＡＭ方式

（注６）数字は変調シンボル数（又はシンボル間隔( μｓ)を単位とする時間 。中間250 ）

の上段は第２第３サブキャリア、下段は第１第４サブキャリアの変調シンボル数。

（注７ 「 （同期シンボル）以外の斜線部はパイロットシンボル） 」SW

以上のスロットフォーマットに対し、Ｄのデータ領域（ ）に対して畳込み符TCH
号を次のようにマッピングした。

3

DR SW I/ 
CC/SA

D G

1 74 10 5414 4

１０ｍｓｅｃ

3

DR SW I/ 
CC/SA

D G

1 74 10 5414 4

１０ｍｓｅｃ１０ｍｓｅｃ

D D DD DD D DR SW I/ 
CC/SA

D G

31 15 10 14 41 15 1 15 1 15 1 9 1 15 1 15 1 15 1 41

１０ｍｓｅｃ

D D DD DD D DR SW I/ 
CC/SA

D G

31 15 10 14 41 15 1 15 1 15 1 9 1 15 1 15 1 15 1 41

１０ｍｓｅｃ１０ｍｓｅｃ

D
DR I

CC
SA D

D

D

GSW
D D

D D D
D D D

D D D
1 3

3 1 7 1 7 1 7 1 6
114 3 1 7 1 7 1 7 1 2

１０ｍｓｅｃ

D
DR I

CC
SA D

D

D

GSWSW
D D

D D D
D D D

D D D
1 3

3 1 7 1 7 1 7 1 6
114 3 1 7 1 7 1 7 1 2

１０ｍｓｅｃ１０ｍｓｅｃ
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表４．２－１ 畳込み符号のマッピング

１ﾊﾞｰｽﾄ内の 符号長 情報点数 ﾊﾞｰｽﾄ当たり ﾊﾞｰｽﾄ当たりの変調方式 1 1
符号個数 の総ﾋﾞｯﾄ数 総情報点数

/4 QPSK 1 256 123 256 123π ｼﾌﾄ

16QAM 2 236 113 472 226

64QAM 3 234 112 702 336

M16QAM 2 212 101 424 202

M64QAM 3 210 100 630 300

、 （ ） 。なお に準じてレイヤ１ 領域を誤り訂正符号毎に割当てたARIB STD-T79 L1
従って、実効伝送速度の算出を行う場合に基本となる１誤り訂正符号当りの上位レイ

ヤ（ ）フィールドのビット数、及び、１誤り訂正符号１スロット当りの伝送速度L2
は以下のようになる。

表４．２－２ 上位レイヤフィールドのビット数及び１誤り訂正符号当たりの伝送速度

ヘッダ ダミー フィールド １符号当たりの変調方式 L1 CRC L2
ビット のビット数 伝送速度

kbit/s
/4 QPSK 8 3 16 96 2.4π ｼﾌﾄ

16QAM 8 1 16 88 2.2
64QAM 8 0 16 88 2.2

M16QAM 8 0 13 80 2.0
M64QAM 8 0 12 80 2.0

したがって、１スロット当りの伝送速度、及び、４スロット同時割当時の伝送速度

は次のようになる。

表４．２－３ １スロット当りの伝送速度及び４スロット同時割当て時の伝送速度

変調方式 １スロット当りの ４スロット割当て時の

伝送速度 伝送速度
kbit/s kbit/s

/ 4 2.4 9.6π ｼ ﾌ ﾄ

QPSK
16QAM 4.4 17.6
64QAM 6.6 26.4

M16QAM 4.0 16.0
M64QAM 6.0 24.0
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次表に各変調方式の諸元をまとめて記す。

表４．２－４ 各変調方式の諸元

変調方式 π ｼﾌﾄ 備考/4 16QAM 64QAM M16QAM M64QAM
QPSK

16 16 16 4 4 ksymbol/sec変調速度

32 64 96 16 4=64 24 4=96 kbit/s伝送速度 × ×

62.5 62.5 62.5 250 250 msシンボル長

キャリア数 － －1 1 1

4 4ｻﾌﾞｷｬﾘｱ数 － － －

4.5 4.5 kHzｻﾌﾞｷｬﾘｱ間隔 － － －

帯域制限 ﾙｰﾄﾅｲｷｽﾄ特性 ﾙｰﾄﾅｲｷｽﾄ特性

ﾛｰﾙｵﾌ率 ０ ５ ﾛｰﾙｵﾌ率 ０ ２= . = .

16 16 kHz等価雑音帯域幅

24.3 20 kHz占有周波数帯幅

TDMA 40 msﾌﾚｰﾑ長

4 CH多重数

10 msｽﾛｯﾄ長

ﾗﾝﾌﾟ時間 ｼﾝﾎﾞﾙ3 3 3 1 1

ｶﾞｰﾄﾞ時間 ｼﾝﾎﾞﾙ4 4 4 1 1

同期ワード ｼﾝﾎﾞﾙ10 10 10 3 3

付帯情報 ｼﾝﾎﾞﾙ14 14 14 3.5 3.5
（ ） （ ﾋﾞｯﾄ） ( ﾋﾞｯﾄ) （ ﾋﾞｯﾄ） （ ﾋﾞｯﾄ） （ ﾋﾞｯﾄ）I/CC/SA 28 56 84 56 84

ﾊﾟｲﾛｯﾄｼﾝﾎﾞﾙ ｼﾝﾎﾞﾙ1 11 11 5 5
(ｽﾀｰﾄｼﾝﾎﾞﾙ)

ﾃﾞｰﾀｼﾝﾎﾞﾙ ｼﾝﾎﾞﾙ128 118 118 26.5 26.5
（ ﾋﾞｯﾄ） （ ﾋﾞｯﾄ） （ ﾋﾞｯﾄ） （ ﾋﾞｯﾄ） （ ﾋﾞｯﾄ）256 472 708 424 636

シンボル配列 円形配列 格子状配列
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( ) シミュレータのアルゴリズム3
本シミュレーションに当たっては、カンニング同期（復調時のシンボル識別点のタ

イミング誤差を０とする ）を採用し、送受信機が理想的に構成されている状態を前。

提にシミュレータを構築した。

また、復調・復号における信号処理は、すべて浮動小数点シミュレーションで実施

することとした。

パイロット同期検波については、時間的に隣接するパイロットシンボル間を１次補

間することとした。

( ) 仮想伝搬路4
仮想伝送路を表４ ２－５に示す。.

表４．２－５ 仮想伝搬路

回線種別 マルチパス 最大ドップラー周波数

0Hz停止状態 有り

低速移動回線 （時速 相当 換算）1Hz 4km 260MHz

高速移動回線 （時速 相当 換算）13Hz 50km 260MHz
標準規格（ ）の値STD-T79

（注）報告書に掲載するグラフは、誌面の都合上、静止時及び高速移動時のものとした。

本シミュレーションで使用するマルチパスモデルを下図に示す。

τ＝20μs

τ＝40μs

τ＝62.5μs

R＝10km

サービスエリア

基地局 移動局
13km 16km 19.375k

m

13.477km

9.798km

6.245km

9.375km 6km 3km

τ：先行波とマルチパスによる遅延波の到達時間差
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本シミュレーションでは、先行波とマルチパスによる遅延波１波の２パスモデルとし

た。到達時間差τは、単一キャリア方式のマルチパスの影響を見るため１シンボル区間

（シンボル間隔）に相当する μ を最大値とした。また、中間値として μ 及62.5 s 40 s
び μ を採用した。これらの到達時間差は例えば、 μ は市街地における比較的20 s 20 s
近傍のビル反射波を想定した場合に、 μ は比較的大都市における遠方のビル反射40 s
波を想定した場合に、 μ は遠方の山に反射した場合にそれぞれ対応づけられる。62.5 s
また、基地局から 地点での先行波と遅延波の平均レベル差を一律に （便10km 10dB
宜上、 と表記）と想定した。一方、ゾーンの内側(基地局の近傍)では、先行D/U=10dB
波の電界強度が遅延波に比べ強くなるため、前述のようなマルチパスは発生しないと推

測される。

４．３ シミュレーションの結果

４ １の各変調方式について、４ ２の検討条件に基づき表４ ２－５の仮想伝送路に関. . .
するシミュレーションを行い、次の二つの値を求めた。

① 受信入力電圧（ ）対ビット誤り率（ ）Er BER
② 受信入力電圧（ ）対フレーム誤り率（ ）Er FER

シミュレーション結果をもとに各変調方式におけるサービスエリア（基地局からの距

離対実効伝送速度）を算出した。

なお、これらシミュレーション結果は、技術資料「各種変調方式の実効伝送速度等の

シミュレーション結果」( )を参照されたい。P65

( ) 各変調方式における実効伝送速度1

本シミュレーションでは、通常、伝送特性として着目される 特性とは別に、BER
ユニット受信率（１誤り訂正符号毎の復号誤り無しの確率＝正受信率、又は、受信成

功率）に注目し、再送制御を前提として実効伝送速度を算出し、これを評価の指標と

した。

（π シフト ： ）の多値変調への拡張にあたっては、畳込STD-T79 /4 QPSK 16kbaud
み符号のサイズが同程度となるよう符号を分割し、表４ ２－１に示したような符号多.
重を行い、同一スロット内に複数の符号を重畳した。これは、符号長が異なると同一

の生成多項式の符号であっても受信率が異なるためである。その結果、π シフト/4
では 符号／ スロットのところ、 及び では 符号／ スロQPSK 1 1 16QAM M16QAM 2 1

ット、 及び では 符号／ スロットとなった。64QAM M64QAM 3 1
static fD=13Hz 4シミュレーションでは 停止状態 と高速移動回線 については、 （ ） （ ）

秒間（ フレーム 、低速移動回線（ ）では 秒間（ フ100TDMA fD=1Hz 40 1000TDMA）

レーム）におけるユニット受信率について伝送路条件を種々変えて観測した。
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（ 秒間） （ 秒間）4 40
① π シフト ユニット ユニット/4 QPSK 100 1000
② 及び ユニット ユニット16QAM M16QAM 200 2000
③ 及び ユニット ユニット64QAM M64QAM 300 3000

全スロット割当て時を想定し、各変調方式の最大伝送速度（畳込み符号化後の伝

送速度× ：全スロット割当て時を想定）を受信率で割ることにより（再送回数に4
制限がない場合の期待値を算出 、実効伝送速度を求めた。）

/4 QPSK 2.4kbit/s 4 9.6kbit/s① π シフト × ＝

16QAM 4.4kbit/s 4 17.6kbit/s② × ＝

64QAM 6.6kbit/s 4 26.4kbit/s③ × ＝

M16QAM 4.0kbit/s 4 16.0kbit/s④ × ＝

M64QAM 6.0kbit/s 4 24.0kbit/s⑤ × ＝

4bit symbol 16QAM M16QAM 6bit symbol 64QAMここで 同じ ／ の と や ／ の、 、

と とで伝送速度が異なっているのは、同期検波のためのパイロットシンM64QAM
ボルの数（比率）が多少異なるためである （参照した標準規格の差による ）。 。

マルチサブキャリア方式は （ ）を参照したが、本来は までSTD32 STD39 1.5GHz
利用可能な諸元であることから、今後見直しを行えば、単一キャリア方式と同等の

伝送速度は確保可能と思われる。

なお 「技術資料 ２．スループットのシミュレーション」( )における『受信、 P77
入力電圧 対 実効伝送速度』の算出法は、個別的な再送制御が的確に行われた場合

の式を採用しており、遅滞なくセレクティブ・リピート方式で動作しているときの

値である。

本シミュレーションでは、マルチパスに関して先行波とマルチパスによる遅延波

１波の２パスモデルで実施し、基地局から 地点に着目して先行波と遅延波の10km
到達時間差を３条件に限定して検討した 「技術資料 ３．サービスエリアのシミ。

ュレーション」( )のグラフでは、基地局の近傍（ゾーンの内側）までプロットP83
しているが、実際には先行波の電界強度が遅延波に比べ強くなるため、このような

マルチパスは発生しないと推測される。この部分の値は参考値として掲載した。今

後、現実のマルチパスの条件ではどうなるかなど、電波伝搬特性等の調査を別途改

めて研究する必要がある。

また、上記技術資料では、受信点での外来雑音を－ μの場合のみをグラフ化5dB
した。回線種別については停止状態と高速移動回線を掲載し、低速移動回線につい

ては結果のみ本節で言及するに留めた。

以上の仮定から、今回の検討の中で最も厳しい結果となった回線条件での各変調

方式における基地局から の距離の実効伝送速度は、表４ ３－１ に示す値と10km .
なった。

なお、その回線条件は①～⑤の通りであった。
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① 先行波とマルチパスによる遅延波１波の２パスモデル

=62.5 s② 先行波と遅延波の到達時間差 τ μ

（単一キャリア方式の１シンボル区間に相当）

D/U=10dB③ 先行波と遅延波の平均レベル差

fD=13Hz④ 最大ドプラー周波数

⑤ レイリーフェージング

表４．３ 各変調方式における外来雑音レベルと実効伝送速度（10km地点）

/ 4 16QAM 64QAM M16QAM M64QAM外来レベル π ｼ ﾌ ﾄ
QPSK

3.6 3.2 0.7 8.3 5.8－ μ5dB

4.4 4.3 1.1 10.7 8.7－ μ10dB

5.0 5.3 1.5 12.7 11.6－ μ50dB
（無雑音）

（単位： ）kbit/s

表４ ３に示すように、 地点での最悪マルチパス条件下の実効伝送速度は、. 10km
が最も高速という結果となった。因みに、外来雑音レベルが－ μのM16QAM 10dB

/4 QPSK 4.4kbit/s 16QAM 4.3kbit/s 64QAM 1.1kbit/s M64QAM場合 π ｼﾌﾄ で で で、 、 、 、

で であるのに対して、 は であった。8.7kbit/s M16QAM 10.7kbit/s

以降に、各変調方式の 地点における実効伝送速度について、伝搬路条件毎10km
に比較できるようグラフ化して示した。

図４．３－１ 10km地点における実効伝送速度の推移（外来雑音レベル-5dBμ）

10km地点における伝送速度の推移
外来雑音レベル＝－５ｄＢμの場合

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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度
[k
b/
s]

π/4ｼﾌﾄQPSK 16QAM 64QAM M16QAM M64QAM

 

1Hz1path



- 40 -

図４．３－２ 10km地点における実効伝送速度の推移（外来雑音レベル-10dBμ）

図４．３－３ 10km地点における実効伝送速度の推移（外来雑音なし（-50dBμ））

( ) シミュレーション結果の考察2
物理層における各変調方式の伝送速度は、次の順に高速性能を有する。

64QAM 26.4kbit/s M64QAM 24.0kbit/s① ②

16QAM 17.6kbit/s M16QAM 16.0kbit/s③ ④

/4 QPSK 9.6kbit/s⑤ π シフト

10km地点における伝送速度の推移
外来雑音レベル＝－１０ｄＢμの場合

0

2

4

6

8

10

12

14

16

static 13Hz1path 1Hz20μs 13Hz20μs 1Hz40μs 13Hz40μs 1Hz62.5μs 13Hz62.5μs

回線条件

実
効
伝
送
速
度
[k
b/
s]

π/4ｼﾌﾄQPSK 16QAM 64QAM M16QAM M64QAM

 

10km地点における伝送速度の推移
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0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

static 13Hz1path 1Hz20μs 13Hz20μs 1Hz40μs 13Hz40μs 1Hz62.5μs 13Hz62.5μs

回線条件

実
効
伝
送
速
度
[k
b/
s]

π/4ｼﾌﾄQPSK 16QAM 64QAM M16QAM M64QAM

 

1Hz1path

1Hz1path



- 41 -

しかし、実際の運用状態を想定して各変調方式を比較した場合は、表４ ３－１に.
あるとおりマルチパスや外来雑音を考慮すると、

（注：雑音レベル－ μの場合）10dB

M16QAM 10.7kbit/s M64QAM 8.7kbit/s① ②

/4 QPSK 4.4kbit/s 16QAM 4.3kbit/s③ π シフト ④

64QAM 1.1kbit/s⑤

の順となる。

この内、 は、図４ ３－１～３にも見られるとおり伝搬条件の悪化（到達時64QAM .
間差τの増大）による実効伝送速度の低下が顕著で、また、 も 程で16QAM 64QAM
はないものの伝搬条件が悪化するとπ シフト 以下まで低下することから、/4 QPSK
他の変調方式に比べて移動データ通信に適さないものと考えられる。

一方、 は伝送条件の悪化に関わらず殆ど実効伝送速度の低下がなく、M16QAM
とπ シフト も比較的速度低下が少ないことが分かる。M64QAM /4 QPSK

（ ） 、各変調方式をサービスエリア 距離による実効伝送速度の低下 で比較した場合は

技術資料の図３－４「サービスエリア マルチパス特性( μ )」( )に見られる40 s P85
ように、近距離(約 以内）では が最も高速であるが、それ以上の距離7km M64QAM
になると の方が高速になっている。M16QAM
また、この図において、 を確保できる距離を比較してみると、3kbit/s

M16QAM 16.3km M64QAM 14.1km① ②

/4 QPSK 13.3km 16QAM 12.7km③ π シフト ④

64QAM 8.0km⑤

の順となっている。

今回のシミュレーション結果においては、概して が優れた特性を示してM16QAM
いるが、実際のシステムを実現するためには、送信電力効率や符号化方式等を含めた

システム全般としての検討に加え、実用化済み技術か否かやコストなども考慮する必

要がある。

したがって、第１世代汎用 無線通信システムに適用可能性のある変調方式としIP
ては、特性的には① 、② 、③π シフト が適しているとM16QAM M64QAM /4 QPSK

/4 QPSK考えられ、自営移動通信に実用化済みであることも考慮すると、π シフト

を基本に導入を検討していくことが望ましいとの結論に至った。

なお、実運用に当たっては、東京、大阪のような大都市圏の場合と金沢などの中小

都市ではマルチパス条件や外来雑音レベルが異なり、加えて移動通信では場所的にも

時間的にも伝搬条件が変動するため、使用する地理的条件や運用条件によって最適な

変調方式が異なる場合があることから、適応変調方式（回線品質に応じて自動的に変

調方式を切り替える方式）を開発・導入することも一つの方策として検討することが

求められる。
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第５章 第１世代汎用IP無線通信システムの実証実験

５．１ 実証実験の概要

第４章において、第１世代汎用 無線通信システムに適用可能性のある各種変調方IP
式について伝送路条件変動時の実効伝送速度等の性能検討を行った結果、π シフト/4
が最も耐変動特性に優れており、移動系において 値以上のデジタル変調を用QPSK 16

いる場合はシステム全体の総合的な検討が必要とされている。

また、実用化されている最新のデジタル方式として市町村デジタル移動通信システ

ムがあり、近く実用化される方式に 帯デジタルＭＣＡ陸上移動通信システム800MHz
がある。

表５．１－１ 最新のデジタル移動通信システムの概要

帯デジタルＭＣＡシ ス テ ム 市町村デジタル 800MHz
陸上移動通信システム移動通信システム

周 波 数 帯 帯260MHz 800MHz

/4 QPSK変 調 方 式 π ｼﾌﾄ

TDMAアクセス方式

多 重 数 ４多重

32kbps伝 送 速 度

以上のことから、第１世代の実証システムは、狭帯域デジタル通信方式の内、π ｼ/4
ﾌﾄ を採用して既に実用化済みの市町村デジタル移動通信システムをモデルに構QPSK
築することとした。

( ) 実験の目的と概要1

（ 、既存技術である狭帯域デジタル通信方式の市町村デジタル移動通信システム 以降

本無線システム）を利用し、自営無線による 通信が実現可能であることを実証すIP
る。

このため、本無線システムを使用し、移動局側 通信パソコン（ 通信 ）内IP IP PC
のメールクライアント（以降、移動局メールクライアントと略す）と統制局側メール

サーバとの間で通信を行い、電子メールの送受信機能を実証する。

また、統制局側の をインターネットと接続し、移動局側 通信 のブラウLAN IP PC
ザ（以降、移動局ブラウザ）を用いた 表示機能の実証も行う。Web
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( ) 実験システムの構成2
ア 実験で使用した無線回線の諸元

実験で使用した本無線システムの諸元を示す。

4 QPSK① 変調方式 ：π／ シフト

② 周波数帯 ： 帯260MHz
25kHz③ 周波数間隔 ：

④ アクセス方式 ： （時分割－時分割多元接続方式）TDM-TDMA
⑤ 多重数 ： 多重4

6.4kbps⑥ 音声符号化速度：

⑦ データ伝送速度： （誤り訂正あり）2.4kbps

イ 機器構成

実験システムの構成図を図５ １に示す。.
実験では基地局と端末局間を高周波ケーブルで直結し、ほぼエラーフリーの状態

を確保した。

図５．１ 実験システムの構成図

使用した測定器とその目的を以下に示す。

① プロトコルアナライザ

フレームのモニタとして使用する。PPP
LAN PC② アナライザ用

汎用パソコン上で アナライザソフト（ ）を動作させ、 フLAN Sniffer Ethernet
レームモニタとして使用する。

IP通信PC

データ通信

アダプタ

移動局

2400bps

基地局
無線装置

統制局
制御装置

RASﾙー ﾀ

メール
サーバ

Web
サーバ

LANアナライザPC

プロトコル
アナライザ

統制局 基地局 

（ ）統制局側ネットワーク LAN

Internet
↑
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表５．１－２ 実験システム機器構成

区 分 機 材 員数 備 考

1統制局 統制局制御装置

1非音声インタフェース

1データ通信アダプタ

その他 ルータ 株式会社マイクロ総合研究所製RAS 1
NetGenrsis MR-NWGSW

統制局側サーバ群 式1

プロトコルアナライザ モニタ用1
アナライザ用 １式 を使用LAN PC Sniffer

携帯電話 １

RAS Remote Access Service注： ：

ウ 接続プロトコル

通信 と統制局側機器との間は、以下の接続プロトコルを用いた。IP PC
IP PC RAS PPP① 通信 － ルータ間の接続プロトコル：

IP PC SMTP POP HTTP② 通信 －統制局側サーバ群： 、 、

( ) 実験項目3

ア メール送受信

移動局メールクライアントと統制局側メールサーバとの間で通信を行い、電子メ

ールの送受信機能を実証する。合わせて、統制局側の をインターネットと接LAN
続し、移動局メールクライアントと携帯電話との間で、電子メール送受信の実験も

行う。

① 移動局メールクライアントから統制局側メールサーバに対してメールを送信す

る。

② 移動局メールクライアントから携帯電話に対してメールの送信を行う。本実験

は機能確認のみとする。

③ メールサーバにメールを蓄積し、移動局メールクライアントでそのメールを受

信する。

イ 表示Web
統制局側の をインターネットと接続し、移動局ブラウザから 表示をLAN Web
行う。
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( ) 実験内容4

ア 接続PPP
メール送受信及び 表示の前段階として、 通信 と ルータとの間でWeb IP PC RAS
接続を行った。PPP

(ｱ) 呼接続（無線区間）フェーズ

本無線システム内の内線として割当てた ルータに 通信 よりダイヤRAS IP PC
ルアップによる呼接続を行う。

(ｲ) 接続フェーズPPP
通信 から ルータへ 接続を行う。IP PC RAS PPP
、 。この際 通信 の のダイヤルアップ設定は以下のとおりとしたIP PC Windows
① ダイヤルアップサーバの種類

PPP Windows NT Server Windows98：インターネット、 、

② 詳細オプション ：ソフトウェア圧縮を行う。

TCP/IP③ プロトコル ：

④ ヘッダの圧縮を使う。IP

呼接続 
 
２～３秒 

IP 通信 PCRAS ルータ

 

 

PPP 接続 
 
２４秒 

IP 通信 PCRAS ルータ
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イ メール送受信

① メール送信

接続完了後、移動局メールクライアントから統制局側ネットワークに接PPP
続した 宛にメールの送信を行った。送信容量は、ヘッダ、本文及び添付ファPC
イルを含め とした。5kB

② メール受信

統制局側ネットワークに接続した から移動局宛てのメールをメールサーバPC
に蓄積し、移動局メールクライアントでそのメールを受信する。受信容量は、ヘ

ッダ、本文及び添付ファイルを含め とした。5kB

③ 携帯電話へのメール送信

移動局メールクライアントから携帯電話へメールの送信を行った。

SMTP

７５秒

IP通信PCRASルータ

SMTP

７５秒

IP通信PCIP通信PCRASルータRASルータ

POP

３５秒

IP通信PCRASルータ

POP

３５秒

IP通信PCIP通信PCRASルータRASルータ
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ウ 表示Web
統制局側の をインターネットと接続し 移動局側 通信 のブラウザ 以LAN IP PC、 （

降、移動局ブラウザ）を用い、以下の の 表示を行った。URL Web
は、本無線システムのデータ伝送速度を勘案して、容量の大・中・小のサWeb

イトを例として選定した。

① 北陸総合通信局トップページ（ ）124kbyte
http://www.hokuriku-bt.go.jp/index.html

② 北陸総合通信局平成１５年モニタ募集（ ）6.5kbyte
http://www.hokuriku-bt.go.jp/press/2002/pre030120-1.htm

③ ｉモードホテル予約サイト（ ）717byte
http://*****.com/

５．２ 実証実験結果

( ) 実験の結果1

ア 接続PPP
無線区間を経由した 通信 と ルータ間の 接続について、正常接IP PC RAS PPP
続を確認できた。

接続は当初 秒程度を要していた。 秒から 秒に短縮したのは、 通PPP 90 90 24 IP
、 『 』 、信 の 設定で 当初 ネットワークへのログオン が有効になるなどPC Windows

不要オプションの設定がされていた。不要オプションをダイアルアップの設定項目

から外すことにより大幅に接続時間が短縮した。

イ メール送受信

移動局メールクライアントから統制局側ネットワークに接続した 宛にメールPC

HTTP

IP通信PCRASルータ

①１０分以上
②４０秒
③１０秒

HTTP

IP通信PCIP通信PCRASルータRASルータ

①１０分以上
②４０秒
③１０秒
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送信、及びメールサーバに蓄積されたメールを移動局メールクライアントで受信す

る実験は、ともに正常に動作することを確認した。

また、機能確認のみとしたが、携帯電話へのメール送信も正常動作を確認した。

今回の実験における、実効伝送速度は以下のようになった。

なお、送受信ともヘッダ等を含めた総容量は、 とした。5kB

① メール送信

５( ) × ８( ) ／ ７５(秒) ＝ ５４６．１( )kB bit bit/s

② メール受信

５( ) × ８( ) ／ ３５(秒) ＝ １１７０．３( )kB bit bit/s

ウ 表示Web
LAN Web統制局側の をインターネットと接続し 以降 移動局ブラウザを用いた、 、

表示機能が正常動作することを確認した。ただ、比較的重いページはダウンロード

に時間が掛かったため中断した。

、 。Web表示に要した時間から 本実験における実効伝送速度は以下のようになる
この値は、先方のサーバの負荷状態、通信経路のトラヒック状態により変化する

ため、一応の目安として示す。

① 北陸総合通信局平成１５年モニタ募集（ ） アクセス時6581byte
６５８１( ) × ８( ) ／ ４０(秒) ＝ １３１６ ２( )byte bit . bit/s

② ｉモードホテル予約サイト（ ） アクセス時717byte
７１７( ) × ８( ) ／ １０(秒) ＝ ５７３．６( )byte bit bit/s

( ) 実験結果の考察2

ア 通信の有用性の検証IP
本実験では市町村デジタル移動通信システムを利用した 通信の有用性についIP
て検証作業を行った。

その結果、電子メールの送受信及び 表示といったアプリケーションが正常Web
、 、 、 、に動作することを確認し 接続時間を要する等の問題はあるものの SMTP POP

の各アプリケーション層のプロトコルが動作することを実証することができHTTP
た。

即ち、現行の市町村デジタル移動通信システムにアダプタを付加しただけで、簡

易的な 通信を実現することができることを本実験は実証したことになる。IP
これにより、大地震等の災害時において、避難所から被災者リストを災害対策本

部に送付することを想定した場合など、電話網や携帯電話網が損壊や輻輳により使

用不能な状況に陥ったとしても、災害対策本部の関係者にメールで直接かつ迅速な
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情報伝達が可能となり、市町村デジタル移動通信システムを用いた 通信の有用IP
性が具体的に確認されたといえる。

イ 実用化に向けた課題

① 通信速度の向上

本実験の結果、電子メールの送受信及び 表示について正常動作を確認でWeb
きたが、前述のように、市町村デジタル移動通信システムの物理層が上位レイヤ

に提供するデータ伝送速度 に比べ、実効伝送速度は遅いものとなった。2.4kbps
各レイヤにおけるプロトコルを分析するとともに、対処可能な速度低下要因を

除去し、システムの持つ性能を最大限に引き出すための検討が必要である。

② ネットワークへの接続動作の改善IP
本実験では、 接続に 秒の時間を要していた。PPP 24
接続における各フェーズの所要時間を詳細に解析し、対処可能な遅延要PPP

因を排除し、より短時間での接続を実現するための検討が必要である。
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第６章 第１世代汎用IP無線通信システムの課題と方策

第５章の実証実験では、現行の市町村デジタル移動通信システムで簡易的な 通信IP
。 、 『 』を実現できることを実証した 更に 第１世代を実用化するにあたり 通信速度の向上

並びに『接続動作の改善』という課題を明らかにした。

本章では、特に『通信速度の向上』を中心に詳細に分析し、そこから導き出される課

題を明らかにするとともに、課題解決に向けた方策について述べる。

６．１ 通信速度の向上

( ) 実証実験結果の分析1

第５章における実証実験の内、 表示の実験結果を元に通信速度に関する詳細Web
な分析を行った結果、各レイヤ毎の通信速度は下表のとおりと推察できる。

表６ １－１ レイヤ毎の通信速度.

レイヤ 通信速度 備 考

① 物理層 キャリアの伝送速度32000bps

１スロット割当て時のベアラ伝送速度6400bps

１スロット割当て時のレイヤ２フィールドの2400bps
伝送速度（誤り訂正有り）

② データリンク層 １スロット割当て時のレイヤ３フィールドの2000bps
最大伝送速度（レイヤ２のオーバーヘッドの

み。再送制御が無い場合）

③ ネットワーク層 １スロット割当て時のパケットモニターでの1814bps
実測値( )Web

④ トランスポート層 １スロット割当て時のアプリケーションから1316bps
みた実測値( )Web

（注）レイヤの分類は必ずしも的確でない面もあるが、便宜上、上表のように整理した。

なお、各レイヤ毎の分析は、以下のとおりである。

ア 物理層

物理層の は、市町村デジタル移動通信システム( )として32kbps ARIB STD-T79
規格化された無線区間の物理的な信号伝送速度である。ただし、ガード時間やプリ

アンブル時間分を含んだ値となっている。

なお、時分割多重で 多重になっていることから、スロット当たりの物理的な4
信号伝送速度は、 となる。8kbps
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イ 物理層及びデータリンク層の分析

無線区間の フレーム長は 秒、 多重数が の場合の スロット長は1 40m TDMA 4 1
秒と規定されていることから、 フレームの スロット当たりのビット数は、10m 1 1

以下のようになる。

32kbps 10ms 1000ms = 320bit× ／

この については、通信用物理チャンネルとして次のとおり信号フォーマ320bit
ットが決められている。

R P TCH SW I CC SACCH TCH G

(FACCH) (RCH) (FACH)
6 2 148 20 2 6 20 108 8

G ：ガード時間

R ：バースト過渡応答用ガード時間

P ：プリアンブル

SW ：同期ワード

CC ：カラーコード（干渉対策コード）

TCH ：トラヒックチャンネル

SACCH ：低速付随制御チャンネル

RCH ：ハウスキーピングチャンネル

B/I ：ビジー／アイドルビット

I ：アイドルビット（常に"0"とする ）。

CI ：キャリア情報

（注）数字はビット数（又はビット間隔( μｓ)を単位とする時間）31.25

トラヒックチャンネルの利用可能ビット数は、

148 + 108 = 256bit

であり、スロット長の８割に相当する。

また、残り２割の 相当は、ガード時間や同期ワード等の送受信制御に必要64bit
な領域であることが分かる。

フレーム長が であることから、毎秒、40ms

／ ﾌﾚｰﾑ1000ms 40ms = 25

の伝送が行われるので、１秒間の スロット当たりの伝送能力は、1

ﾌﾚｰﾑ × ﾌﾚｰﾑ 秒 秒 （誤り訂正無）256bit/ 25 / = 6400bit/ = 6.4kbps

となる。
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したがって、１キャリア当たりの最大伝送能力は、

× ｽﾛｯﾄ （誤り訂正無）6.4kbps 4 = 25.6kbps

となる。

これは、フレーム構成中の８割がトラヒックチャンネルであることから、物理

的な伝送速度 の８割の値になる。32kpbs

次に、誤り訂正を行う場合の伝送能力について分析する。

誤り訂正を行う場合、トラヒックチャンネル単位で符号化されることから、

256bit符号長は、

となる。

この規格では、符号化率 、生成多項式の次数は５となっている。1/2
符号長 で符号化率 の畳込み符号の符号器入力ビット数は、256bit 1/2

256bit 2 128bit／ →

となる。ただし、この符号生成多項式は 次であり、誤り訂正能力を高めるた5
めに符号器は全零状態に終結させる仕様となっていることから、 ビットのテー5
ルビットが必要となる。

ここで 次の生成多項式で を使用しているため、レイヤ で利用可能な5 5bit 1
ビット数（実質的な情報点数）は、

128 5 = 123bit－

となる。

なお、レイヤ では、誤り訂正符号単位（ユニット単位）で誤り検出を行う1
とともに、送信順序番号管理を行っていることから、以下のビット数だけヘッダ

及びフッタが必要となる。

信号構成情報 （ヘッダ）8bit
ダミービット （ヘッダ）3bit
誤り検出用（ ） （フッタ）CRC 16bit

以上のことから、レイヤ がレイヤ に対して提供できる領域は、ユニット1 2
当たり、

123 8 3 16 = 96bit－ ( ＋ ＋ )

となり、伝送能力（１スロット当たり）は、

96bit 40ms = 2.4kbps／

となる。
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また、 ヘッダが毎秒 あるので、データリンク層の伝送能力は、L2 400bit

2400bps 400bps = 2000bps－

となる。

【参考実験】既存データ通信方式における実効伝送速度の把握

市町村デジタル移動通信システムの既存データ通信方式（ 通信ではない）では、ファイル転IP

送を 等のプロトコルにより接続している。z-modem

図６．１－１ 既存方式による画像伝送の実験

上図の実験システムにより、 の画像伝送を行い実効伝送速度を測定した結果、次のと72.6kbyte

おりとなった。

= 72.6kbyte 346 = 1678bps実効伝送速度（既存方式） ／ 秒

ウ ネットワーク層の分析
図６．１－２ Web画面

右図のホームページを表示する際

のパケット送受信の様子をモニター

すると、表６ １－２のとおりとなっ.
た。

ホームページの表示に 秒を要40
し、その間に送受信されたパケット

、 、総計は であったことから9070byte
、ネットワーク層における通信速度は

次のとおりとなる。

9070byte 8bit 40s=1814bps( × )／

。(注)次表は で追試したものWindows2000

【実験１】： 既存方式 （z-modem) による画像伝送

移動局無線装置

2400bps z-modem

PCクライアント
音声・データ同時通信

基地局無線装置

統制局制御装置

PCアプリサーバ

レベル変換アタプタ

【実験１】： 既存方式 （z-modem) による画像伝送

移動局無線装置

2400bps z-modem

PCクライアント
音声・データ同時通信

基地局無線装置

統制局制御装置

PCアプリサーバ

レベル変換アタプタ
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表６．１－２ IPパケット送受の模様

Packet Size
Packet

動 作 送受方向 送信 受信
内容

制御 制御 実データIP IP
＋
ヘッダL4

SYN PC Server 62→

ACK/SYN 60PC Server←

ACK PC Server 60→

ACK/PSH PC Server 444→

ACK 1514 HTMLPC Server←

ACK 1514 HTMLPC Server←

ACK PC Server 60→

ACK/PSH/FIN 949 HTMLPC Server←

ACK PC Server 60→

ACK/FIN PC Server 60→

SYN PC Server 62→

ACK 60PC Server←

ACK/SYN 60PC Server←

ACK PC Server 60→

ACK/PSH PC Server 337→

ACK 1514 GIFPC Server←

ACK 1514 GIFPC Server←

ACK PC Server 60→

ACK/PSH/FIN 440 GIFPC Server←

ACK PC Server 60→

ACK/FIN PC Server 60→

ACK 60PC Server←

1385 240 7445計

合 計 （受信 送信 ）9070byte :7685byte :1385byte

エ トランスポート層の分析

HTML 3577byte GIF実験に用いたホームページは、 データとしてテキスト( )と

イメージ( )を合わせて の容量を持っており、表示に 秒を要3004byte 6581byte 40
していることから、実効伝送速度は次のとおりとなる。

6581byte 8bit 40s = 1316.2bps× ／

前述のイとウの分析結果と合わせ、 秒間の通信時間中に占める各レイヤ固有40
の信号長の割合を取りまとめると、下表のとおりとなる。
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表６．１－３ 各レイヤーにおける40秒間の信号長比較（1スロット当たり）

レイヤー 内 容 各層符号長 割合(％)

6,581 72.6アプリケーション層 実データ ⑥
( )1,316bps

8/40⑥×

864 9.5トランスポート層 Ｌ４ヘッダ
( )1,489bps

8/40 7,445⑤× データ ⑤

IP 1,385 15.3ネットワーク層 制御(送信)
( )1,814bps

8/40 IP 240 2.6④× 制御(受信)

9,070 22.7 100.0送受信データ ④

930 2.3フロー制御(ロス)分

10,000 25.0Ｌ３フィールド

2,000 5.0データリンク層 Ｌ２ヘッダ ③
( )2,000bps

8/40 12,000 30.0(②－③)× Ｌ２フィールド ②

8,000 20.0物理層 ガードタイム、同期ワード等
( )8,000bps

8 40 20,000 50.0①× ／ 畳込み符号化による増加分

40,000 100.0Ｌ１フィールド ①

( ) 課題と考察2
ア 誤り訂正方式

今回の実験システムにおける実効伝送速度低下の原因は、強力な誤り訂正方式で

ある「 畳込み符号」を用いていることの他、符号器入力の 前後を占めるレ1/2 25%
イヤ ヘッダ・フッタの存在がある。これは再送単位を小さくするために必要な1
情報である。

ここで、 符号等の符号化率の高い誤り訂正符号を採用すれば、より高速化BCH
は期待できるが、伝搬条件の良い静止時など利用環境が限定され、運用形態と誤り

訂正強度の適切なバランスを見極める必要がある。

イ パケットサイズと実効伝送速度の関係IP
市町村デジタル移動通信システムでは、 通信でない従来のデータ通信方式にIP

1 2000bpsおいては( )－イの参考実験結果からデータリンク層が提供する通信速度

に近い実効伝送速度が得られているが、今回実験した 通信においては実効伝送IP
速度がデータリンク層の約２／３に低下する現象が見られた。
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2000bpsデータリンク層が提供する通信速度 ：

1678bps従 来 方 式 の 実 効 伝 送 速 度 ：

IP 1814bps通信のネットワーク層の通信速度 ：

通信実験時( )の実効伝送速度 ： （約 の ）IP Web 1316.2bps 6.5kbyte Web

通信の実効伝送速度が低下した主な原因は、表６ １－２に示されているようIP .
に、実データ以外にコネクション確立・維持のための 特有の制御データの送TCP
受信が行われるためである。

試験的に様々な アクセスや電子メールの送受信を行い、送受パケット長にWeb
対する実データの割合を伝送効率として求めた結果、次のとおりとなった。

表６．１－４ データサイズと伝送効率の関係(Web)

byte 1024 10240 20480 30720 40960 51200実データ( )

byte 2003 11755 22643 33531 44473 55361送受パケット長( )

49.9 85.1 88.3 89.5 89.9 90.3伝送効率(％)

この結果、 通信においては実データサイズによって実効伝送速度が変化するIP
ことが分かり、ネットワーク層の伝送速度＝ と伝送効率から実データサ1814bps
イズに応じた実効伝送速度は、( ×伝送効率）で求まるものと推測できる。1814

表６．１－５ データサイズと実効伝送速度の関係(Web)

kbyte 1 10 20 30 40 50実データ( )

49.9 85.1 88.3 89.5 89.9 90.3伝送効率(％)

bps 905.2 1543.7 1601.8 1623.5 1630.8 1638.0実効伝送速度( )

上表から、 通信においては、 程度以上の実データサイズでないと、IP 10kbyte
実効伝送速度が極端に悪化するものと予測でき、第５章の実験で携帯電話用のホー

ムページアクセス時の実効伝送速度が極端に遅くなった結果を裏付けるものとなっ

ている また 以上のデータサイズであれば 従来方式の実効伝送速度 参。 、 、 （20kbyte
考実験結果）の に近い速度が得られることを示している。1678bps
なお、実運用時における実効伝送速度は、上記伝送効率（送受パケット長に対す

る実データの割合）がデータ構造やネットワーク環境等で若干変動するものである

ことと、 ネットワークの輻輳等によってパケットの遅延・再送が発生したりすIP
るため、更に速度低下する場合がある。

1以上のことから、今回の実験システム（市町村デジタル移動通信システムの

スロットを用いた 通信）において、無線区間での再送がないと仮定した場合のIP
実効伝送速度の期待値は、およそ (毎秒 ) 程度と推測することが1600bps 200byte
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でき、電子メール及び画像の伝送所要時間の例を示すと次のようになる。

の電子メール（全角 文字相当） 約１分12kbyte 6000
の画像 約３分36kbyte

仮に、地震等の災害時を想定し、避難所から氏名(全角 文字)・年齢(数字 桁)6 3
・住所(全角 文字)からなる被災者リスト（テキスト）を電子メールで送付した13
とすると、

／ ( × ＋ ＋ ＋ ＋ × ＋ ) 人12000byte 6 2 1 3 1 13 2 2 byte = 267
、 。(注)テキストデータフォーマット：項目間は 区切り 行末は改行( )と仮定したTab CR/LF

となり、 人分のリストを 分で伝送できることとなる。267 1

図６．１－３ サンプル画像 800×600pixelのJPEG圧縮画像(29812byte)

また、上図のサンプル映像のような写真を被災現場から送る場合は、

／ 毎秒 秒29812byte 200byte = 149.06

となり、約２分半で伝送できる見込みとなる。

この程度の画像であれば、パソコンの画面で表示させたり、インクジェットプリ

ンターでＬ版程度の印画紙に印刷したとしても、被災地の模様を把握するには十分

に実用に耐える品質と考えられる。

しかも、 多重の スロットを使った 通信なので、データを伝送していTDM4 1 IP
る最中であっても、他スロットを使った音声通信が可能である。

したがって、 通信では、データサイズによっては既存のデータ通信方式に比IP
べて実効伝送速度が低くなる場合もあるが、その程度は小さく、むしろ、電子メー

ルで直接担当者や関係機関に情報伝達できるメリットの方が大きいと考えられる。

しかし、伝送効率の良い 以上のデータをスムースに取り扱えるようにす10kbyte
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るためには、物理層並びにデータリンク層の速度向上などによって実効伝送速度を

改善することが課題となった。

( ) 課題の改善方策3
これまで述べたように、今回実験で用いたモデルシステムにおいても一定程度実用

性があると考えられるが、複数の画像データや表計算ソフトでデータを作成し、その

まま電子メールに添付して送りたい場合など、もう少し高速（短時間）伝送したいと

のニーズも想定される。

このため、第１世代の汎用 無線通信システムの早期実用化を図るためには、高IP
速化の改善策として考えられる次の事項について、実証実験も含めた継続研究が必要

である。

ア 適切な誤り訂正方式の選択

( )のアの項で、誤り訂正方式を畳込み符号からＢＣＨ符号に変更した場合の速2
度改善の可能性について言及したが、これを実現するためには以下に示す課題を解

決する必要がある。

実際の無線通信では、静止時と移動時で回線品質が大きく異なることから、理想

的な回線品質が得られやすい静止時と、フェージングによる伝搬品質劣化が繰り返

し起きる移動時を分けて考える必要がある。第４章で行ったシミュレーション結果

の「受信入力電圧( )対フレーム誤り率( )」におけるπ ｼﾌﾄ のグラフEr FER /4 QPSK
（技術資料 参照 ）を見ると、静特性では平均受信入力電圧が μ以上でP64 -5dB。

急激にフレームエラーが無くなっているが、移動時（レイリーフェージング特性）

（注１）では μまでフレームエラーが発生していることが分かる5dB 。

したがって、回線状態を簡易な方法で同定することが出来れば、その回線状態に

最適な符号化方式を選択して通信を行うことにより、ベストエフォート型のサービ

スを提供することが可能となる。但し、送信局側が受信局側の回線状態を知るため

には、その応答回線の回線品質を確保する必要が有るとともに、迅速なレスポンス

性能が要求されることになる。

なお、回線状態毎の最適な符号化方式を決定するには、実フィールドで誤り訂正

の有無や強度、 パケットサイズの組合せを色々と切り替えて実験し、得られるIP
実効伝送速度から汎用 無線通信システムに適した誤り訂正方式を検討していくIP

（注２）必要がある。

(注１) 本シミュレーションでは、フレーム再送制御があるものとして実効伝送速度推

定を行っているが、実証実験では通信フェーズにおけるデータリンク層（無線区

TCP IP間の通信方式）のプロトコルが未実装であったため、 プロトコルによる

パケット単位での再送となったことから、ビットエラー発生頻度とパケットサイ

ズの関係が問題になった。

(注２) 無線区間での再送制御は実施しないことを前提とすると、静止時においては誤

り訂正機能を省いてしまうか、ＢＣＨ符号による誤り訂正にすることの方がメリ

ットは大きいものと考えられるが、逆に、移動時においては誤り訂正を強くして

パケット再送確率を下げる方が良い可能性もある。
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イ パケットサイズの調整等IP
OS Windows98 MTU今回実験で用いた移動局側パソコンの は であったため、

( )の値は標準の としてあった。伝送品質がMaximum Transmission Unit 576byte
変動する移動通信においては、頻繁にパケット再送の発生が考えられることから、

この 値の設定によって実効伝送速度も変動する。しかし、今回の実験環境でMTU
は、無線区間の伝搬路を安定にして伝送品質の劣化によるパケット再送が起きない

ようにしてあったため、 値を としても としても、フラグメMTU 576byte 1500byte
ントロスや若干制御信号が増えた程度で、実効伝送速度に大きな差はなかったと思

われる （したがって、第６章の考察では 値を として計算を行って。 MTU 1500byte
MTU Webいる。実際に双方の 値における送受パケット長を比較してみると、同じ

画面表示するのに要した送受パケット長に ％程度の違いしか見られなかった ）3 。

汎用 無線通信システムを実運用で使用した場合は、静止時と移動時でフレーIP
ムエラーによるパケット再送確率が大きく異なることから、利用形態に応じた適切

な 値を求めておく必要がある。MTU
このため、様々な利用条件を想定した実フィールドによる実験が望まれる。

ウ フルスロット化

今回の実験システムでは、 多重の スロットを使用して 通信を行ったTDM4 1 IP
が、他のスロットも使った高速化の実証実験に取り組むことが望まれる。

【参考】 ＭＴＵ

、 。 、IP 1 byte通信において 回に送信するデータの最大値( ) 通信する際に送信する側が値を設定し

送信側が受信側より大きい 値であった場合は、送信側が受信側の サイズに従ってデーMTU MTU

タを分割して送信する。パケットの伝送エラーが発生した時は、 単位に再送信する。したがMTU

って、劣悪な通信環境では を小さい値に設定した方が実効転送速度が速くなり、逆に安定しMTU

。 、た通信環境では制御パケットを減らすために を大きくした方が速くなる 一般的に はMTU MTU

環境では 程度、電話回線によるダイヤルアップ接続では 程度が良いと言われてEthernet 1500 576

いる。

６．２ IPネットワークへの接続動作の改善

( ) 課題と考察1
PPP今回の実験システムにおいては、無線区間の通信リンク確立に要する時間と

接続時間を合わせて 秒要しており、操作性の面で課題となった。24
無線区間の通信リンク確立時間は数秒程度で、この通信方式においては固定的な時

PPP 20 PPP間であるが これとは別に の接続に 秒程度の時間がかかっている この、 。
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接続時間は、電話回線で 程度のアナログモデムを用いたインターネット接2400bps
続時間と同程度である （アナログモデムの場合は、信号の同期時間が長いため接続。

に時間がかかる ）。

しかし、今回の実験システムでは、デジタル無線区間の同期確立後に を起動PPP
しているため、本来であれば、同じデジタル通信である 回線（ チャネルの信ISDN D
号速度： ）の 接続時間が ～ 秒であることから類推すると、実験シス16kbps PPP 1 2
テム(物理層の信号速度： )に期待される 接続時間は ～ 秒( ÷2.4kbps PPP 6.7 13.3 16
＝ の 倍の接続時間)と考えられる。2.4 ISDN 6.7

、 、 。したがって 今後 接続方法を改良することで接続時間を短縮できる可能性が高い

( ) 接続動作の改善方策2
ネットワークへの接続動作については、汎用 無線がデジタル無線方式であるIP IP

ことの特長を生かすことによって、同期時間の短縮化など 接続時間の改善が期PPP
待されることから、今後さらに実験結果の詳細な分析が必要であるとともに、実用化

に向け接続動作を改良した実証実験が求められる。

なお、 接続方式では、移動局側から ネットワークに接続するしかなく、電PPP IP
子メールの着信確認を行う度に 接続操作を要し煩雑であるため、統制局（基地PPP
局）側から市町村デジタル移動通信システムの本来機能であるショートメッセージ機

能を活用して移動局側にメール着信を知らせるなどの工夫も検討する必要がある。

６．３ 情報端末との接続インターフェースの改善

無線装置としての技術的な課題と改善方策は、６ １及び６ ２で述べたところである. .
が、その他にも実用化に当たって利用者の利便性の向上に関し、無線装置と情報端末と

の接続インターフェースの改善が課題となった。

( ) 課題と考察1
今回の実験では、無線装置にプロトコル変換アダプタ（データ通信アダプタ）を付

加するとともに、そのインターフェースが無線機側と 側の両方ともシリアルポーPC
トであった。利用者の利便性やコストを考慮すると、パソコンや （携帯情報端PDA
末）とはプロトコル変換アダプタ等の付加装置無しで、直接、無線装置と接続できる

ことが望ましい。

また、最近のパソコンや は、 網の普及と小型化の流れを受け、シリアルポPDA IP
ートではなく や の端子を備えるようになっていることから、これに10BASE-T USB
対応できるようなインターフェースへの改善が課題である。

( ) 今後の方策2
情報端末と直接接続するための無線装置のインターフェースとしては、最近の動向

を踏まえ、 等の標準的なポートにすることが望まれる。10BASE-T
これにより、接続動作の改良による接続時間の短縮化と合わせ、実用性が一層向上

するものと考えられる。
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第７章 今後必要な取り組み

７．１ 第１世代の早期実用化をめざした継続研究

( ) 継続研究の必要性1
今年度は、 社会に相応しい自営無線の高度化を図るとともに電波の有効利用のIT
促進をめざして、 帯の自営移動無線における 通信の有用性等について総合V,UHF IP
的な研究を行ってきた。

また、その具体化研究の初期段階として、第１世代の基礎的な実証実験を行った結

果、自営無線における第１世代 通信の有用性は認められたものの、第６章に挙げIP
たような誤り訂正強度の問題、通信速度や ネットワークとの接続性等について課IP
題が明らかになるとともに、改善方策が示されている。

したがって、第１世代の早期実用化に一定の目処を付けるため、今年度課題とされ

た事項に関して１年程度の継続研究が必要である。

( ) 求められる継続研究の概要2
今年度の研究成果を基に、市町村デジタル移動通信システムのフルスロット利用等

による高速化を図った上で、適切な パケットサイズや接続性の改善について実証IP
実験により検証するとともに、実用化後のアプリケーションの例としてインターネッ

トを介した異無線システム間の 統合を想定し、 帯デジタル 陸上移IP 800MHz MCA
動通信システムとの相互接続実験などの研究が求められる。

図７．１ 第１世代継続研究の概念図

汎用IP無線通信システム

フルスロットで高速通信

インターネット網

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ対応
携帯電話

既存のIPアプリケーション等

PDA

実験内容

・市町村デジタル移動通信システムをフルスロット化し高速通信（2400bps→9600bps）
・市町村デジタル移動通信システムと800MHz帯デジタルMCA陸上移動通信システム
をモデルにした、異システム間のIPネット統合、シームレス化の検証。

実験内容

・市町村デジタル移動通信システムをフルスロット化し高速通信（2400bps→9600bps）
・市町村デジタル移動通信システムと800MHz帯デジタルMCA陸上移動通信システム
をモデルにした、異システム間のIPネット統合、シームレス化の検証。

800MHzデジタルMCA

IPによるシームレスな通信
2400bps
(1スロット時)

9600bps

IT社会に相応しい自営無線の高度化を図るとともに電波の有効利用を促進する
ため、14年度はV,UHF帯の自営移動無線におけるIP通信の有用性等について研究し
てきたところである。

14年度の研究において課題とされた通信速度やIPネットワークとの接続性等につ
いて、その改善策を実証実験等により検証するとともに、現行の無線設備を活用
したIP通信システムの限界性能を見定め、IP通信に一層適した新たな通信方式等に
ついて研究する。

目的

第１世代 汎用ＩＰ無線通信システムの実用化研究

第１世代汎用IP無線通信システムの実用化に関する研究
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７．２ 第２世代の実証システム構築に向けた研究

( ) 研究の必要性1
第１世代の汎用 無線通信システムの通信方式は、安定的に音声通信しながら電IP
子メールが使えるというメリットがあったが、逆に、高速通信ニーズに十分に応えら

れないというデメリットもあった。

第２世代では、データ通信専用と割り切った通信方式にすることによって、高速デ

ータ通信のニーズに応えるとともに、データ通信における周波数利用効率の向上が図

られ、第１世代と棲み分けた利用が期待される。

したがって、第２世代の汎用 無線通信システムの実用化に向け、実証システムIP
の構築に必要な技術の検討を行うとともに、実証システムの構築による実フィール

ド実験を通じて、実用化に必要な無線設備の技術的条件を把握するための研究が必

要である。なお、新たな通信方式となることから、実証システムの検討、基礎実験、

実証実験のステップを踏んだ研究が必要で、３カ年程度の研究期間の確保が望まし

い。

( ) 求められる研究の概要2
第２世代研究においては、 通信に適した新たな通信方式の研究と、それを実現IP
する物理層（無線通信方式）並びにデータリンク層（無線区間のプロトコル）の研究

が求められる。

また、実用化に当たっては、性能を十分に活用するためのアプリケーション面から

の研究も必要とされる。

図７．２ 第２世代研究の概念図

第２世代 汎用ＩＰ無線通信システムの研究計画（構想）

第２世代 汎用ＩＰ無線通信システムの研究

【基礎研究】

○ 目的

自営無線の高機能化と高速データ伝送を同時に実現すると
ともに、電波の一層の有効利用を図るため、適切なIP通信方
式等について研究する。また、実証システムの構築により、
適切な技術的条件を検討する。

○ 概要

・ IP通信に適した新たな通信方式の研究
・ 無線通信方式に関する適切な技術的条件の検討

【物理層の研究】

○ 目的

データ通信の高速化に適当な物理層の研究

○ 概要

・ 適切な占有周波数帯幅の研究
・ 適切な変調方式の研究
・ 適切なアクセス方式の研究
・ 通信エリアの研究
・ その他

【データリンク層の研究】

○ 目的

データリンク層のプロトコルに関する研究

○ 概要

・ 適切な通信手順及びフレーム構成について研究
・ 適切な誤り訂正の研究
・ 秘話性確保に関する研究
・ 隠れ端末問題の解消策に関する研究
・ その他

【高度化研究】

○ 目的

高度化に必要とされる技術の研究

○ 概要

・ 適切な周辺装置接続インターフェースの研究
・ 適切な音声コーデックの研究
・ ＩＰｖ６の適用可能性の研究
・ その他高度化に必要な機能の研究

実証システムを構築し、無線設備の適切な技術的条件を検討する。



- 63 -

７．３ 第３世代に求められる機能等の研究

( ) 研究の必要性1
第３世代の汎用 無線通信システムは、第１世代、第２世代と異なり、動画伝送IP
も可能なブロードバンド対応の超高速データ通信システムとして位置付けられてい

る。近年のブロードバンド化の状況から、自営無線においても超高速データ通信の

ニーズが高まるものと予測され、実用化に向けた研究が必要である。

( ) 求められる研究の概要2
超高速データ通信を 帯で実現するためには、広帯域無線通信技術の研究がV,UHF
必要であるとともに、周波数確保の問題が出てくるため、長期的展望に立って継続

的に研究していくことが求められる。

このため、当面、第２世代研究を元に、第３世代に求められる機能や技術の把握

に努めることとし、研究機関における研究成果等との連携も視野に取り組むことが

望まれる。

図７．３ 第３世代研究の概念図

第３世代 汎用ＩＰ無線通信システムの研究（方向性）

第３世代 汎用ＩＰ無線通信システムの研究

【基礎研究】 【物理層の研究】

【データリンク層の研究】 【高度化研究】

超高速実験システムを活用したアプリケーションレベルの研究

第２世代汎用IP無線通信システムの研究 超高速のデータ通信システムの研究

・ 無線通信方式

・ 経路制御関係

・ その他

（研究機関）

（研究機関における研究成果の活用）第３世代に必要な要件の検討
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７．４ 周波数の確保

狭帯域デジタル通信方式の占有周波数帯幅は と定められており、周波数割24.3kHz
当は 間隔になっている。しかし、この周波数幅で実現可能な通信速度には限界25kHz
がある。第２世代の実用化に当たっては、占有周波数帯幅を ～ 程度とし24.3 100kHz
た新たな無線通信方式について技術基準等を整備する必要があり、また、 間隔25kHz
の周波数２～４波相当の帯域を一つの周波数としての割当の検討が必要である。

第３世代の実用化に当たっても、占有周波数帯幅が数百 以上必要になるので、kHz
十分な周波数帯域の確保が必要となる。

なお、データ通信速度を上げるため広帯域化した場合は、周波数利用効率の観点から

１周波数チャンネル当たりの収容局数を増やす必要がある。しかし、収容局数を増やす

と、１通話のデータ量にもよるがパケットの衝突又は送出待ち時間が増えてくる。この

相関関係については、パケットサイズ等の無線区間のプロトコルによるところが大きい

ことから、プロトコル設計に合わせて適当な収容局数の検討が求められるとともに、実

フィールドでの検証が必要である。

７．５ まとめ

研究に当たっては、まず最初に自営無線のニーズを踏まえ 通信の有用性を整理しIP
たところであるが、有用性を示す要因がハード的な要素とソフト的な要素が複雑に絡み

合っており、一つのシステムで全てのニーズを満足させることはコストパフォーマンス

や周波数利用効率の面から適当ではないと判断し、汎用 無線通信システムをニーズIP
の種類等に応じて３世代構成に分類している。

それぞれの世代のシステムは、

① 既存システムを活用したいか、新たなシステム導入でもよいか。

② 伝送情報が音声中心か、データ中心か。

③ 通信速度は低速でよいか、高速又は超高速が必要か。

④ データの場合、１通信当たりのデータ量、頻度・回数

⑤ 導入コスト

など、利用者のニーズに応じて使い分けられるものである。

ユーザーが何れの世代を選択するにせよ、 社会の進展に伴って多様化するニーズIT
に的確に応えるためには、適切な選択肢を提供しておくことが重要であると考える。そ

のためにも３世代ともに実用化が望まれるが、汎用 無線通信システムの研究は無線IP
とネットワークに関する非常に広範な検討を要することから、必然的に複数年に渡る取

組が必要となる。

したがって、今後も引き続き、早期実用化をめざした第１世代の継続研究と第２世代

の実証システム構築に向けた研究が必要であり、併せて、第３世代として求められる技

術・機能等の研究も望まれるとの結論に至ったものである。



技 術 資 料



    -    - 65

技術資料  各種変調方式の実効伝送速度等のシミュレーション結果  
 
 
１ 変調方式による誤り率のシミュレーション   
本編４．３（P37）について、各変調方式の 
① 受信入力電圧（Er）対 ビット誤り率（BER） 
② 受信入力電圧（Er）対 フレーム誤り率（FER） 
のシミュレーション結果を列記する。 
 

 
１．１ 受信入力電圧（Er）対 ビット誤り率（BER） 
先ず初めに、伝送特性の基礎データである『受信入力電圧（Er）対ビット誤り率（BER）特
性』を以下に示す。本データからサービス品質を直接推定することはできないが、シミュレー

ションの第１ステップとして掲載している。 
シミュレーション結果としては、各変調方式、各伝搬路条件に対し、BER（＝誤り訂正前

BER）、硬判定ビタビ復号（＝誤り訂正後 BER）、軟判定ビタビ復号（＝誤り訂正後 BER）の
３種類をプロットした。また、シミュレーションの正常性を確認するため BER には理論値を
併記した。 
「受信入力電圧 対 誤り訂正前 BER」は、静特性（図中では「BER理論値（static）」と表
記）とレイリーフェージング特性（遅延波無しのフェージング。図中では「BER特性（Fading）」
と表記。）については理論値が存在するが、マルチパスに関しては一般に理論値は存在しない。

従って、マルチパス・フェージングに関しては比較参照用として併記したので、遅延波の影響

について確認されたい。（図１－３～図１－５参照） 
なお、図１－１、図１－２において、π/4シフト QPSK（遅延検波）以外は同期検波のため、
理想的同期検波を前提としている「BER理論値」に対して 1～2dBの劣化が見られる。これは、
理論値ではパイロットシンボルへの雑音相加による特性劣化を考慮していないことによる。 
一方、「受信入力電圧 対 誤り訂正後 BER」については、畳込み符号のビタビ復号に関す
る理論値が一般には存在しないことから理論値は割愛した。 
図１－１～図１－５では、受信機の雑音指数は 8dB（従って、内部雑音電圧の二乗平均値は
－10.8dBμ）とし、外来雑音が無い場合の特性を示した。なお、横軸の平均受信入力電圧は、
線形変調による包絡線変動、及び、フェージングによる瞬時値変動のバースト内二乗平均値を

示している。また、マルチパス･フェージングについては、先行波の値を示している。（遅延波

との合成値ではない。） 
 
平均受信入力電圧がある程度以上大きい場合、誤り訂正前 BER＞硬判定ビタビ＞軟判定ビタ
ビの順となる。 
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図１－１ 受信入力電圧（Er）対ビット誤り率（BER）  静特性 
 
 
静特性における誤り訂正前 BER は、ほぼ理論値と同一となり、シミュレーションの正常性
が確認できた。 
誤り訂正後 BER は、硬判定ビタビ復号では誤り訂正前 BER が 10%近傍、軟判定ビタビ復
号では誤り訂正前が BER20%近傍で特性が逆転している。 

BER1%で比較すると、4値系（π/4シフトQPSK）は硬判定で約 3dB、軟判定で 5dBの改
善が見られるが、16値系では硬判定で約 4dB、軟判定で約 7dB、64値系では硬判定で約 5dB、
軟判定で 8～9dBの改善効果が得られている。
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図１－２ 受信入力電圧（Er）対ビット誤り率（BER）  レイリーフェージング特性（マルチパス無しで計算） 

 
 
静特性と同様、レイリーフェージング特性における誤り訂正前 BER は、ほぼ理論値と同一
となり、シミュレーションの正常性が確認できた。ただ、π/4シフトQPSKの 13Hzフェージ
ング特性が理論値より良くなっている（BERが低い）のは、サンプル数が少ないのでデータに
多少偏りがあるためと推測される。 
誤り訂正後 BER は、硬判定ビタビ復号では誤り訂正前 BER が 5～8%近傍、軟判定ビタビ
復号では誤り訂正前が BER20%近傍で特性が逆転している。BER1%で比較すると、4値系（π
/4シフト QPSK）は硬判定で約 2dB、軟判定で約 7dBの改善が見られるが、16値系では硬判
定で 3～4dB、軟判定で 7～8dB、64値系では硬判定で 4～5dB、軟判定で約 8dBの改善効果
が得られている。
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 次に、マルチパスモデルで示した端末局が、移動中で通信をする場合のシミュレーション結果
を以降に示す。（先行波と遅延波の 2パスモデル。先行波と遅延波は平均レベル差 10dB、最大
ドップラー周波数 13Hzとした。） 
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       図１－３ 受信入力電圧（Er）対ビット誤り率（BER）  マルチパス特性（到達時間差 20μs） 
 
 

D/U=10dB、到達時間差τ=20μsのマルチパス・フェージングでは、訂正前 BERにおいて
顕著なフロア（受信入力電圧が増加しても一定値以上 BER が改善されない現象）があること
がわかる。誤り訂正後 BERでは、単一キャリア方式の 16QAM、64QAMでフロアが確認され
るものの、他の方式では、特に軟判定ビタビ復号では、フロアは観測されない。 
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図１－４ 受信入力電圧（Er）対ビット誤り率（BER）   マルチパス特性（到達時間差 40μs）   

    
 
到達時間差τ=40μsでは、軟判定ビタビ復号に着目すると、単一キャリア方式では BER 

4%～20%のフロアが現れるが、マルチサブキャリア方式では、M16QAMではフロアは観測
されず、M64QAMでは約 0.2%のフロアが観測される程度である。 
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図１－５ 受信入力電圧（Er）対ビット誤り率（BER）   マルチパス特性（到達時間差 62.5μs）   

 
 
到達時間差τ=62.5μｓでは、前項と同様、軟判定ビタビ復号に着目すると、単一キャリア
方式では BER 5%～20%のフロアが現れるが、マルチサブキャリア方式では、M16QAMでは
フロアは観測されず、M64QAMでは約 2%のフロアが観測される程度である。 
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１．２ 受信入力電圧(Er) 対 フレーム誤り率(FER) 
シミュレーションの第 2ステップとして、IP通信のサービス品質を推定するための重要な指
標である『受信入力電圧（Er）対フレーム誤り率（FER）特性』を示す。フレーム誤り率とは、
一般には誤り訂正符号単位の受信成功率（復号誤りが１ビットも無い確率）の補数（即ち、各

誤り訂正符号において１ビット以上の復号誤りを生じる確率）を指すが、本シミュレーション

では、変調方式によってはバースト内で符号多重を行っている場合もあることから、TDMAフ
レームとの混同を避けるため、本文中ではユニット誤り率とも表記している。 
本シミュレーションが前提とした伝送フォーマットでは、誤り訂正符号毎に CRC が付加さ
れており、誤り訂正符号毎の再送制御が可能な構造となっている。従って、ここではフレーム

誤り率は再送率の下限値を与えることになる。 
なお、前節と同様、受信機の雑音指数は 8dB（従って、内部雑音電圧の二乗平均値は－10.8dB
μ）とし、外来雑音が無い場合の特性を示した。 
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図１－６  受信入力電圧（Er）対フレーム誤り率（FER）   静特性 
 

 
静特性において、各変調方式により、FER が 0 に収束する平均受信入力電圧が異なるのが
分かる。 
π/4 シフトQPSK が最も低い値となり、次いで 16QAM 及びM16QAM 、更に 64QAM 及
びM64QAM の順となった。 
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図１－７  受信入力電圧（Er）対フレーム誤り率（FER）   レイリーフェージング特性 

 
 
レイリーフェージング特性においては、FER が 0 に収束するまでの傾きが緩やかになって
いる。 
平均受信入力電圧が増加しても、FERが徐々にしか低下しないことを示している。 
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図１－８ 受信入力電圧（Er）対フレーム誤り率（FER）   マルチパス特性（到達時間差 20μs） 
 
 

D/U=10dB 、到達時間差τ=20 μs のマルチパス特性においては、硬判定ビタビ復号にお
ける FER でフロアがあることが分かる。軟判定ビタビ復号においても、単一キャリア方式で
FERのフロアが見られる。特に、16QAM と 64QAM が顕著である。 
また、マルチサブキャリア方式（M16QAM 及び M64QAM）は単一キャリア方式に比べて
劣化量が少ないことが確認できる。 
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図１－９ 受信入力電圧（Er）対フレーム誤り率（FER）   マルチパス特性（到達時間差 40μs） 
 
 
到達時間差τ=40 μs では、軟判定ビタビ復号においても、単一キャリア方式で FER の著
しいフロアが見られる。 
また、M64QAM でも幾分フロアが見られるが、M16QAM ではフロアは見られない。 
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図１－１０ 受信入力電圧（Er）対フレーム誤り率（FER）   マルチパス特性（到達時間差 62.5μs） 
 
 
到達時間差τ=62.5 μs では、軟判定ビタビ復号において、単一キャリア方式で FER の上
昇が進行している。 
また、M64QAM でもフロアの更なる上昇が見られるが、M16QAM ではフロアは見られな
い。 
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２ スループットのシミュレーション 
シミュレーションの第 3ステップとして、前項のフレーム誤り率のシミュレーションを基に、各
変調方式のスループット（実効伝送速度）を計算により求めた。なお、本計算では条件として、4
スロット同時割当において、スロット毎に逐次的な部分再送形の再送制御（あるユニットの ACK
信号を受信できなかった場合、または、NACK信号を受信した場合、そのユニット（誤り訂正符号）
のみを選択的に再送）を行ったと仮定して、次式により算出した。 

 

( ) ( )21 FER−×　最大伝送速度実効伝送速度＝　  

 
 
なお、最大伝送速度は、本編 P34表４.２－３に示した通りであり、以下に再掲する。 
 

表２ 最大伝送速度 
変調方式 最大伝送速度 

π/4シフト QPSK 9.6 kbit/s 
16QAM 17.6 kbit/s 
64QAM 26.4 kbit/s 

M16QAM 16.0 kbit/s 
M64QAM 24.0 kbit/s 

 
前節と同様、受信機の雑音指数は 8dB（従って、内部雑音電圧の二乗平均値は－10.8dBμ）とし、
外来雑音が無い場合の特性を示した。 

 



    -    - 78

 
π/4ｼﾌﾄQPSK

static

0

5

10

15

20

25

30

-10 -5 0 5 10 15 20

平均受信入力電圧[dBμ]

実
効
伝
送
速
度
[k
b
/s
]

  

16QAM

static

0

5

10

15

20

25

30

-10 -5 0 5 10 15 20

平均受信入力電圧[dBμ]

実
効
伝
送
速
度
[k
b
/s
]

 
64QAM

static

0

5

10

15

20

25

30

-10 -5 0 5 10 15 20

平均受信入力電圧[dBμ]

実
効
伝
送
速
度
[k
b
/
s]

  

M16QAM

static

0

5

10

15

20

25

30

-10 -5 0 5 10 15 20

平均受信入力電圧[dBμ]

実
効
伝
送
速
度
[k
b
/s
]

 
M64QAM

static

0

5

10

15

20

25

30

-10 -5 0 5 10 15 20

平均受信入力電圧[dBμ]

実
効
伝
送
速
度
[k
b
/
s]

0

2

-1

0

-505101520

硬判定

軟判定

 
 

図２－１  実効伝送速度   静特性 
 
 
静特性において、各変調方式により、実効伝送速度の最大値に収束する平均受信入力電圧が

異なるのが分かる。 
π/4シフト QPSKが最も低い値となり、次いで 16QAM及びM16QAM、更に 64QAM及び

M64QAMの順となった。 
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図２－２ 実効伝送速度   レイリーフェージング特性 
 

 
レイリーフェージング特性においては、実効伝送速度の最大値に収束するまでの傾きが緩や

かになっている。平均受信入力電圧が増加しても、実効伝送速度が上昇しないことを示してい

る。
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図２－３ 実効伝送速度   マルチパス特性（到達時間差 20μs） 
 

D/U=10dB、到達時間差τ=20μsのマルチパス特性においては、硬判定ビタビ復号における
実効伝送速度の最大値が低下していることが分かる。軟判定ビタビ復号においても、単一キャ

リア方式で実効伝送速度の低下が見られる。特に、16QAMと 64QAMが顕著である。 
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図２－４ 実効伝送速度  マルチパス特性（到達時間差 40μs） 
 
 
到達時間差τ=40μsでは、軟判定ビタビ復号においても、単一キャリア方式で実効伝送速度
の著しい低下が見られる。また、M64QAMでも幾分最大値の低下が見られるが、M16QAMで
は最大値の低下は見られない。 
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図２－５  実効伝送速度  マルチパス特性（到達時間差 62.5μs） 
 

 
到達時間差τ=62.5μsでは、軟判定ビタビ復号において、単一キャリア方式で実効伝送速度の低
下が進行している。また、M64QAM でも最大値の更なる低下が見られるが、M16QAM では最大
値の低下は見られない。
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３ サービスエリアのシミュレーション 
シミュレーションの最終ステップとして、前章のスループットのシミュレーションシミュレー

ション結果から、回線設計モデルに基づく確率計算（モンテカルロ法）によりサービスエリア（基

地局からの距離対実効伝送速度）を算出した。なお、サービスエリア算出で使用した回線設計モ

デルを表３に示す。 
表３  回線設計モデル 

 
なお、本編Ｐ36 ４.２(４)仮想伝搬路で想定したマルチパスは、サービスエリアの周辺部（基
地局からの距離 10ｋｍ近傍の地点）における条件としていることから、図３－３～図３－５では、
10ｋｍ近傍以外は参考値として掲載している。基地局近傍の特性については、図３－１、図３－
２を参照されたい。 
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図３－１  サービスエリア  静特性及び低速レイリーフェージング特性 

 
基地局から 10km前後の円環状のエリアにおける実効伝送速度の平均値は、π/4シフトQPSK
で 6.3kb/s、16QAMで 9.3kb/s、64QAMで 9.3kb/s、M16QAMで 8.5kb/s、M64QAMで 8.3kb/s
となった。 
ゾーンのフリンジにおいて停止状態の回線では、16QAM と 64QAM が 9.3kb/sで実効伝送速
度の平均値が最大であった。 

項　目 規定値 備　考

基地局実効輻射電力(ERP) 10Ｗ 153+2.15=155.15dBμ

基地局実効空中線高 30m 距離減衰係数　α=3.52

回線周波数 260MHz

伝搬路特性
市街地

（中小都市モデル）
短区間中央値変動分布の
標準偏差　σ=5.6dB

端末局実効空中線高 1.5m

端末局空中線利得 2.15dBi

端末局給電線損失 1.0dB

端末局等価雑音帯域幅 16kHz

端末局受信機雑音指数 8dB

端末局外来雑音レベル -5dBμ 総合雑音レベル=-4.0dBμ

内部雑音レベル=-10.8dBμ
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図３－２  サービスエリア  レイリーフェージング特性 

 
レイリーフェージング特性においては、基地局から 10km前後の円環状のエリアにおける実効
伝送速度の平均値は、π/4シフト QPSKで 6.6kb/s、16QAMで 9.4kb/s、64QAMで 9.5kb/s、
M16QAMで 8.8kb/s、M64QAMで 8.4kb/sとなった。 
ゾーンのフリンジにおいて最大ドップラー周波数 13Hz の回線では、64QAM が 9.5kb/s で実
効伝送速度の平均値が最大であった。 

 
 

スループット
2ﾊﾟｽ τ=20μｓ，D/U=10dB，fD=13Hz ﾚｲﾘｰﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ
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図３－３  サービスエリア  マルチパス特性（到達時間差 20μs） 

 
 
マルチパス特性（到達時間差 20μs）においては、基地局から 10km前後の円環状のエリアに
おける実効伝送速度の平均値は、π/4シフトQPSKで 6.0kb/s、16QAMで 8.0kb/s、64QAMで
6.2kb/s、M16QAMで 8.7kb/s、M64QAMで 8.4kb/sとなった。 
ゾーンのフリンジにおいてD/U=10dB、到達時間差τ=20μs、最大ドップラー周波数 13Hzの
回線では、M16QAMが 8.7kb/sで実効伝送速度の平均値が最大であった。 
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スループット

2ﾊﾟｽ τ=40μｓ，D/U=10dB，fD=13Hz ﾚｲﾘｰﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ
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     図３－４  サービスエリア  マルチパス特性（到達時間差 40μs） 

 
マルチパス特性（到達時間差 40μs）においては、基地局から 10km前後の円環状のエリアに
おける実効伝送速度の平均値は、π/4シフトQPSKで 4.4kb/s、16QAMで 4.7kb/s、64QAMで
2.0kb/s、M16QAMで 8.7kb/s、M64QAMで 7.4kb/sとなった。 
ゾーンのフリンジにおいて D/U=10dB、到達時間差τ=40μｓ、最大ドップラー周波数 13Hz
の回線では、M16QAMが 8.7kb/sで実効伝送速度の平均値が最大であった。 
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 図３－５  サービスエリア  マルチパス特性（到達時間差 62.5μs） 

 
マルチパス特性（到達時間差 62.5μs）においては、基地局から 10km前後の円環状のエリア
における実効伝送速度の平均値は、π/4シフト QPSKで 3.6kb/s、16QAMで 3.2kb/s、64QAM
で 0.7kb/s、M16QAMで 8.3kb/s、M64QAMで 5.8kb/sとなった。 
ゾーンのフリンジにおいて D/U=10dB、到達時間差τ=62.5μs、最大ドップラー周波数 13Hz
の回線では、M16QAMが 8.3kb/sで実効伝送速度の平均値が最大であった。 
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参考資料１  主な自営無線システムの概要 
 
代表的な自営無線システムである都道府県防災行政無線システム、市町村防災行政無線システム、

消防無線システム、MCA 無線システム、タクシー無線システムについて、その概要、特徴及び通
信方式等を次に示す。 
 

１ 都道府県防災行政無線システム 

(1) 概 要 

都道府県防災行政無線システムは都道府県と市町村、防災関係機関との間を結ぶ無線網であ

り、地域防災計画に基づく災害情報の収集・伝達等を行うものである。 
本システムは、「衛星系」、「固定系（多重系／単一系）」、「テレメータ系」、「全県移動系」及

び「地区移動系」の各通信系から構成される。 
固定系（多重系／単一系）及びテレメータ系は、各都道府県庁を中心に、その出先機関、市

町村役場、指定地方防災関係機関を固定回線で結び、電話、ファクシミリ及び低速データの通

信が可能となっている。 
全県移動系と地区移動系は、その県内を移動範囲として情報の収集、伝達を行うとともに、

ヘリコプター等からの画像も伝送することもできる。 
また、衛星系は、全国の都道府県と政令指定都市が通信衛星を利用して防災行政無線の機能

の拡充強化、行政情報の伝達、地域からの情報発信を目的に「地域衛星通信ネットワーク」が

構築されている。 

【固定系】

【地区移動系】

(Ｂ町)

中継所

観測所

【全県移動系】

【固定系】

(支 部)

災害対策地方支部

(都道府県庁)

災害対策本部

(Ａ市)

【固定系】

【ﾃﾚﾒｰﾀｰ系】

【衛星通信系】

関係機関

(支部) 【固定系】

【固定系】

【地区移動系】

(Ｂ町)

中継所

観測所

【全県移動系】

【固定系】

(支 部)

災害対策地方支部

(都道府県庁)

災害対策本部

(Ａ市)

【固定系】

【ﾃﾚﾒｰﾀｰ系】

【衛星通信系】

関係機関

(支部) 【固定系】

 図１－１ 都道府県防災行政無線システム概念図 
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都道府県防災行政用無線システムは地上系回線と衛星系回線による構成を基本に、都道府県

が整備を図っている。 
この地上系回線のうち、支部局と端末局を結ぶ端末回線で使用されてきた 60MHz帯につい
ては、市町村防災行政用無線の需要増大等により周波数の逼迫状況が著しいことから、現在、

400MHz帯への周波数移行が進められている。この回線はアナログ方式の単一回線で 10局前
後の端末局で共用しているため災害発生時の通信量の増加に十分対応できないとの指摘や、多

様化・高度化する情報に適した伝送路を確保することが求められていた。 
そこで、狭帯域デジタル通信方式を導入し、通信機能の向上により現行アナログ方式の問題

点を改善するとともに、周波数利用効率の向上、データ伝送機能の向上による通信の高度化、

秘話機能の向上などを図ったのが、「都道府県防災デジタル無線システム」である。 
都道府県防災デジタル無線システムは、統制局、基地局及び端末局（車載、携帯、半固定）

で構成される。統制局と基地局間は 7.5GHz帯及び 12GHz帯の多重無線装置で接続し、基地
局と端末局間を 400MHz帯デジタル無線回線で接続する。 
 本システムの概念図を図１－２に示す。 

図１－２  都道府県防災デジタル無線システムの概念図 
 
(2) 特 長 
ア 同時に複数の通信が可能 
周波数利用効率が向上したため、現行アナログ方式と同一の周波数間隔 12.5kHzで比較
すると 2倍の通話路を確保できる。 
 
イ 通話中の一斉通信 

TDMA方式の場合、1対の無線周波数を使用して、統制局から複数端末局に対して一斉
通信を行い、別チャンネルで双方向通信を同時に実現できる。これは現行のアナログ方式

にはない、デジタル方式特有の機能である。 
 
ウ FAX通信 
本システムの情報速度が 6.4kbpsであり、汎用 FAXの通信速度と整合を取る必要があ
る。 

統制局

基地局

多重無線回線

端末局（半固定） 端末局（車載） 端末局（携帯）

400MHz帯ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線回線

統制局

基地局

多重無線回線

端末局（半固定） 端末局（車載） 端末局（携帯）

400MHz帯ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線回線
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このため、FAX通信は、統制局には FAXサーバ、端末局には FAXアダプタを設置した
蓄積交換方式で行う。端末局は FAX アダプタで画情報のアナログ／デジタル変換及び蓄
積を行う。 

FAXアダプタを有しない他網の FAXと通信する場合は、統制局の FAXサーバを経由す
る「セカンドダイヤル方式（他網からの場合はサーバが相手局番号入力を促すメッセージ

を音声で応答し、相手局番号を PBで入力する方式）」となる。 
FAXアダプタ又はFAX蓄積装置とFAX本体の間の伝送速度は最大速度 14400bpsの通
信が可能であるが、無線区間は伝送路の速度に制限されるために最大速度 6.4kbps程度と
なり、伝送速度が異なることから、完全に蓄積してから通信を開始する方式とする。 

 
エ データ通信 
データ通信は統制局のルータを中心としたコネクション型（End～Endでリンクを確立
後、データを転送する）通信方式とし、統制局と半固定端末局に市販品のダイヤルアップ

ルータを設置し、統制局と端末局間の通信路を確立後はルータ間で IP 通信を行うものと
する。 
リアルタイム通信ではあるが、通信速度は最大 6.4kbps程度となる。 

 

(3) 通信方式の概要 

都道府県防災デジタル無線システムの主な導入事例における通信方式の概要を以下に示す。 
 

表１  都道府県防災デジタル無線システムの通信方式の概要 
 
 
 

 

 

２ 市町村防災行政無線システム 

市町村が災害情報を収集し、また、地域住民に対し災害情報を周知するために整備している無線

網であり、市町村庁舎と屋外拡声器（スピーカ）や家庭内の戸別受信機を結ぶ「同報系」、市町村庁

舎（基地局）と車載型・可搬型の無線電話装置間または無線電話装置相互間で運用される「移動系」

で構成されている。 
本システムの概念図を図２に示す。 

 
 

導入事例１ 導入事例２

周波数帯 400MHz帯 400MHz帯

変調方式 π／4シフトQPSK π／4シフトQPSK

周波数間隔 25kHz 6.25kHz

アクセス方式 TDMA FDMA／SCPC

多重数 4 1

伝送速度 32kbps 9.6kbps

情報速度 6.4kbps／ch 6.4kbps  
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図２  市町村防災行政無線システムの概念図 
 

２．１ 防災行政用デジタル同報無線システム 

(1) 概 要 

デジタル同報無線システムは、現在 60MHz帯のアナログ方式で運用されている。 
これをデジタル化することにより、従来の屋外拡声子局や個別受信機による拡声放送を中心

としたシステム機能に加え、双方向通信、データ通信等を可能とし、画像による災害情報の収

集、避難場所等との情報交換、文字表示盤による防災行政情報の周知などにも利用できるよう

になった。基本的な構成は現行のアナログシステムと同様であり、役場内に設置される親局設

備や中継局設備、避難場所ほかに設置される屋外拡声子局及び戸別受信機により構成される。

デジタル同報系の構成図を図２．１－１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図

図２．１－１  デジタル同報系の構成図 

(車載)移動局 

(携帯・可搬)移動局 

戸別受信機 

路上設置型屋外拡声器 

屋上設置型屋外拡声器 

(市町村災害対策本部)
移動系基地局 
同報系親局

 

移
動
系 

 

同
報
系

大木

 

 

 デジタル戸別受信機 

デジタル屋外送受信装置機 

（拡声受信、複信連絡通話） 

デジタル中継局 デジタル親局 

卓装置 

アナログ親局 アナログ中継局 
アナログ子局（屋外、戸別） 

親局無線装置 中継局無線装置 
複信リモコン 
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(2) 特 長 

現行システムとデジタル同報無線システムとの比較を図２．１－２に示す。 

図２．１－２  現行システムとデジタル同報無線システムの比較 
 
デジタル同報無線システムの主な特長を以下に示す。 

ア 双方向通信 

役場と避難場所との情報連絡において、電話ように送信と受信を同時に行うことが可能と

なる。 

イ 複数チャネル化 

役場から住民への情報伝達中に、職員等の招集連絡または災害現場からの緊急通信が可能

となる。 

ウ データ通信 

画像による情報収集ができるとともに、文字情報による伝達が可能となる。 

エ 他システムとの親和性 

各種情報、データの伝送・蓄積・加工が容易である。 

オ 同時複合サービスの実現とデータ伝送機能の強化 

① 声中の緊急連絡通話 
② 拡声＋文字放送 
③ 拡声中のテレメータ情報収集 
④ 画像・文字データの伝送 
⑤ 画像（静止画・準動画）＋各種センサー 

   ※ 同時複合サービスについて、図２．１－３（次頁）に示す。 
 

(3) 通信方式の概要 

デジタル同報系の通信方式の概要を以下に示す。 
① 周波数帯      ： 60MHz帯（54MHz～70MHz） 
② チャネル間隔   ： 15kHz 
③ 多元接続方式    ： 時分割多元接続（TDMA）方式 

役場
固定系親局

屋外拡声子局

戸別受信機

役場
固定系親局

屋内端末
（複信通信、データ伝送）

屋外送受信装置
（監視カメラ、文字表示、
テレメータ監視）

戸別受信機
（文字表示、静止画配信）

現行のシステム デジタル同報系

役場
固定系親局

屋外拡声子局

戸別受信機

役場
固定系親局

屋内端末
（複信通信、データ伝送）

屋外送受信装置
（監視カメラ、文字表示、
テレメータ監視）

戸別受信機
（文字表示、静止画配信）

現行のシステム デジタル同報系 
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拡声中のﾃﾚﾒｰﾀ情報収集　拡声中の緊急連絡通話　

・親局が拡声通報中であっても　
　子局からの連絡通信（単信）が
　が行える。

画像・文字データの伝送　

・親局が拡声通報中であっても
　子局からﾃﾚﾒｰﾀ情報・監視情
　報、文字表示盤への文字伝　
　送等が行える。　

・親局が拡声通報中であっても　
　河川水位、気象情報等観測　　
　データの収集が行える。

拡声中のﾃﾚﾒｰﾀ情報収集　拡声中の緊急連絡通話　

・親局が拡声通報中であっても　
　子局からの連絡通信（単信）が
　が行える。

拡声中の緊急連絡通話　

・親局が拡声通報中であっても　
　子局からの連絡通信（単信）が
　が行える。

画像・文字データの伝送　

・親局が拡声通報中であっても
　子局からﾃﾚﾒｰﾀ情報・監視情
　報、文字表示盤への文字伝　
　送等が行える。　

・親局が拡声通報中であっても　
　河川水位、気象情報等観測　　
　データの収集が行える。

 

 

図２．１－３  同時複合サービスの実現 

④ 伝送速度     ： 45kbps以下 
⑤  通信方式     ： 同報通信・単向通信・単信・複信・半複信の 5方式 
⑥ 占有周波数帯幅  ： 15kHz 
⑦ 変調方式     ： 16QAM 
⑧ 空中線電力    ： 10W以下 

 
２．２ 市町村デジタル移動通信システム 

(1) 概要 

市町村デジタル移動通信システムは、市町村と防災関係機関・生活関連機関との情報収集・

連絡を目的とする移動系の無線システムが地域防災無線システムである。 
災害時には、市町村の災害対策本部を中心にして防災関係機関（消防・警察）、生活関連機

関（電力・水道・ガス）、避難所・学校・病院などとを無線ネットワークで結び、災害直後か

らの迅速な対応、混乱時における正確な情報収集・情報連絡に使用する。また、平常時には自

営無線システムの利点を活かし、役場の業務連絡や行政連絡に利用することで業務の効率化や

コスト削減を図ることができた。近年の大規模災害の発生を受けて、市町村防災無線システム

にもこれまで以上に多様化・高度化した通信ニーズ（データ伝送・画像伝送等）への対応が求

められていた。また、平常時の有効活用を図るために、更なる使いやすさが求められている。 
これらの要求を同時に満足するべく、『市町村デジタル移動通信システム』は、アナログ方

式の地域防災無線システム（800MHz帯）や移動系無線システムから更に高度化したシステム
として、また、防災無線の機能と携帯電話の使いやすさを兼ね揃えたシステムとして構築され

た。 
市町村デジタル移動通信システムは、災害発生時に迅速な情報収集や指揮命令等、円滑な通

信手段を確保するとともに、データ及び静止画伝送等の多様化する通信ニーズに柔軟に応じ、

かつ近接市町村からの応援や他の防災関係機関、生活関連機関等と連携が容易な地域的な防災

行政無線等の高度化を図る事を目的とした、公共用途の移動通信システムと位置付けられる。 
本システムは、地域防災無線システムと市町村防災行政無線移動系システムを統合したシス

テムとして、最新の狭帯域デジタル通信方式を活用した高度なシステムを構築するものである。

『市町村デジタル移動通信システム』（260MHz帯）の概念図を図２．２に示す。 
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(2) 通信方式の概要 
市町村デジタル移動通信システムの通信方式の概要を以下に示す。 
① 変調方式  ：π／4シフト QPSK 
② 周波数帯  ：260MHz帯 
③ 周波数間隔  ：25kHz 
④ アクセス方式     ：TDM-TDMA（時分割－時分割多元接続方式） 
⑤ 多重数  ：4多重 
⑥ 音声符号化速度 ：6.4kbps 

 

(3) 従来システムとの比較 

市町村デジタル移動通信システムと従来のシステムとの比較を表２．２に示す。 
 

表２．２  市町村デジタル移動通信システムと従来システムとの比較 

図２．２ 市町村デジタル移動通信システムの概念図 

市役所（統制局）

基地局

基地局用

無線装置

有線

（高速デジタル専用線）

個別（複信方式）
グループ（単信方式）

車携帯型

車携帯型

市役所（統制局）

基地局

基地局用

無線装置

有線

（高速デジタル専用線）

個別（複信方式）
グループ（単信方式）

車携帯型

車携帯型

 

地域防災無線システム
（800MHz帯）
アナログ方式

市町村防災移動系システ
ム

（400MHz帯）
アナログ方式

市町村デジタル移動通信
　　　　　　　システム
（260MHz帯）
デジタル方式

複信通信 × × ○
音質 ○ ○ ○

サービスエリア
△

移動系より狭い
○

○
400MHz帯移動系と同等

PBX通信
（庁舎内PBX)

× × ○

他系通信 ○
△

全国共通波１波のみ
○
可能

チャンネル数
直接通信30(全国共通)
中継通信4(専用)

市町村波1
全国共通1

直接通信16(全国共通)
基地局通信 最大15(専

拡張性
△
制限あり

×
拡張性ほとんど無し

○
拡張性あり  
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(4) 主な特長 
ア 同時に複数の通信が可能 
基地局との通信は複信で最大 15通話、端末局同士の直接通信は最大 16通話が可能であ
る。 
イ 使いやすさ 
個別通信では電話と同じ感覚で話せる複信通話機能を実現し、プレストーク操作が不要。 
ウ 豊富な通信方式 
① 一般通信：統制局と端末局、端末局相互間で双方向通信が行える。 
② 一斉通信：統制局から全ての端末局または任意のグループに対して一斉片方向通信      

が行える。 
③ 統制通信：統制局の操作によって、特定の端末局と双方向通信が行える。 
④ 緊急連絡通信：端末局から統制局に対し、ワンタッチ操作で緊急連絡をすることが

できる。 
エ 内線電話接続（PBX通信） 
庁舎内 PBXと接続することで、内線電話との通話ができる。また、半固定局側でも PBX
と接続できるので、内線通話を無線回線で実現できる。 
オ 近隣市町村との相互接続通信（応援通信） 
大規模災害の発生時、近隣市町村との相互応援を目的とした通話が可能。 
カ 非音声通信への拡張性 
① 無線 FAX通信 
② 静止画伝送 
③ 文字伝送（定型文・自由文メッセージ） 
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３ 消防無線システム 

(1) 概要 

一般に、消防無線システムは各自治体の消防本部ごとに整備が進められている。 
ここでは消防無線システムの位置付けを明確にするため、わが国で最大規模の東京消防庁の

現状について述べる。 
現在、東京消防庁では、東京都 23 区内からの 119 番通報は、千代田区大手町の本部庁舎
に設置されている「災害救急情報センター」が、また、多摩地域内の 119番通報は、立川市
に設置されている立川消防合同庁舎に付設された「多摩災害救急情報センター」が受信し、

各消防署に消防ポンプ車、救急車などの出場を指令している。 
このセンターでは無線を利用して、災害現場などに出場している消防ポンプ車や救急車な

どに対して、現場活動に必要な情報をタイムリーに送信し、効果的な消防活動を支援してい

る。一方、災害現場からは本センターに対し、災害状況の報告や応援の要請などが行われて

いる。 
次に、東京消防庁が初めて無線

を導入した時期と、現在使用して

いる無線の種類を紹介する。 
現在、東京消防庁の無線通信系

は、警防本部（災害救急情報セン

ター）と出場隊間を結ぶ移動通信

系、災害現場における指揮者と隊

員間を結ぶ携帯通信系、本部庁舎、

方面本部、消防署および出張所の

消防庁舎間を結ぶ固定通信系、そ

の他の通信系に分類されている。

これら消防無線通信網の関係を図

３に示す。 
 
次に、図に記した各無線系の概

要を示す。 

 

ア 消防無線 

災害救急情報センターと、ポンプ車、化学車、はしご車などの消防車両との間および消

防車両間を結ぶ通信系のことで、全ての消防車両には単信方式の車載無線機が備え付けら

れている。 
周波数は、東京消防庁管轄下全域で使用する東京消防庁共通波、データ波（ファクシミ

リの伝送等で使用）、全国共通波（大規模な災害が発生した時、全国の消防機関が相互応

援時に使用）に分かれている。 
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図３ 東京消防庁における消防無線通信の関係 
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イ 救急無線 

救急隊と災害救急情報センター並びに救急病院との間を結ぶ通信系である。 
複信方式で通信が行えることから、救急隊と医療機関との直接電話接続、観察情報の送

信、病院情報の検索などが可能で、救急患者の救護活動が的確に行える。 

ウ 水上無線 

災害救急情報センターと消防艇との間を結ぶ通信系である。 
消防艇は、東京湾内を航行中でも災害救急情報センターと交信を行うことから、水上無

線系の無線機には、150MHz帯の消防無線の電波に比べて、到達距離が長い 27MHz帯の
周波数が使用されている。 

エ 無線ファクシミリ 

有線ファクシミリの電話線に当たる部分を、無線回線に置き換えたものである。災害現

場の状況などを災害救急情報センターに電送し、また、災害救急情報センターから災害現

場に消火活動などに必要な資料を電送して、消防活動を支援するために用いられている。 

オ 航空無線 

災害救急情報センターと消防ヘリコプター間およびヘリコプター相互間を結ぶ通信系

である。 

カ ヘリコプターテレビ電送システム 

山林火災や地震災害などのように災害現場が広範囲にわたるものや、高層建物火災のよ

うに地上からでは災害状況の把握が困難な時に、ヘリコプターに搭載したカメラで上空か

ら撮影した映像を、災害救急情報センターに電送して、災害活動を支援するシステムであ

る。 
キ 携帯無線 
災害現場などにおいて、各指揮者および消防隊員が携帯して、相互に指揮命令や情報連

絡の伝達手段として使用している通信系である。 
災害現場以外に、予約査察、消防特別警戒、消防訓練を行う時などにも使用している。 

 
このような各種の無線を用いて、災害救急情報センターと災害現場に出場した部隊・指揮

者・隊員相互間で、指揮、命令、情報の交換、報告などがスムーズに行われている。防火水

槽や消火栓などの消防水利が、消火活動を行う上での大切な命綱であると同じように、消防

無線も円滑な消防活動を行う上での大切な命綱となっている。 
一般に日本国内の消防無線は 150MHz 帯 70 波を用いた単信方式、救急無線としては

150MHz 帯 19 組波を用いた複信方式で、音声伝送を主体としたアナログ通信システムであ
る。但し、小規模消防機関の救急無線では単信方式を採用している場合もある。 
また、一部の大規模救急無線においては 400MHz帯 24組波を用いた音声伝送／データ伝
送を行っている。 
大規模消防機関では、現場活動用に 400MHz帯 17波を単信方式で用いるアナログ通信シ
ステムを署活動用無線として使用している。 
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(2) 問題点 

現状のアナログ方式の消防無線システムにおいては次のような問題点が指摘されている。 

ア 秘匿性が低く個人のプライバシーを保護できない。 
イ 画像伝送等のような大容量、高速データ伝送には不適当である。 
ウ 周波数の逼迫により増波が難しい。 

 
これらを踏まえ、現在、デジタル化のついての検討が進められているところである。 

 

４  MCA無線システム 

(1) 概要 

MCA 無線システムは、一定数の周波数を特定多数の利用者が共同で利用する MCA 方式
（Multi Channel Access System）を採用した業務用無線システムで、陸上移動通信分野（運
送業、製造・販売、タクシー等）において広く利用されている。 
システムは、事業主体が設置管理する「制御局」と、利用者が設置管理する「移動局」及

び「指令局」で構成され、利用者は、同じ識別符号を持った会社等のグループ単位ごとに無

線通話を行うことができ、他のグループとは通話できないようになっている。 
情報のやりとりは、指令局→MCA制御局→移動局と移動局→MCA制御局→指令局の双方
向で、必ず制御局を経由して行う。例えば、指令局または移動局から情報のやりとりをする

と、制御局は制御チャネルを通して発呼信号を受け、空いている通話チャネルを探して接続

し、空きチャネルがない場合は、予約をして、空いてから接続する。図４－１に MCA シス
テムの概念図を示す。 

図４－１  MCA無線システムの概念図 
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図４－２  MCA無線システムの構成図 
 

 
制御局には、あらかじめ複数の通信チャンネルが割り当てられ、ユーザ局からの要求に応

じて空きチャンネルを指定するという、有限な電波資源である周波数の利用効率を一層高め

た方式を採用している。このため、一回の通信時間は制限されていますが、混信のないクリ

アで秘話性の高い通信ができ、また、同報（一斉指令）機能を持ち、簡単な操作と低廉な利

用料金で使用できる。 
さらに、デジタル方式では、高速データ通信、マルチメディア通信や、制御局間広域接続、

PSTN（加入電話）接続等のサービスが受けられる。 
 

(2) 特長 

ア １回の通話は３分から５分間 
イ 混信に強く、クリアな音質 
ウ 同報（一斉指令）機能 
エ 周波数の利用効率が高い 
オ グループ通信機能 
 

(3) 通信方式の概要 

MCAシステムの通信方式の概要を表４に示す。 

MCA制御局
指令局と移動局、移動局相互の
通信を中継するための無線局

サービスエリアは、半径約15~30km

指令局 指令局 指令局

制御用チャンネル通話用チャンネル

各利用者の接続要求に応じて通話用
チャンネルを指定するための電波

移動局 移動局 移動局

MCA制御局
指令局と移動局、移動局相互の
通信を中継するための無線局

サービスエリアは、半径約15~30km

指令局 指令局 指令局

制御用チャンネル通話用チャンネル

各利用者の接続要求に応じて通話用
チャンネルを指定するための電波

移動局 移動局 移動局

 



- 99 - 

表４  MCAシステムの通信方式概要 

 
 

５  タクシー無線システム 

(1) 概要 

タクシー無線システムは、会社・営業所の配車部門に無線基地局を設置し、タクシー車両

側に陸上移動局を搭載して、営業所とタクシー車両間で無線を介して配車指示の通信・車両

位置情報の伝送等の通信を行うものである。タクシー会社ごとに基地局を設置するので分散

基地局方式と呼ばれている。 
これに対し、東京都特別区や横浜市のような大都市では、複数のタクシー事業者が協同組

合を組織して配車センターを置き、あるいは、同一事業系列の事業者が共同配車センターを

作り、これらの配車センターが一個所の鉄塔に基地局を集中して、タクシー車両の陸上移動

局と通信を行うシステムがある。これは集中基地方式といわれている。 
タクシー事業では、流し営業を別として、利用客への配車業務が重要であり、そのために

配車センターは車両位置を常に把握すること及びできる限り早く利用客の所へ配車するこ

とが必要である。これを実現する手段として、サインポスト－AVM（車両位置等自動表示シ
ステム）あるいは GPS-AVMによる車両位置情報、利用客へ配車する最適車両の選定と配車
指示等の伝送にタクシー無線を利用している。 

 

 (2) タクシー無線の高度利用 

タクシー無線を高度に利用したシステムとして以下のようなシステムが導入されている。 
タクシー無線を利用し、多様な情報・データを伝送するもので、車両の位置・動態情報が

配車センターに、配車指示がタクシー車両に伝える「無線の領域」と、タクシーと配車セン

ター両者の情報を適切な情報に加工する「コンピュータの領域」が統合・システム化されて

実現している。 

ア GPS-AVMシステム 

運行の稼働率向上、利用者をより早く安全に、確実に送迎する GPSナビゲーション
システム。 
イ CTI電話受付け自動配車システム 
 ナンバーディスプレイに対応する CTI受付けにより受注し、全車両中から利用者に最
適な車両を自動検索、データ伝送により「文字＋音声合成」で配車指示を行う自動配車

システム。 

デジタル方式
800MHz 1.5GHz 1.5GHz

制御局 40W以下 80W以下 40W以下
指令局 10W以下 5W以下 2W以下
移動局 10W以下 5W以下 2W以下

M16QAM（時分割多重）
2チャンネル単信及び複信

可

アナログ方式
周波数帯

送信電力

広域接続 一部地域で可

変調方式 周波数変調
通信方式 2周波単信
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ウ IC公衆電話対応配車サービス 

 IC公衆電話機に専用のオートダイヤル機能付 IC会員カードを挿入し、自動的に配車
センターのディスプレイに会員情報と IC 公衆電話の位置情報が表示され、迅速な配車
を行うシステム。 

エ 非常通報システム 

タクシーに不審な利用客が乗車した場合等の警察への通報、タクシー強盗にあった場

合等におけるタクシー非常通報システム。 
 

(3) 通信方式等 

ア 使用周波数 400MHz帯 241波 （12.5kHz間隔） 
イ 無線方式 アナログ FM（周波数変調） 
ウ 通信方式 集中基地方式：２周波半複信方式 

       分散基地方式：２周波単信方式または１周波単信方式 
   エ 通信形態 基地局～陸上移動局間の通信が基本 
オ 空中線電力 基地局 10W（集中基地局は 20W）以下、 

移動局 5W以下 
カ 空中線高 20m以下 
キ 移動範囲 事業区域内 

 
これら、タクシー無線を高度化することにより、経営の合理化、乗務員の負担軽減、利用者

サービスの向上、公共交通機関としての社会的貢献等のニーズを実現可能としている。 
しかし、音声通信とデータ通信が同一周波数で行われているためデータ収集時には音声通信

ができない等の「通信方法の問題」、大都市では割当周波数が逼迫して今日ではタクシー配車業

務に必要不可欠となってきている GPS-AVM の利用ができない等「周波数の問題」、また、中
小の都市においては営業エリア拡大に伴って前進基地局の設置あるいはアンテナの嵩上げが必

要となってもスムーズに周波数割当ができない等「チャネルプランの問題」がある。現在のタ

クシー無線においては、これらの問題を早急に解決していかなければならない。 
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参考資料２  狭帯域デジタル通信方式の概要 
平成 10年度 電気通信技術審議会答申（No.139）抜粋 

 
 
１  無線設備規則の抜粋 
狭帯域デジタル通信方式の無線局の周波数は、142～170MHz、255～275MHz、335.4～

470MHz 間であり、変調方式は、4 値デジタル変調又は 16 値デジタル変調でなければならな
い。チャンネル間隔及び隣接漏えい電力は、表１の通り。 

 
表１  変調方式別のチャンネル間隔及び隣接漏えい電力 

 
 
２  変調方式 
移動通信用の変調方式には、移動無線回線特有のフラットフェージング及び周波数選択性フェ

ージングに対して良好な性能が必要とされている。また、自営通信においては、情報信号として、

音声のみならずデータについても想定しておく必要がある。現在、実現可能な狭帯域変調方式と

しては、QPSK系変調方式、QAM系変調方式等がある。 
上記の要請を同時に満足する変調方式としては 2ビット／シンボルの伝送効率を有する 4値の
デジタル変調のπ／4シフト QPSK方式（QPSK：直交位相変調）及びオフセットQPSK、4ビ
ット／シンボルの伝送効率を有する 16値のデジタル変調の 16QAM方式（16値直交振幅変調）
及び M16QAM 方式（マルチサブキャリア 16 値直交振幅変調）が優れた性能を有している。各
変調方式の諸元や機能・性能を表２－１及び表２－２に示す。 

変調方式 分割方式 多重度 チャンネル間隔 漏えい電力

- 1 6.25kHz

2 12.5kHz

4 25kHz

1 12.5kHz

2 25kHz

2ch 12.5kHz

4ch 25kHz

- 1 6.25kHz

4 12.5kHz

6 25kHz

時分割複信方式 2 12.5kHz

4ch 12.5kHz

6ch 25kHz

4値デジタル

搬送波の周波数から、チャン
ネル間隔kHz離れた周波数の
(±変調信号の伝送速度の1/4)
の帯域内に輻射される電力
が、搬送波電力より55dB低い
値、または32μW以下。1W以下
の無線局の場合は45dB以下

時分割多重方式

時分割複信方式

時分割多元接続方式

16値デジタル

搬送波の周波数から、チャン
ネル間隔kHz離れた周波数の
(±変調信号の伝送速度の1/8)
の帯域内に輻射される電力
が、搬送波電力より55dB低い
値、または32μW以下。1W以下
の無線局の場合は45dB以下

時分割多重方式

時分割多元接続方式
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表２－１ 代表的なモデルシステムの諸元と到達距離 

 
 
 
 

モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ 現行FMシステム

π/4シフトQPSK π/4シフトQPSK オフセットQPSK 16QAM M16QAM FM

FDMA 又は SCPC TDMA TDMA FDMA TDMA SCPC

FDD FDD FDD FDD 又は TDD FDD FDD

1 4 4 1 又は 2 6 1

6.25kHz 25kHz 25kHz 6.25kHz 25kHz 12.5kHz

9.6kbps 32kbps 32kbps 16kbps 64kbps 0.3～3kbps (帯域）

0.2 0.5 0.5 0.25 0.2 -

約5dB 約3dB 約3dB 約10dB 約12dB 0dB

等価受信帯域幅 4.8kHz 16kHz 16kHz 4kHz 16kHz 8kHz

受信感度 +0.5dBu +7.0dBu +6.4dBu +3.0dBu +9.0dBu +5.2dBu

所要受信入力
電圧中央値

-1.1dBu +5.4dBu +4.8dBu +1.4dBu +7.4dBu +5.2dBu

許容伝搬損失 160.4dBu 153.9dBu 154.5dB 157.9dBu 151.9dBu 155.7dBu

到達距離 23km 15km 16km 19km 13km 17km

等価受信帯域幅 4.8kHz 16kHz 16kHz 4kHz 16kHz 8kHz

ダイバシティ方式 等利得合成方式 最大比合成方式 最大比合成方式 最大比合成方式 最大比合成方式 検波後切替方式

検波方式 遅延検波 遅延検波 準同期検波 準同期検波 準同期検波 リミッタ検波

受信感度 -4dBu +2.5dBu -1.5dBu -1.5dBu +0.5dBu +0.7dBu

所要受信入力
電圧中央値

-5.6dBu +0.9dBu -3.1dBu -3.1dBu -1.1dBu -0.9dBu

許容伝搬損失 164.9dB 158.4dB 162.4dB 162.4dB 160.4dB 160.2dB

到達距離 32km 20km 27km 27km 23km 23km

モデルシステム

諸
元

変調方式

アクセス方式

複信方式

多重度

チャンネル間隔

伝送速度

ロールオフ率

ピークファクタ

3.125 4.1676.25
周波数利用効率
(ﾁｬﾝﾈﾙ間隔/ﾁｬﾝﾈﾙ数）

12.5

1.536 1.28 1.28 2.56 2.56

6.25 6.25

-

到
達
距
離

ダ
イ
バ
シ
テ
ィ

無

ダ
イ
バ
シ
テ
ィ

有

周波数利用効率
(伝送速度/ﾁｬﾝﾈﾙ間隔）
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表２－２  一般的なモデルシステムの機能・性能 

モデル１ モデル２ モデル３ モデル４ モデル５ 現行FMシステム

π/4シフトQPSK π/4シフトQPSK オフセットQPSK 16QAM M16QAM FM

FDMA 又は
 SCPC

TDMA TDMA FDMA TDMA SCPC

耐レイリー
フェージング

標本化タイミン
グのずれによる
BER特性の劣化
が少ない方式で
あるため耐
フェージングに
優れている

高品質伝送を実
現する場合は障
害となる

耐周波数選択
性フェージン
グ

低シンボル速度
のためあまり問
題にならない

遅延等化器を用
いることにより
耐周波数選択性
ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞの改
善が可能

遅延等化器を用
いることにより
耐周波数選択性
ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞの改
善が可能

遅延等化器によ
り改善可能

低シンボル速度
のためあまり問
題にならない

同上

音声コーデッ
ク

不要

音声通話

非音声通信
低速データ伝送
が可能

低中速データ伝
送が可能

低中速データ伝
送可能、複数の
スロット使用に
より高速データ
伝送可能

低速データ伝送
が可能

音声・非音声
並行通信

不適 適 適 不適 適 不適

秘話性 不可

MCA化

ハンドオフ、
追跡接続
自営網、
他網接続
トラフィック
管理
移動機間直接
通信

適 不適 不適 適 不適 適

相互接続性 可能

干渉検出の有
無（FMを含め
たﾃﾞｼﾞﾀﾙﾅﾛｰ

ノイズ・スケル
チ、トーンスケ
ルチにより可能

適合性評価

・トラフィック
の少ない小規模
システムに適合
する。
・移動局間直接
通信を必要とす
るシステムに適
合する。

・高トラフィッ
ク、高速データ
通信、音声/非
音声並行通信等
を必要とする大
規模システムに
適している。

・高トラフィッ
ク、高速データ
通信、音声/非
音声並行通信等
を必要とする大
規模システムに
適している。

・トラフィック
の少ない小規模
システムに適合
する。
・一波複信によ
る移動局間直接
通信のシステム
に適合する。

・高トラフィッ
ク、高速データ
通信、音声/非
音声並行通信等
を必要とする大
規模システムに
適している。

―

いずれの場合も必要に応じて可能

いずれの場合も必要に応じて可能

いずれの場合も必要に応じて可能

高能率音声符号化方式による音声コーデックを採用

一斉、グループ通信、個別通信

低中速データ伝送可能、複数ス
ロット使用により高速データ伝
送可能

可能

機
能
・
性
能

リミッタ遅延検波によりフェー
ジング耐性に優れている

ハイロットシングル挿入方式に
より耐レイリーフェージング特
性改善可能

変調方式

アクセス方式

音声コーデック、プロトコルを共通化することにより
同一モデルシステム内では可能

フレーム同期、シンボル同期により検出可能

いずれの場合も必要に応じて可能
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３  π／4シフトQPSK 
(1)  原理 
π／4シフトQPSKは、QPSKの一種であるが、QPSKの位相遷移とは異なり、急激な位
相変化を避けて変調波の包絡線変動が小さくなる動きをする。よって、電力増幅器において

非線形歪みが抑圧される。 
変調は図３－１に示すように、入力信号 anを、シリアル・パラレル変換によって、2ビッ
トの系列に変換し、差動符号化を行った値によって、位相回転を与える。その後帯域制限し、

I,Qの直交変調を行い出力する。 
このときに、表３ に示すように、入力 Xk・Ykによって、位相の遷移量が異なっている。

1 つ前に送信したデータの位相をφn－1をとしたとき、次に送信すべき位相φn をφn=φn－1

＋θと与える。 
例えば、1時刻前に、π／4の位置の信号点位置で、Xk =1、Yk =1の場合、その遷移は－3
π／4のため、π／4 + (－3π／4 ) = －2π／4の点に遷移する。このため、○の点の組と●
の点の組を交互に遷移し、シンボル間での遷移は矢印で示すようになる。みかけは、8相 PSK
の信号点配置に見えるが、上述のような位相遷移の制限があるため、QPSKと同等の伝送効
率と特性を持っている。 

 

 

 

シリアル／パラ
レル変換

an

差動
符号化

Xk

Yk 位相
回転

ローパス
フィルタ H(f)

ローパス
フィルタ H(f)

Ik

Qk

～

×

×

90°

＋ S(t)

q(t)

i(t)

シリアル／パラ
レル変換

an

差動
符号化

Xk

Yk 位相
回転

ローパス
フィルタ H(f)

ローパス
フィルタ H(f)

Ik

Qk

～

×

×

90°

＋ S(t)

q(t)

i(t)

 
図３－１  変調路の構成 

図３－２  π／4 シフトQPSKの遷移

表３－１  位相遷移量 

Xk Yk θ

1 1 -3π／4
0 1 3π／4
0 0 π／4
1 0 -π／4  
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受信側では、位相差を検出すれば差動復号ができるため遅延検波などのような簡易な方法

を用いることができる。 
QPSKでは、同一位相にとどまっている場合が存在するが、π／4シフトQPSKでは、必
ずπ／4 の位相遷移が加えられるため同一位相にとどまることはない。同一シンボルが連続
しても位相が常に変化するためタイミング再生が容易になる。 
なお、送信フィルタに通す前のQPSK信号に対して、1シンボル毎にπ／4ずつ搬送波位
相を回転させる方法もあり、この場合は受信側において同期検波が可能となる。 

 
(2) 狭帯域デジタル伝送の検討例 
ア 周波数利用効率及び伝送品質 
π／4 シフト QPSK 方式による情報 1 チャンネルの伝送に必要なチャンネル間隔は、
6.25kHzであり、12.5kHzFMの 2倍の周波数利用効率となる。 
伝送品質に関しては、遅延検波で受信機の雑音指数を 8dBの場合、ビット誤り率 BER=1
×10－2を得るのに受信感度は 0dBμVであり、ビット誤り率 BER=3×10－2では受信感度

－5.0dBμVである。 
 

イ 送受信機のコスト 
π／4シフトQPSKの受信機はリミッタ遅延検波により受信部の構成が簡単であり、また
送信電力増幅器の小型化が容易であることからコストとしては 12.5kHzFMの約 1.2～1.5
倍程度となるとみられる。 
 

ウ 使用形態 
伝送する情報は、符号化音声とデジタルデータ伝送に適している。通信方式は SCPC
（FDMA）に適用できる。 
 

エ 課題 
π／4シフト QPSKは既に PDC、PHS 等で実用化されており、今後は、VHF帯の試作
機による実験の継続及び専用装置の開発等が課題とされている。また、高効率音声コーデ

ックの性能向上が期待されるところでもある。 
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表３－２  π／4シフトQPSK方位比較表 

 
 
４  オフセット QPSK（OQPSK） 

(1) 原理 
OQSPKは、2ビット／シンボルの伝送効率を有する 4相位相変調（OQPSK）のベースバン
ド信号をお互いに 1／2シンボル、時間的にオフセットさせたものである。 

図４  オフセットQPSKの位相遷移（ルートロールオフ、α=0.5） 
 

(2) 特長 
ア オフセットさせることにより、同相成分と直交成分が同時に変化することがなく、変調

波の位相が変化する場合は、±π／2の位相変化となる。π／4シフトQPSKと同様に
位相偏移が振幅零点を通過しない。この事は送信パワーアンプのダイナミックレンジが

小さくても良いことを意味する。マルチパスによる遅延分散特性を向上するために適応

等化器を採用する場合、OQPSKはπ／4シフトQPSKよりも優位性を持つことがシミ
ュレーションにより確認されている。 

Qチャンネル

Iチャンネル

0

T／2

T 2T

3T／2 5T／2

3T

Qチャンネル

Iチャンネル

0

T／2

T 2T

3T／2 5T／2

3T0

T／2

T 2T

3T／2 5T／2

3T

 

π／4シフトQPSK 備考

チャンネル間隔 6.25kHz, 12.5kHz, 25kHz

総伝送速度
（ﾁｬﾝﾈﾙﾃﾞｰﾀ速度)

9.6kbps, 19.2kbps, 38.4kbps

無線伝送帯域 5.76kbps, 11.52kbps, 23.04kbps

音声伝送
（データ伝送）

6.4kbps

データ信号伝送
1.55bps/Hz
(=9.6/6.25)

BER=1×10
-2

  
・遅延検波の例
　   雑音指数約8dBの場合、
     受信感度は+5.2dBμV
     総伝送速度9.6kbps

BER=3×10
-2

  ・遅延検波の例
　   雑音指数約8dBの場合、
     受信感度は+0.5dBμV
     総伝送速度9.6kbps

但し、チャンネル
間隔6.25kHz、
フェージング周波
数20Hzでの計算機
シミュレーション
特性値

伝送可能な情報
音声（音声コーデックを使用）
デジタルデータ

通信方式 SCPC(FDMA)

約1.2～1.5倍 基準：12.5kHz FM送受信機コスト（相対値）

α=0.2の場合

使用形態
適正

方式概要

周波数利用効率

伝送品質
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イ FDMA 方式、TDMA 方式に適用可能であるが、耐遅延分散特性が必要となる TDMA
方式に適していると考えられる 

 
(3) 狭帯域デジタル伝送の検討例 
ア 周波数の利用効率および伝送品質 

OQPSKによる情報 1チャンネルの伝送に必要なチャンネル間隔は 6.25kHzであり、
12.5kHzの FMの 2倍の周波数利用効率となる。 
伝送品質に関しては、準同期検波で適応等化器を用いて、受信機の雑音指数 8dB の場
合、ビット誤り率 BER=3×10－2では、6.4dBμVである。 
 

イ 送受信機のコスト 
OQPSK 変調方式は遅延分散特性の向上のために適応等化器を使用することを前提と
しているので、受信機は準同期検波となる。送信機はπ／4シフトQPSK変調方式と同
等となるため、送信電力増幅器の小型化もπ／4シフトQPSKに準する。コストとして
は 12.5kHzFMの 1.5倍程度になるとみられる。 
 

ウ 使用形態 
伝送する情報は、符号化音声とデジタルデータ伝送に適している。FDMA方式、TDMA
方式に適用できるが、耐遅延分散特性に優れた送受信機が構成できるため、高速なビッ

トレートが必要な TDMA方式に適している。 
 

エ 課題 
適応等化器の実現に必要な部品のコストダウン、低消費電力化が課題となっている。 

  
表４ OQPSK方位比較表 

OQPSK 備考
チャンネル間隔 25kHz 　
総伝送速度
（ﾁｬﾝﾈﾙﾃﾞｰﾀ速度)

32kbps 　

無線伝送帯域 21kHz 　
音声伝送
（データ伝送）

5.6kbps 　

データ信号伝送 1.28bps/Hz(=32/25) 　

BER=3×10
-2

・準同期検波（適応等化器）の例
   雑音指数約8dBの場合、受信感度は
   6.4dBμV　総伝送速度32kbps

但し、フェージングは2波
であり、それぞれは等電力
で、各パスはレイリー分布
でのシミュレーション値。
スロット内のフェージング
変動は無視している。

伝送可能な情報
音声（音声コーデックを使用）
デジタルデータ

　

通信方式 TDMA 　
約1.5倍 基準：12.5kHz FM送受信機コスト（相対値）

方式概要

周波数利用効率

　

使用形態適正

伝送品質
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● 

(1,0,0,0)

● 

(1,1,0,0)

● 

(0,1,0,0)

● 

(0,0,0,0) 

● 

(1,0,0,1)

● 

(1,1,0,1)

● 

(0,1,0,1)

● 

(0,0,0,1) 

● 

(1,0,1,1)

● 

(1,1,1,1)

● 

(0,1,1,1)

● 

(0,0,1,1) 

● 
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５  16QAM/M16QAM 
(1)  原理 

16QAMは、位相遷移のみならず振幅にも情報を乗せることにより 1シンボル当り 4ビッ
トの情報を送ることができる、周波数の利用効率の高い変調方式である。信号配置は図５の

ようになっており、各配置に 4ビットのアドレスが割り当てられており、遷移の制約はなく
自由な情報を送ることができる。 
古くから伝搬経路の安定した固定通信では使用されていたが、伝搬経路が不安定なフェー

ジング下の移動体通信への応用は各所で研究され実用化された。その一般的な方法は送信側

で固定パターンを周期的に入れ、受信側でそれを参照することにより位相変化や振幅変動の

大きい伝搬経路でもデータ伝送を可能としている。 
16QAMを利用したM16QAMは、25kHzのチャンネル間隔で 64kbpsという高速データ
通信を行うために、最適化した変調方式である。高速データ通信を行うために 4波のキャリ
ア（マルチキャリア方式）を使用し、各々に 16QAM 変調をかけシンボルレートを 1／4に
下げて遅延分散耐力を増してある。 
通常、25kHz以下のチャンネル間隔の狭帯域通信システムは、もともとシンボルレートが
低いので、遅延分散の広がりはあまり問題とならないので、マルチキャリアにするメリット

は少ない。また、狭いチャンネル間隔に複数のキャリアを入れることは高い周波数安定度が

要求される等、技術的に困難が予想される。 
 

 図５ 16QAMの信号配置 
 

(2) 特長 
ア 周波数効率が非常に高い。 
イ 線形増幅器が必要なので、非線形送信機（FM、GMSK等）と比較すると電力効率が下
がる。 

ウ 固定パターンを参照する準同期検波を使用するので、比較的良好な復調特性が期待でき

る。 
エ シンボル間の間隔がQPSKより狭いため大きな C／Nが必要である。 
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(3) 狭帯域デジタル伝送の検討例 
ア 周波数利用効率および伝送品質 
 チャンネル間隔 6.25kHzの 16QAM方式で比較すると、情報 1チャンネル当たりの
使用帯域幅で 12.5kHz FMの 2倍の周波数利用効率である。同じシンボルレートのπ
／4シフトQPSKと比較すると、データ伝送量は約 2倍と大きな有利性を持つ。 
 伝送品質に関しては準同期検波方式で受信機の雑音指数が 8dB の場合、フェージン
グ時で、ビット誤り率 BER=3×10－2となる受信感度は、雑音指数 8dBの場合、約 4dB
μVである。 
 チャンネル間隔 25kHzの 16QAMまたは、M16QAMの場合は、時分割により 6多
重が可能であるので、情報 1 チャンネル当たりの使用帯域幅は 4.167kHz となり、
12.5kHz FMの 3倍の周波数利用効率となる。 
 伝送品質に関しては、準同期検波方式で受信機の雑音指数が 8dB の場合、フェージ
ング時で、ビット誤り率 BER=3×10－2となる受信感度は、16QAMとM16QAMは変
わりなく、理論値で約 9dBμVとなる。 
 

イ 送受信機のコスト 
 送信電力増幅器は、α=0.5のπ／4シフト QPSKと比較しピークファクタが大きい
分、サイズが大きくなるが、α=0.2のπ／4シフト QPSKと同程度のサイズ、コスト
になると見られている。 
 また、受信機は DSPを使用した準同期検波となり複雑となる。トータルコストとし
ては、12.5kHz FM送受信機に比べると約 1.5倍程度になると見込まれるが、量産化に
よるコストダウンが期待される。 
 

ウ 使用形態 
 伝送する情報は、π／4シフトQPSKと同様に符号化音声、デジタルデータ伝送に適
しているが、同一占有周波数帯域幅で約 2 倍のデータ伝送が可能である。通信方式は、
TDMA、SCPC（FDMA）、TDD、FDDまたは単信方式に利用できる。TDDの場合、
送受信の割合を変えることにより片方向では有るが複信方式の 2 倍のデータ転送が可
能となる。 
 

エ 課題 
 1.5GHz帯デジタルMCAでM16QAMはすでに実用化されており、今後は、それら
の部品を使用した、16QAM狭帯域通信システムのコストダウン、低消費電力化が課題
とされている。 
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表５ 16QAM／M16QAM方位比較表 

†   印   チャンネル間隔が 25kHzの 16QAMの場合    *  印   チャンネル間隔が 12.5kHzの場合 

†† 印 チャンネル間隔が 25kHzのM16QAMの場合       ** 印 チャンネル間隔が 25kHzの場合 

 

16QAM／M16QAM 備考

チャンネル間隔
25kHz  † ††
12.5kHz *
6.25kHz **

 (α=0.5†,　0.2††)
 (α=0.25*)
（α=0.25**)

総伝送速度
（ﾁｬﾝﾈﾙﾃﾞｰﾀ速度)

64kbps † ††
32kbps *
16kbps **

無線伝送帯域
20kHz † ††
9.6kHz *
4.8kHz **

音声伝送
（データ伝送）

44.8kHz † ††
22.8kHz *
11.4kHz **

パイロット信号等を含
まず

データ信号伝送
76bps/Hz † ††
1.82bps/Hz *
1.82bps/Hz **

BER=3×10
-2

　・準同期検波
　　　雑音指数8dB
         受信感度は15.2dBμV † ††
         受信感度は12.2dBμV *
         受信感度は9.2dBμV  **

フェージングあり

伝送可能な情報
音声（音声コーデックを使用）
デジタルデータ

通信方式
SCPC(FDMA)、TDMA、
TDD、FDD又は単信

約1.5倍 基準：12.5kHz FM

伝送品質

周波数利用効率

方式概要

送受信機コスト（相対値）

使用形態
適正
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参考資料３  800MHz帯デジタルMCA陸上移動通信システムの概要 
平成 12年度 電気通信技術審議会答申（No.171）抜粋 

 
１ 無線設備規則の抜粋 
デジタルMCA陸上移動通信を行う無線局等の無線設備についての規定の概要を表１にあげる。 
 

表１  デジタルMCA陸上移動通信を行う無線局等の無線設備 

 
２ MQPSK、M16QAM、M64QAMについて 
ア マルチサブキャリア方式 
 マルチサブキャリア方式は、M 個のサブキャリアに変調をかける変調方式で、通常のシ
ングルキャリア方式と比べて変調速度が 1／M に低下する。遅延広がりによる影響は変調
速度に比例するため、マルチサブキャリア方式では従来のシングルキャリアに比べ、伝送

特性をおよそM倍改善することができる。 
 マルチサブキャリア送信装置の送信動作は最初に、伝送される全体のビット列をM個の
並列したビット列に分け、個々のビット列毎に対応するサブキャリアを QPSK、16QAM、
64QAM等の方式により変調する。次に変調された各サブキャリアを周波数分割多重方式と
同様の形で合成し、マルチサブキャリア信号を生成する。 
 マルチサブキャリア受信装置では送信動作の逆を行い、個々のサブキャリア毎にQPSK、
16QAM、64QAM変調信号の復調処理によって各ビット列を再生後、それらを合成して原
信号を得る。無線チャンネルスペクトルは、従来のシングルキャリア信号の 1／M の帯域
を持つM個の相互に独立したサブキャリアから構成され、全体の所要信号帯域は従来のシ
ングルキャリア方式の信号とほぼ同じとなる。なお、MQPSK、M16QAM 等の『M』
(Multi-subcarrier)はサブキャリア数を表し、伝送速度、キャリア間隔、周波数安定度、遅
延広がり、フェージング速度、方式の複雑さ等を検討して最適値を決定する。 

周波数

850～860MHz   （制御局・試験局）
905～915MHz　 （制御局・試験局・陸上移動局・指令局）
1453～1477MHz （制御局・試験局）
1501～1525MHz （制御局・試験局・陸上移動局・試験局）

通信方式
時分割多重方式（制御局から陸上移動局・指令局）
時分割多元接続方式（陸上移動局・指令局から制御局）

変調方式
音声  ：　M16QAM
データ：  MQPSK・M16QAM・M64QAM（M=4）

ロールオフ
変調の際に50％ロールオフ
ロールオフ率0.2

隣接チャンネルの
漏洩電力

搬送波電力より45dB以上低い値
（搬送波周波数から25kHz離れた周波数の±9kHz）

搬送波を送信して
いない時の漏洩電力

搬送波を送信時の平均電力より60dB低い値または2.5μW以下の
値

変調速度
64kbps(M16QAM)
32kbps(MQPSK)
96kbps(M64QAM)  
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イ MQPSK、M16QAM、M64QAM方式 
 現行のデジタルMCAでは、音声伝送用として使用している音声コーデックの性能及び変
復調技術等を考慮し、変調方式をM16QAM（1シンボル当たり 4ビット）とし、6多重に
すると、変調速度 4 シンボル/秒、キャリア間隔は 25kHz、『M』=4 が最適値となるので、
これらのパラメータを標準として使用している。M16QAMを使用した音声伝送の場合、現
状の誤り制御技術で使用可能なビット誤り率を 3%とした場合、マルチサブキャリア方式で
は許容できる遅延分散は約 12μs とすることが可能で、特に遅延等化器等の対策を行わな
いで実用上問題のないシステムを構築することができる。 
 耐干渉特性、伝搬距離に着目すると QPSKのようにシンボル点が 4点（2ビット）と少
ない。つまり、情報量の少ない変調方式が有利になり、また、データ伝送量のみに着目す

ると 64QAMのようにシンボル点が 64点（6ビット）と情報量の多い多値変調方式が有利
なのは明らかである。したがって、電波伝搬路の距離、状況により上記の 3 つの変調方式
を切り替えて使用することにより、各変調方式のメリットを享受することができると考え

られる。 
 

ウ 同期／パイロットシンボル 
 M16QAM 方式をデジタル移動通信システムに使用する場合には、シンボル、スロット、
同期及び振幅、位相基準として既知のシンボルで構成される同期、パイロットシンボルを

スロット中に配置しているが、MQPSK、M64QAM でも同様なシンボルを配置している。
同期、パイロットシンボルは、受信側での識別を容易にし、かつ所要の精度を得るために

信号空間座標上の最大振幅の点を通る円周上に配置する。 
 同期シンボルは、連続した 3 シンボルで構成され、スロットの先頭を示す。パイロット
シンボルは、データシンボル中の予め定められた位置に分散配置され、信号復号時の基準

信号として使用できる。 
 

エ プリアンブル 
 マルチサブキャリア方式のデジタル変調では、受信復調処理において所要のダイナミッ

クレンジを確保するために AGCが必要になる。デジタルMCAシステムにおいては、中継
局の受信は全てバースト信号であり、かつ隣接するスロットで異なる移動局が送信を行う

ため、スロット毎の受信レベルが変動する。このような条件下で中継局の受信復調性能を

維持するためには、各スロット毎に AGCの設定を適切に行えることが必要であり、そのた
めには中継局でスロット毎に当該バースト信号を受信する前にレベル基準を検知できる方

式である必要がある。 
 このための一方式として、移動局の送信においてキャリア信号による AGCプリアンブル
をデジタル変調方式と併用する方法がある。この方式では、移動局はバースト信号の前に

AGCプリアンブルを送信し、中継局ではこの信号の受信レベルを基準として当該バースト
信号を受信するための AGCの設定を行うことができる。これによって中継局での所要受信
復調性能の確保が可能となる。 
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オ 多数の変調方式を並存する送受信機の構成 
マルチサブキャリアのデジタル変調のような複雑な変調方式で変復調するには、DSP によ
るソフトウェア処理を行う方法が容易なので一般的に用いられている。 

 
(ｱ) 送信機の構成 
 デジタルMCAはマルチサブキャリア方式であり 1秒間に 4000シンボルの伝送を行う
（変調速度 4kシンボル／秒）構成となっている。64QAMの場合は、1シンボルは 64と
おりの内の 1状態を表すことができ、その結果 6ビットの情報を伝送する。同様に 16QAM
では 1 シンボル当たり 4 ビット、QPSK では 2 ビットの情報を伝送する。その結果、
M64QAMでは、6（ビット／シンボル）×4000（シンボル／秒）×4（サブキャリア数）
=96kbps のビットレートが得られる。同様の計算で、M16QAM は 64kbps、MQPSK は
32kbps が得られる。このように本適応変調方式では変調速度を一定に保ったまま、ビッ
トレートを可変とすることが可能となる。 
 デジタル変調では、帯域を制限し定められた周波数帯域の外に不要な電波を発射しない

ようにするためにルートナイキスト特性のスペクトル整形フィルタが用いられる。発射さ

れる電波のスペクトルは、スペクトル整形フィルタの特性によって決定される。本方式で

は変調速度が変化しないため、スペクトル整形フィルタにデジタル MCA（現行の
M16QAM）と全く同一のフィルタを用いることができる。そのため、帯域制限及び不要
な電波の抑圧は従来の送信機と全く同等の性能・特性であり、占有帯域幅や隣接チャンネ

ル漏洩電力といった特性は変化しない。つまり、変調速度が一定であれば、所要周波数帯

域幅は変化しない。 

図２－１  送信機のブロック図 
 

シンボルレート（変調速度）を変えないでビットレートを変える適応変調方式について

は変調方式を変えても占有帯域幅や隣接チャンネル漏洩電力は不変であり、ビットレート

を可変しても他局への影響の程度が変化しないことがわかる。 
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(ｲ) 受信機の構成 
 マルチサブキャリアのデジタル変調のように複雑な変調方式において復調するには

DSPによるソフトウェア処理を行う方法が一般的である。 
 本適応変調方式は、MQPSK、M16QAM、M64QAM のいずれの変調方式においても、
シンボルレート、帯域制限フィルタ（ルートナイキスト特性のロールオフ率α）、サブキ

ャリア間隔、サブキャリア数を変更しないことにより、M16QAM 用の変復調器のハード
ウェア全てと DSP ソフトウェアのスペクトル整形フィルタ、フェージング補正、同期検
波部分のほとんどと多くの部分の共用が可能となる。 
 したがって、このようにほとんど同一の部分を使用する受信機にあっては、MQPSK、
M64QAMの感度、隣接選択度、IMD等の受信特性は、M16QAMの測定値に理論値を考
慮することにより容易に推定できる。 

図２－２  受信機のブロック図 
 
 
３ 適応変調方式について 
現在、携帯電話、PHS等移動通信で使用されている、4値位相変調（QPSK、π／4QPSK等）
方式は回路構成が容易でフェージングに強いという利点を有するが、1シンボル当たり 2ビット
の情報伝達しか行えない。デジタル MCA 陸上移動通信システムで採用されている 16 値直交変
調（16QAM）方式は、1シンボル当たり 4ビットの情報伝達が可能であり、陸上移動通信におけ
る周波数の逼迫解消に有効な変調方式である。 
固定マイクロ波通信で使用されている 64 値、256 値、あるいはそれ以上多値化した直交変調
（QAM）方式は、1シンボル当たりさらに多くのビットを伝送できるため周波数の有効利用のた
め非常に優れている方式である。しかしながら、符号間距離が小さいため干渉妨害に弱く、フェ

ージング、干渉妨害に対する耐量が少ないため陸上移動通信で使用するには不向きと考えられて

いる。 
移動体通信において常に変動する干渉妨害、電波伝搬経路の状態を総合的に判断し、その時点

での最良の変調方式を動的に選ぶことにより周波数利用効率の改善が図られ、限られた周波数を

有効に利用できることは明らかである。 
デジタルMCAシステムに用いる適応変調方式は、M16QAMを中心とし、1シンボル当たりの
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情報量が 2ビット多く、近距離の大量のデータ伝送に適したM64QAMと、データ伝送量は少な
いがフェージング干渉耐量に優れ信頼性の高いデータ伝送ができるMQPSKの3通りの変調方式
を用いることにより周波数の有効利用を図るものである。さらに将来においては、伝搬路の条件

の非常に良い所で、より多値の直交変調方式を活用することが可能となり、更なる有効利用が図

られる。 
なお、理論上の伝搬距離よりサービスエリアを計算すると、M16QAM のそれを基準とし、そ
の約 33%のエリアでM64QAMの利用が可能となる。MQPSKの使用はサービスエリアの拡大を
狙うというより、ビル、山岳等の遮蔽効果への対応を主眼とする。 
ここで、デジタルMCAシステムと適応変調方式パケット伝送を組み合わせて使用する利点を
述べる。 
特定スロットを 1ユーザに占有させる回線接続方式ではスロットをいったん占有してしまうと
データの大小に関らず、しかも即時性の比較的低いデータに対しても通信完了までスロットを保

持するので、移動通信下で主に想定されるデータ量が少なく、離散的なデータ通信においては周

波数の効率化に結びつかない。 
業務用無線の主な用途である音声通話はその性格上、多くの場合 1通話につき 30秒～1分と比
較的短いため、スロットに空きができる。パケット伝送方式はその空きを積極的に活用すること

により既存の音声通話に影響を与えることなくサービスを行うことができるので、周波数有効利

用に結びつく。さらに、パケット伝送方式はデータが無い場合、スロットを占有しないという利

点がある。 
データ伝送方式として従来から使用されている回線接続方式に加え、パケット伝送方式の選択

肢を付加することにより、スロットを複数ユーザで共有することが可能となる。そのため、スロ

ットに空きが少ない場合、またはデータ量が多い場合にスループットが悪化する恐れがあるが、

適応変調方式パケット伝送の場合、利用可能となったスロット毎に最適な変調方式が選択される

ことから、スループットの改善を期待することができる。 
 
 

表３ データ伝送実験例 

（約 37kBの画像を含む、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｺﾝﾃﾝﾂの読込時間を測定した結果） 

 

データ伝送の種類 受信入力電圧 読込時間 伝送速度
強電界 20dBμV 最高　38kbps
(M64QAM) 平均　12.0kbps
中電界 10dBμV 最高　19kbps
(M16QAM) 平均　8.5kbps
強電界 20dBμV 最高　9.6kbps
(M16QAM固定) 平均　7.5kbps
中電界 10dBμV 最高　9.6kbps

(M16QAM固定) 平均　6.6kbps

回線接続 約40秒

回線接続 約45秒

パケット通信 約25秒

パケット通信 約35秒
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参考資料４

「汎用ＩＰ無線通信システムに関する研究会」

開 催 趣 旨

北陸管内の無線局数は、平成14年3月末には177万局を超え、平成元年に比べ10

倍を超えています また 本年3月末の携帯電話・ＰＨＳの普及率は 石川県が62.。 、 、

1％と全国平均の59.0％を超えているほか、北陸三県平均でも二人に１台以上の普

及率となっています。こうした中、無線局全体に占める携帯電話の割合が9割を超

える一方で、自営無線の無線局数は減少傾向にあります。これは、携帯電話の利

便性の高さを反映しているものと考えられますが、非常災害時における通信の輻

輳等の問題を考慮すると、無線通信の利用が携帯電話に過度に集中することは情

報通信基盤の脆弱性につながりかねないとの懸念もあります。

自営無線は、国、地方公共団体、公益事業の公共業務用やタクシー、運輸等の

一般業務用等に広く使用され、地域社会の発展と安全の確保に大きな役割を果た

すとともに、これら電波利用ニーズの増大に応えるため、デジタル化やナロー化

により電波の有効利用が図られてきました。しかし、携帯電話・ＰＨＳや無線Ｌ

ＡＮが容易にインターネットアクセス等のデータ通信が可能であるのに対し、音

声通話を中心に発達してきた自営無線では、バスの運行情報、タクシーの位置情

報などのデータ通信を行う場合、個々にシステム開発が必要となり導入コストの

低廉化が困難であったり、また、コンピュータ等の情報機器を接続して簡便にデ

ータ通信を行うことが難しいなどの課題があります。

一方、近年、無線通信技術は、一度により多くの情報を送れるデジタル変調

方式や、同時に多くの利用者が通信できる多元アクセス方式、通信状態に応じ

て通信速度を可変する適応変調方式など高度な技術が開発され、無線ＬＡＮな

どで実用化が図られています。

この様な最新技術を自営無線に適用し汎用性を高めることが可能であれば、

一層、電波の有効利用が促進されるとともに、自営無線の高度化と低廉化を同

時に実現できることから、携帯電話・ＰＨＳと自営無線の均衡ある発展が図ら

れ、情報通信基盤の多様化と信頼性の向上が期待できます。

このことから、最新の無線通信技術を用いた汎用IP無線通信システムのモデル

システムを構築し、実証実験を通じて電波の有効利用に関する技術的特性を検

証するとともに、自営無線におけるデジタル通信方式の有効性等について研究

を行い、同システムの実用化に向けた課題と方策を明らかにすることを目的と

して本研究会を開催するものです。

平成１４年１０月
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参考資料５

「汎用IP無線通信システムに関する研究会」

開 催 要 綱

１ 目 的

情報通信基盤の多様性と信頼性の向上を図るためには、自営無線の利便性を高め携帯

電話との均衡ある発展が望まれている。また、電波のひっ迫が深刻化していることから

、 。一層の有効利用が求められており 社会に相応しい自営無線の高度化が急務であるIT
このため、最新の無線通信技術を用いた汎用 無線通信システムのモデルシステムIP
、 、を構築し 実証実験を通じて電波の有効利用に関する技術的特性等を検証するとともに

自営無線におけるデジタル通信方式の有効性等の研究を行い、同システムの実用化に向

けた課題と方策を明らかにすることを目的とする。

２ 名 称

この研究会の名称は 「汎用 無線通信システムに関する研究会」とする。、 IP

３ 検討事項

研究会は、上記の目的を達成するために次の研究を行う。

( ) 最新の多元接続方式における電波の有効利用に関する技術的特性の検証1
( ) 自営無線におけるデジタル通信方式の有効性に関する研究2
( ) 自営無線に適した通信手順及びフレーム構成の研究3
( ) 自営無線の高度化に必要な機能等の研究4
( ) その他、システムの実用化に向けた課題と方策の検討5

４ 組 織

( ) 本研究会は、北陸総合通信局長の委嘱を受けた委員により構成する。1
( ) 座長は、構成委員の互選により選出する。2
( ) 副座長は、座長が指名する。3

５ 運 営

( ) 本研究会は、座長が招集し、主宰する。1
( ) 副座長は、座長を補佐し、座長不在の場合は座長の職務を代行する。2
( ) 本研究会の運営に関して必要な事項は、研究会において定める。2

６ 開催期間

平成１４年１０月から平成１５年３月までとする。

７ 事 務 局

本研究会の事務局は、北陸総合通信局無線通信部航空海上課が行う。
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参考資料６

「汎用IP無線通信システムに関する研究会」構成員名簿

（敬称略、順不同）

【座長】

大洞 喜正 金沢工業大学工学部情報工学科教授

【副座長】

丹 康雄 北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科助教授

【委員】

坂中 靖志 石川県企画開発部情報政策課電子県庁推進室長

藤谷 忠安 北陸経済連合会専務理事

河合 成海 北陸電力株式会社情報通信部長

自営無線ユーザ協会北陸・信越支部長

竹嶋 英幸 財団法人近畿移動無線センター北陸事務所長

野路 光男 社団法人北陸自動車無線協会会長

田中 憲治 社団法人全国陸上無線協会北陸支部長

細野 昭雄 株式会社アイ・オー・データ機器代表取締役社長

中川 郁夫 株式会社インテック・ネットコア取締役ＣＳＯ

緒明 春雄 株式会社東芝北陸支社長

坂井 俊夫 日本電気株式会社北陸支社長

西村 正 富士通株式会社北陸支社長

永見 英弘 松下電器産業株式会社北陸支店長

安齋 雄二 三菱電機株式会社北陸支社長

坂爪 秀彰 株式会社日立国際電気北陸支店支店長代理

八木 義男 総合通信基盤局電波部電波政策課周波数調整官

小川 博世 独立行政法人通信総合研究所横須賀無線通信研究センター研究主管

（第１回まで）

藤瀬 雅行 独立行政法人通信総合研究所無線通信部門

横須賀無線通信研究センター研究主管（第２回から）
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参考資料７

「汎用IP無線通信システムに関する研究会」開催状況

１ 第１回（平成１４年１０月１６日（水） 於：北陸総合通信局会議室）

議題

１ 開催趣旨の確認及び開催要領の承認等

２ 座長の選出、副座長の指名

３ 汎用ＩＰ無線通信システムの概要

４ 実証実験及び研究項目の検討

５ 最新の電波利用技術の動向

① 無線ＬＡＮにおけるＩＰ無線通信の現状

② 電波利用の現状と今後の展望

２ 汎用ＩＰ無線通信システム公開実験

（平成１５年２月１２日（水） 於：北陸総合通信局会議室）

公開実験

１ 汎用ＩＰ無線通信システムに関する研究の概要

２ 公開実験の概要紹介と実験

３ 第２回（平成１５年２月２８日（金） 於：北陸総合通信局会議室）

議題

１ 研究及び実験結果について

２ 報告書（案）について

３ 自営無線システムの最新動向

・ 自営用移動通信システムのデジタル化動向について

４ 第３回（平成１５年３月３６日（水） 於：北陸総合通信局会議室）

議題

１ 報告書について
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